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平成２１年１月２７日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官

平成１８年(ワ)第７５２９号 職務発明の対価請求事件

口頭弁論終結日 平成２０年９月４日

判 決

原 告 Ｘ

訴 訟 代 理 人 弁 護 士 東 野 修 次

中 山 務

飯 島 歩

栗 山 貴 行

生 沼 寿 彦

被 告 マ ル コ 株 式 会 社

訴 訟 代 理 人 弁 護 士 奥 田 孝 雄

池 下 利 男

主 文

１ 被告は，原告に対し，２２５３万０１４２円及びこれに対する平成１８

年８月２日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 原告のその余の請求を棄却する。

３ 訴訟費用は，これを２０分し，その１９を原告の負担とし，その余を被

告の負担とする。

４ この判決の第１項は，仮に執行することができる。

事実及び理由

第１ 請求

被告は，原告に対し，５億円及びこれに対する平成１４年２月１７日から支

払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要
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本件は，発明の名称を「カップ部を有する衣類のオーダーメイド用計測サンプ

ル及びオーダーメイド方式 「衣類のオーダーメイド用計測サンプル及びオーダ」，

ーメイド方式」とする２件の特許発明（職務発明）の発明者である原告が，被

告に対し，特許法３５条（平成１６年法律第７９号による改正前のもの。以下

同じ ）に基づき，被告に承継させた上記各特許発明の特許を受ける権利の相。

当の対価として５億円の支払を求めた事案である。被告は，上記各特許発明の

発明者は原告のみではなく，被告の他の従業員等も含まれると主張し，上記発

， ， 。明の寄与度 被告の貢献度の多寡等 原告主張の相当の対価の額を争っている

１ 争いのない事実

当事者( )1

， ，被告は 体型補整用婦人下着の製造販売等を事業内容とする株式会社であり

原告は，平成１２年６月から平成１８年７月までの間被告に在職した。

職務発明( )2

原告は，被告に在職中，次の各特許権（以下，順に「本件特許権１ 「本」，

件特許権２」といい，併せて「本件各特許権」という ）に係る各発明（以。

下，順に「本件発明１ 「本件発明２」といい，併せて「本件各発明」と」，

いう。また，本件各発明に係る特許を，順に「本件特許１ 「本件特許２」と」，

いい，併せて「本件各特許」という ）をそれぞれ完成させた。なお，本件各発。

明の発明者が原告のみであるか，それとも被告の他の従業員等も発明者に含ま

れるかについては，後記のとおり争いがある。

ア（本件特許権１）

登録番号 第３６５２２５１号

出願日 平成１３年１月１６日

公開日 平成１４年７月３１日

登録日 平成１７年３月４日

発明者 Ｘ（原告）
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出願人 マルコ株式会社

発明の名称 カップ部を有する衣類のオーダーメイド用計測サンプル及

びオーダーメイド方式

イ（本件特許権２）

登録番号 第３６９２０８４号

出願日 平成１４年２月１３日

公開日 平成１５年８月２７日

登録日 平成１７年６月２４日

発明者 Ｘ（原告）

出願人 マルコ株式会社

発明の名称 衣類のオーダーメイド用計測サンプル及びオーダーメイド

方式

本件発明１( )3

本件発明１に係る明細書（以下「本件明細書１」という ）の特許請求の範囲。

の記載は次のとおりである。

【請求項１】

バージスサイズを変えた複数のカップ受部と，１つのバージスサイズにお

いてカップ高さを変えた複数のカップ部との組み合わせからなり，カップ受

部に対してカップ部を着脱可能に設けてなるカップ部を有する衣類のオーダ

ーメイド用計測サンプル

【請求項２】

バージスサイズを変えた複数のカップ受部と，１つのバージスサイズにお

いてカップ高さを変えた複数のカップ部と，一つのカップ受部において寸法

の異なる複数のバック部とを有し，カップ受部に対してカップ部及びバック

部を着脱可能に設けてなるカップ部を有する衣類のオーダーメイド用計測サ

ンプル。
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【請求項３】

カップ受部の上端縁とカップ部の下端縁にそれぞれ設けた一対の面ファス

ナーによってカップ受部とカップ部を着脱可能とした請求項１又は２記載の

カップ部を有する衣類のオーダーメイド用計測サンプル。

【請求項４】

カップ受部とバック部をかぎホックによって着脱可能とした請求項２又は

３記載のカップ部を有する衣類のオーダーメイド用計測サンプル。

【請求項５】

バージスサイズを変えた複数のカップ受部と，１つのバージスサイズにお

いてカップ高さを変えた複数のカップ部との組み合わせからなり，カップ受

部に対してカップ部を着脱可能に設けることにより，カスタムサイズのカッ

プ部を有するオーダーメイド用計測サンプルの試着を可能としたことを特徴

とするカップ部を有する衣類のオーダーメイド方式。

【請求項６】

バージスサイズを変えた複数のカップ受部と，１つのバージスサイズにお

いてカップ高さを変えた複数のカップ部と，一つのカップ受部において寸法

の異なる複数のバック部とを有し，カップ受部に対してカップ部及びバック

部を着脱可能に設けることにより，カスタムサイズのカップ部を有するオー

ダーメイド用計測サンプルの試着を可能としたことを特徴とするカップ部を

有する衣類のオーダーメイド方式。

【請求項７】

カップ受部の上端縁とカップ部の下端縁にそれぞれ設けた一対の面ファス

ナーによってカップ受部とカップ部を着脱可能とした請求項５又は６記載の

カップ部を有する衣類のオーダーメイド方式。

【請求項８】

カップ受部とバック部をかぎホックによって着脱可能とした請求項６又は
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７記載のカップ部を有する衣類のオーダーメイド方式。

本件発明２( )4

本件発明２に係る明細書（以下「本件明細書２」という ）の特許請求の範囲。

の記載は次のとおりである。

【請求項１】

身頃のヒップ部にヒップカップサイズを調節可能なヒップカップ計測手段

を設けたオーダーメイド用ボトム計測サンプルで，該ヒップカップ計測手段

は，前記ヒップ部が股口からヒップカップ部の略中央に向かって切り込みを

入れて分割され，分割された一片と他片とが連絡部材を介して着脱自在に止

着可能でヒップカップサイズ調節可能とされ，前記一片の他片との連結位置

にヒップカップサイズ計測用の目盛りが記されたことを特徴とするオーダー

メイド用ボトム計測サンプル。

【請求項２】

前記ヒップ部の切り込みの内端位置は，ヒップトップの高さよりも下とし

たことを特徴とする請求項１記載のオーダーメイド用ボトム計測サンプル。

【請求項３】

身頃のウエスト部にウエストサイズを調節可能なウエスト計測手段を設け

た請求項１又は２記載のオーダーメイド用ボトム計測サンプルで，該ウエス

ト計測手段は，前記ウエスト部がその上端から略縦方向に切り込みを入れて

分割され，分割された一片と他片とが連結部材を介して着脱自在に止着可能

でウエストサイズ調整可能とされ，前記一片の他片との連結位置にウエスト

サイズ計測用の目盛が記されたことを特徴とするオーダーメイド用ボトム計

測サンプル。

【請求項４】

身頃の脚囲部にその下端の脚口サイズを調節可能な脚口計測手段を設けた

請求項１～３のいずれかに記載のオーダーメイド用ボトム計測サンプルで，
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該脚口計測手段は，前記脚囲部が脚口から略縦方向に切り込みを入れて分割

され，分割された一片と他片とが連結部材を介して着脱自在に止着可能で脚

口サイズ調整可能とされ，前記一片の他片との連結位置に脚口サイズ計測用

の目盛が記されたことを特徴とするオーダーメイド用ボトム計測サンプル。

【請求項５】

前記脚口計測手段は，前記ヒップカップ計測手段と連続して形成されたこ

とを特徴とする請求項４記載のオーダーメイド用ボトム計測サンプル。

【請求項６】

身頃の胴部に胴部サイズを調節可能な胴部計測手段を設けた請求項１～５

のいずれかに記載のオーダーメイド用ボトム計測サンプルで，該胴部計測手

段は，前記胴部がその上端から略縦方向に切り込みを入れて分割され，分割

された一片と他片とが連結部材を介して着脱自在に止着可能で胴部サイズ調

整可能とされ，前記一片の他片との連結位置に胴部サイズ計測用の目盛が記

されたことを特徴とするオーダーメイド用ボトム計測サンプル。

【請求項７】

請求項１～６のいずれかに記載のボトム計測サンプルに，カップ部を有す

るトップが付設されたオーダーメイド用衣類計測サンプル。

【請求項８】

前記トップは，前記ボトム計測サンプルに着脱可能に付設された請求項７

記載のオーダーメイド用衣類計測サンプル。

【請求項９】

前記トップは，バージスサイズを変えた複数のカップ受部と，１つのバー

ジスサイズにおいてカップ高さを変えた複数のカップ部との組み合わせから

なり，カップ受部に対してカップ部を着脱可能に設けてなる請求項７又は８

記載のオーダーメイド用衣類計測サンプル。

【請求項１０】
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前記トップは，バージスサイズを変えた複数のカップ受部と，１つのバー

ジスサイズにおいてカップ高さを変えた複数のカップ部と，一つのカップ受

部において寸法の異なる複数のバック部との組み合わせからなり，カップ受

部に対してカップ部及びバック部を着脱可能に設けてなる請求項７又は８記

載のオーダーメイド用衣類計測サンプル。

【請求項１１】

前記衣装が体型補正機能を有する衣類である請求項１～１０のいずれかに

記載のオーダーメイド用計測サンプル。

【請求項１２】

ヒップサイズを変えた請求項１～１１のいずれかに記載の計測サンプルを

複数用意し，着用者のヒップサイズに応じて計測サンプルを選択して着用さ

せ，カスタムサイズの計測をする衣類のオーダーメイド方式。

特許を受ける権利の承継( )5

本件各発明の特許を受ける権利は，発明者（その範囲については，前記のと

おり争いがある ）から被告に譲渡された。。

なお，本件各発明が完成した当時，被告は，従業者による職務発明に関する

勤務規則その他の定めを置いていなかった。また，原告と被告は，職務発明の

承継及び対価の額等に関する契約を締結していなかった。

本件各発明の実施とＨＭＳ商品の販売( )6

被告は，①平成１３年６月，本件発明１の実施品であるブラジャー用の計

測サンプル（以下「ＨＭＳメジャー（ブラジャー 」という ）によって寸） 。

法を計測して製作したオーダーメイドのブラジャー（以下「ＨＭＳ商品（ブ

ラジャー 」という ）の販売を開始し，②平成１４年３月，本件発明２の） 。

（ 「 （ ）」実施品であるガードル用の計測サンプル 以下 ＨＭＳメジャー ガードル

という ）によって寸法を計測して製作したオーダーメイドのガードル（以。

下「ＨＭＳ商品（ガードル 」という ）の販売を開始し，③平成１５年１） 。
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２月，本件発明２の実施品であるボディスーツ用の計測サンプルによって寸

法を計測して製作したオーダーメイドのボディスーツ 以下 ＨＭＳ商品 ボ（ 「 （

ディスーツ 」という ）の販売を開始した（以下，ブラジャー，ガードル） 。

及びボディスーツの区別を要しない場合は，本件各発明の実施品を単に「Ｈ

ＭＳメジャー」といい，ＨＭＳメジャーによって寸法を計測して製作した商

品を「ＨＭＳ商品」という 。。）

被告は，平成１６年９月ころ，販売方針を転換して販売の力点をＨＭＳ商

品からレディメイド商品に移し，平成２０年２月，ＨＭＳ商品の製造販売を

中止した。

無効審判請求( )7

被告の元専務取締役Ａは，平成１９年７月２５日，本件各特許について特

許無効審判の請求をした。

特許庁は，被告に対して期間を定めて答弁を求めたが，被告は期間を経過

しても応答せず，口頭審理にも出頭しなかった。

原告は，上記各無効審判請求事件において被請求人側に参加し，本件各特

許の有効性について書面で意見を述べるなどした。

上記各無効審判請求事件のその後の経緯は次のとおりである。

ア 本件特許１について

特許庁は，平成２０年５月８日，本件発明１はその特許出願前に日本国

内において頒布された刊行物に記載された発明に基づいて当業者が容易に

発明をすることができたものであり，特許法２９条２項の規定に違反して

特許されたものであるとして 本件特許１を無効とする旨の審決をした 乙， （

１２３ 。）

これに対し，原告は，平成２０年６月１７日，知的財産高等裁判所に上

記審決の取消しを求めて審決取消訴訟を提起した（平成２０年（行ケ）第

１０２２９号 。）
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イ 本件特許２について

特許庁は，平成２０年５月８日，本件発明２は，その特許出願前に日本

国内において頒布された刊行物に記載された発明に基づいて当業者が容易

に発明をすることができたものではないから，特許法２９条２項の規定に

違反して特許されたものとはいえないとして，本件特許２を無効とすべき

旨の無効審判請求は成り立たない旨の審決をした（甲９３ 。）

これに対し，Ａは，知的財産高等裁判所に上記審決の取消しを求めて審

決取消訴訟を提起した（平成２０年（行ケ）第１０２３２号 。）

２ 争点

本件の争点は，本件各特許を受ける権利の承継に対する相当の対価の額であ

り，具体的には次のとおりである。

本件発明１の発明者は原告のみか。( )1

本件発明２の発明者は原告のみか。( )2

ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与割合( )3

独占の利益が発生する時期( )4

ＨＭＳ商品の販売抑制後の売上げの算定方法( )5

本件各特許の無効理由の存否とその相当の対価の額への影響の有無・程度( )6

仮想実施料率( )7

被告の貢献( )8

被告における原告の処遇( )9

第３ 争点に関する当事者の主張

以下においては，まず，当事者の主張の概要を示し，その後各争点ごとの当

事者の主張の詳細を摘示する。

１ 原告の主張の概要

本件各発明の発明者はいずれも原告のみである。( )1

そして，ＨＭＳ商品の売上実績は主として本件各発明の競争優位性による( )2
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ものであって，被告の販売促進活動や多色展開は，売上実績との関係では従

たる要因にすぎないから，ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与割

合（超過売上げの割合）は２分の１を下らない。

また，本件各発明のように使用者が発明を自己実施している場合は，特許( )3

出願後自己実施を開始した時点又は遅くとも特許出願中であることを対外的

に公表した時点において独占の利益が発生しているものというべきであるか

ら，本件発明１についてはＨＭＳ商品（ブラジャー）の販売を開始した平成

１３年６月から，本件発明２についてはＨＭＳ商品（ガードル）の販売を開

始した平成１４年３月から，それぞれ独占の利益が発生したものとして，上

記各時点以降の売上高を計上すべきである。

被告は，平成１６年９月ころからＨＭＳ商品の販売を大幅に抑制した。Ｈ( )4

ＭＳ商品には被告の主張するような根本的欠陥なるものはなく，上記販売抑

制は経済合理性に反する不合理な販売抑制である。したがって，平成１６年

９月１日以降の販売抑制後の売上高しか計上しないのは相当でなく，本件各

発明が正常に実施されていた平成１３年９月１日から平成１６年８月３１日

までの期間の売上実績をもとに１年当たりの平均売上高を求め，これに本件

特許１の有効期間（本件特許２の有効期間よりも先に到来する ）である平。

成３３年１月までの残年数１６．３年を乗じたものを計上すべきである。

被告は，本件各特許には無効理由があるから独占の利益を観念することは( )5

できないか又は仮にこれを観念し得るとしてもライセンス料率は極めて低率

にしかなり得ない旨主張する。しかし，本件各特許に無効理由は存在しない

から，被告の上記主張は相当の対価の算定上何らの影響もなく，本件各発明

の仮装実施料率は，上記超過売上額の５％を下らず，同額が本件各発明を独

占的に実施することにより被告の受けるべき利益に相当する。

上記利益を得ることについての被告の貢献度は３０％を上回らない。( )6

被告は，本件各発明の対価として原告を取締役に昇進させたものであるか( )7
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ら取締役就任に伴う報酬の増額分を被告の貢献として考慮すべきである旨主

張するが，取締役の報酬は取締役の職務執行の対価であるから，その中に職

務発明の対価を観念することはできない。

以上をもとに本件各発明を被告に承継させたことによる相当の対価の額を( )8

計算すると，４５億５８３２万９７７７円となる。

（計算式）

（４０４億８８４９万５４３５円＋４０４億８８４９万５４３５円÷３年×

１６．３年）×１／２×５％×７０％＝４５億５８３２万９７７７円

２ 被告の主張の概要

本件発明１の発明者は原告のみではなく，広瀬工業株式会社（以下「広瀬( )1

」 。） （ ）。工業 という のＢ及び被告の他の従業員１５名も含まれる 合計１７名

本件発明２の発明者も原告のみではなく，Ｂ及び被告の他の従業員３名も含

まれる（合計５名 。）

本件各発明は単なる計測器に関する発明であり，ＨＭＳ商品そのものの発( )2

明ではなく，ＨＭＳメジャーでの計測値や身生地がそのままＨＭＳ商品の製

造に用いられているわけではない。ＨＭＳ商品の売上実績は，多色展開等，

被告による新商品の開発・発売，レディメイドの新商品の発売抑制，ＨＭＳ

商品の販売促進活動による部分が大きい。以上より，ＨＭＳ商品の売上げに

対する本件各発明の寄与割合（超過売上げの割合）は，１０％以下である。

本件各発明のような自己実施事例においては，使用者が発明を排他的独占( )3

的に実施することができるようになった時期すなわち特許登録時から独占の

利益が発生するというべきである。したがって，本件各発明について，いず

れも特許登録がされた日である本件発明１については平成１７年３月４日以

降の，本件発明２については同年６月２４日以降の各売上高を計上すべきで

ある。

原告は，被告が平成１６年９月以降ＨＭＳ商品について不合理な販売抑制( )4
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をしたとして，同月以降の売上実績しかＨＭＳ商品の売上高に計上しないの

は相当でない旨主張する。しかし，被告が平成１６年９月以降ＨＭＳ商品の

販売を抑制したのは，ＨＭＳメジャーないしＨＭＳ商品に根本的欠陥がある

からであり，ＨＭＳ商品がレディメイド商品よりも利益率が低いことから見

ても，ＨＭＳ商品の販売抑制策には合理性がある。また，原告は，本件特許

１の有効期間満了まで売上げがあるものとして，その予測売上高をＨＭＳ商

品の売上高に計上すべきである旨主張するが，ＨＭＳ商品の販売は平成２０

年２月をもって終了しており，それ以降は売上げがない。したがって，平成

１６年９月１日から平成２０年２月までの売上高をそのまま計上すべきであ

る。

本件各特許には無効理由がある。職務発明に対する相当の対価は，当該発( )5

明の独占的実施を保障されている点に由来するものであるから，無効理由が

ある特許については，当該発明の独占的実施が保障されていない以上，独占

の利益ひいては相当の対価を観念することはできない。また，仮に，無効理

由がある特許について独占の利益を観念することができるとしても，ライセ

ンス料率は極めて低率にしかなり得ない。また，ＨＭＳ商品の利益率はレデ

ィメイド商品の利益率より低い。以上によれば，本件各発明の仮想実施料率

は，超過売上げの１％を上回ることはない。

本件各発明に対する被告の貢献度は９８％を下回らない。( )6

なお，被告は，本件各発明を被告に承継させた相当の対価として，原告を( )7

取締役に昇進させた。したがって，これに伴う原告の報酬の増額分は被告の

貢献として考慮すべきである。

以上をもとに下記算定式を用いて相当の対価の額を計算すると，本件発明( )8

， 。 ，１については２２１７円 本件発明２については６０５０円となる しかし

原告の取締役就任に伴う報酬の増額分を考慮すれば，原告に対する相当の対

価は既に支払済みというべきである。
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（計算式）

・本件発明１

１８億８４７０万８０００円×１０％×１％×２％÷１７≒２２１７円

・本件発明２

１５億１２４５万３０００円×１０％×１％×２％÷５≒６０５０円

３ 争点( )（本件発明１の発明者は原告のみか ）について1 。

【原告の主張】

本件発明１の発明者( )1

本件発明１の発明者は原告のみである。このことは，①本件発明１の発明

に至る経緯，②本件特許１の特許公報（甲１）に原告のみが発明者として記

載されていること，③被告が作成した「 ～マイモード 新商品の誕my mode

」 （ ） ，「 」 「 。」生 という冊子 甲６６ ３頁に ＨＭＳの考案・開発者 が Ｘさんです

と記載されていること，④本件各特許が登録された際，第二生産部の部員が特

許取得について原告を祝う会を自主的に催し原告にプレゼントを贈ったこと 甲（

７３ ，⑤被告のオーダーメイド商品の歴史について最も熟知している者の１人）

であるＣが本件発明１の「仕組み」すなわち発明の具体的な構成を考えたのは

原告であると証言していること（Ｃ証人調書４０頁６行目～１４行目）から明

らかである。

被告の主張に対する反論( )2

被告は，本件発明１の発明者は，原告のみではなく，Ｂのほか，被告の他の

従業員も共同発明者であると主張する。そして，証人Ｂ，同Ｄ及び同Ｃの証言

は被告の上記主張に沿う。しかし，これら証言は，いずれも信用性が乏しいか

又はその証言を前提としても原告以外の者が本件発明１の発明者であるとは認

められない。その理由は次のとおりである。

ア Ｂは本件発明１の発明者でないこと

部品の作り置きの提案について(ア)
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Ｂは，陳述書及び証人尋問において，あらかじめ部品の作り置きをして

おいた上で，それを組み合わせるオーダーメイドをしてはどうかと提案す

ることにより本件各発明の提案をした旨述べる。しかし，①あらかじめ部

品の作り置きをするとの供述内容自体不自然であり，また，②供述内容に

変遷もあり，上記供述は信用できない。

， ，すなわち ①については従来被告において行われていたフルオーダーは

採寸の方法が統一されず 採寸結果の記載の仕方が販売員により区々であっ，

た上，採寸表を元にパターンをＣＡＤで修正する際に使用するツールの種

類や修正の手順についても統一されていなかったことから，同じ採寸表を

元に修正をした場合であってもＣＡＤのオペレーターごとに区々の修正が

なされ，同じ結果とはならなかった。Ｂも認めているとおり，このような

状態では，同一のサイズ・形状のパターンが再び現れる可能性は極めて小

さく 頻繁に使用されるパターンを特定することは事実上不可能である Ｂ， （

証人調書２７頁２行目～１６行目，３３頁１６行目～２１行目 。また，同）

じ形のパーツを使用する顧客が現れる可能性が著しく低いのであるから，

仮にパーツを作り置いたとしても，作り置いたパーツが無駄になるおそれ

が非常に高く，効率的な方法とはならないばかりか，縫製工場にとっては

むしろ在庫リスクの原因となるだけで，特段の利益のない手法となる。こ

うしてみると，Ｂが被告のフルオーダーのデータに基づいて作り置きを提

案するなどということは，縫製工場に勤める者の行動としてあまりに不自

然である。

また，②について，Ｂは，当初提出した陳述書（乙５）では実際に作り

置きを行ったと述べておきながら，２通目の陳述書（乙７０）では，実際

には作り置きはしていなかったと述べるなど，作り置きに関する供述を大

きく変遷させている。作り置きの時期についても，当初は 「ガードルだけ，

というんじゃなくて，提案したのはブラジャーのときですから，当然セッ
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トといいますか （Ｂ証人調書２４頁２６行目～２５頁１行目）とブラジ。」

ャーとガードルと同時に提案したと証言していながら，その後の原告代理

人の「作り置きを提案したのは，１０月以降とおっしゃってましたよね 」。

との質問に対しては 「それはブラジャーですね （Ｂ証人調書２５頁１３， 。」

行目）と，ブラジャーとガードルの提案が別の時期であることを前提とし

た供述をするなど，証言が変遷している。被告ないしＢの主張によれば，

作り置きの提案は発明行為の核心をなすものであるから，作り置きに関す

， ，る経緯は 発明者を自称するＢ自身の記憶に鮮明に残っているはずであり

また，少なくとも，Ｂの証言に際して最も重要なポイントとして準備がな

され，十分に記憶喚起がなされていたはずである。それにもかかわらず，

極めて基本的な事実に関して上述のような変遷を生じたのは，単なる記憶

違いで説明することはできず，Ｂが記憶に反する証言をしていることを示

すものである。殊に，原告が第７準備書面において作り置きが現実的に不

可能であることを指摘した後にＢのかかる供述の変遷が生じたことにかん

がみれば，Ｂは意図的に虚偽の供述をしたところ，原告にその矛盾を指摘

， 。されたため 供述を変遷させざるを得なくなったと考えるのが自然である

ＣＡＤの指導について(イ)

Ｂは，原告に対してＣＡＤの指導をしたとも供述する（乙５ 。しかし，）

ＣＡＤに精通した者であれば，マスターパターンについても手書きを経る

ことなく最初からＣＡＤで作図した方が効率的であるが（原告本人調書１

頁２４行目～２頁３行目 ，ＢのＣＡＤの技術は 「オリジナルの全く新し） ，

いパターンですね，これは手書きのほうが操作しやすい」という程度のも

， 。 ，のであり その習熟度は原告と比較にならない程度でしかない 要するに

ＢのＣＡＤに関する知識水準は，自らパターンを作り上げるには未だ相当

の労力を要するというものであり，基本的には，他人が作成したパターン

に多少の加工を加えることができるというレベルにとどまっていたのであ
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る。その程度の技能しか有していないＢが，ＣＡＤに関して原告を指導す

ることなど不可能であり，この点でもＢの供述には明白な虚偽がある。む

しろ，この供述は，Ｂには，原告のＣＡＤに関する技量を知る機会すらな

かったことを示すものであり，Ｂが本件各発明に関与していなかったこと

を示唆するものである。

Ｂが本件発明１の発明者でないことを裏付ける証言(ウ)

， ， ，Ｂの証言によれば Ｂは 被告に対してパーツの作り置きを提案した後

次にＨＭＳメジャーに関与したのは，原告からその試作品を見せられた時

ということになる（Ｂ証人調書９頁２４行目～１０頁３行目 。すなわち，）

Ｂは，その証言内容が真実であるとしても，なお，作り置きという抽象的

な提案をした後，試作品が出来上がるまでの開発行為には関与していない

ことを認めているのである。

そもそも作り置きを提案したとの供述が信用できず，Ｂが作り置きの提

案をした事実自体が存在しないことは既に述べたとおりであるが，仮にＢ

が供述するとおり作り置きの提案がなされていたとしても，Ｂは，作り置

きという抽象的な提案をしたにすぎず，本件各発明の具体的な創作行為を

何ら行っていないと認められるから 「発明者」には該当しない。，

また，Ｂは，本件各発明の問題点として 「実商品とそのメジャーサンプ，

」 ， ，ルが着用という体感面でギャップがある 点を指摘するが このこと自体

Ｂが本件各発明の発明行為に何ら関与していないことを物語っている。す

なわち，上記指摘は，上記試着サンプルの素材と実際の商品の素材が異な

ることから，試着サンプルと実際の商品の体感が異なるという点を指摘す

るものであるところ，Ｂの勤務する広瀬工業は，採寸器具の製造会社では

なく縫製工場であるから 莫大な数量のファンデーションの縫製を取り扱っ，

てきているのであり，その際には様々な種類の生地を使った縫製をしてい

るはずである。そして，使用する生地により伸縮率等の差異があるのは当
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然であるから 広瀬工業は 同一のパターンに基づいて縫製する場合であっ， ，

ても，使用する生地による違和感の発生を回避するため，部材の切り抜き

の仕方や縫製の仕方を調節することを日常的に行っているはずであり，ま

た，そのためのノウハウも蓄積しているはずである。そのような広瀬工業

に勤務するＢが，専門分野ではない計測サンプルの発明行為を行っておき

ながら，上記問題点について，自身の専門分野である素材ごとの特性に応

。 ，じた縫製による回避手段を考慮しないなどということはあり得ない また

仮にこの問題が技術的に克服できないような問題であるならば，Ｂ自身が

最初にそのことに気付いたはずであり，本件各発明に寄与する以前に，そ

の問題点を指摘していたはずである。このように，試着サンプルと実際の

商品の着用感の差異を本件各発明の問題点として指摘すること自体が，Ｂ

が本件各発明の発明行為に何ら関与していないことを物語っているのであ

る。

以上によれば，Ｂは本件各発明の発明者ではない。(エ)

イ Ｄは本件発明１の発明者でないこと

， ， （ ）。 ，Ｄは 平成１３年１月ころ 第二生産部に異動となった 甲７９ この点

Ｄは，第二生産部に異動となったのは平成１２年１２月と供述するが，いず

れにせよ，原告が，本件発明１について，弁理士に出願の相談に行った日よ

りも後に異動してきている。よって，Ｄが第二生産部に異動してきた時点で

は本件発明１は完成していたのであるから，Ｄが本件発明１の発明行為に関

与する機会はなかった。

よって，Ｄが本件発明１の発明者となることはあり得ない。

【被告の主張】

本件発明１の発明者( )1

本件発明１の発明者は，原告のほか，元となるアイデアを出したＢや，課

題解決のために検討を重ね，本件発明１を具体化していったオーダー研究会の
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〔 ， ， ， ， ， ， ， ， ， ，メンバーである被告の他の従業員 Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｃ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ

Ｎ，Ｏ，Ｄ，Ｐら〕も含まれる（合計１７名 。）

ア 本件発明１の技術的思想の創作

本件発明１の請求項１の技術的思想は，バージスサイズを基本とし，バ

ージスサイズに合わせた複数のカップ受部と１つのバージスサイズに対し

てカップ高を変えた複数のカップ部とを組み合わせてオーダーメイド用計

測サンプルを作るという点にある。本件発明１の請求項２以下の技術的思

想は，請求項１の技術的思想を基本とするものである。

そして，以下の諸点を考慮すれば，本件発明１の技術的思想の創作につ

いては，Ｂが大きく貢献しており，原告はＢに導かれて試作品第１号を作っ

た被告の担当者にすぎないというべきである。

①バージスサイズがフィット性と関係する点が周知であること〔特開平１

１－３０２９０５号公報( )左欄【０００３ （乙１ ，実用新案登録第３０７2 】 ）

２９１６号公報（乙２ ，特開２０００－６４１０３号公報（乙３ 。） ）〕

②専用の測定器具を用いてバージスラインを計測しバージスラインに合っ

たカップ受部及びカップ部を有するブラジャーを作ることは本件発明１の出

願前にワコールが行っていたこと（乙４ 。）

③これを参考にすべきである旨を提言したのがＢであること（乙５ 。）

④ワコールでの体験がバージスサイズを基本とするということにつながっ

たこと。

⑤ワコールとは違った独自のシステムを作るために繰り返し行われたミー

ティングの席上で，作り置いてあるパーツ（カップ，前身，後ろ身）を着脱

できるように組み合わせてみたらどうかという提案をＢが行っていること。

⑥ブラジャーの部材がカップ，前身（カップ受部 ，後ろ身であり，それを）

組み合わせて縫製することは周知であること（実際にブラジャーの製造はこ

れらを縫製して行われている。また出願前の公知文献である乙第６号証にも



- 19 -

各パーツとその縫製が記載されている 。。）

⑦着脱させるために使用する部材としては，マジックテープ，フック，ス

ナップ等があることは周知であること。

イ 本件発明１の発明に至る経緯

本件発明１は，当時被告が行っていたオーダーメイド事業の効率化という

課題をクリアするために開発されたものである。

すなわち，被告は，平成１０年８月に当時の代表取締役会長であったＱの

， ，発案のもとで これまでの既製品では対応できない顧客への対応を行うべく

オーダーメイド事業を立ち上げ，広瀬工業の協力を得ながら進めていた。し

かし，オーダーを受けてから納品までに３か月から６か月かかるという納期

遅れの問題が起こっており，その解消が被告にとって大きな課題となってい

た。

納期遅れが大きな問題となっていた当時，Ｂが同じようなパターンによる

オーダーメイド製品が数多く出ていることに気づき，納期遅れの解消のため

に「パーツの作り置き」を行っておいて，それを組み合わせれば，納期遅れ

の解消になるという提案がなされていた（膝下ガードルでは実際に実施され

た 。他方，第二生産部でも納期遅れ対策，採寸ミスの削減，オーダーメイ。）

ド受注の際にサンプルを持参する営業担当者の負担軽減といったことが検討

課題となっており，ワコールのデューブルベの体験を元にしてバージスを基

準とした計測器具を製作するということが検討課題となっていた。

このような状況の下で，原告がカップ部と前身をホックで接合し，前身と

後ろ身を面テープで接合した試作品を，平成１２年１０月１９日の第１回オ

ーダー研究会に持ち込んで（Ｃ証人調書９頁 ，その後オーダー研究会におい）

て，参加者から種々の意見を聴取しつつ検討を重ね，完成させたものが本件

発明１である。

2 原告の主張に対する反論( )
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原告の主張は，本件発明１は誰の手も借りず，当時勤務していた被告におけ

る課題とは全く関係なく，いわば独力で本件発明１を完成させたというもので

ある。しかし，かかる原告の主張は，当時の被告の状況及び原告が置かれてい

た立場と合致せず，原告及び原告側の証人であるＲの証言自体が通常考えられ

ないことを述べていることからしても，到底あり得ないものである。

ア まず，原告は，原告が長年抱いていた問題意識として，①バージスサイズ

の重要性，②体感できるオーダーメイドの必要性の２点を挙げ，このファン

デーションに対する考え方が，メジャー・アンド・メイク・オーダーにつな

がり（甲７９・１０頁 ，そしてＨＭＳメジャーに結びついていったと述べる）

（甲７９・５頁 。）

しかし，原告本人尋問により，原告が長年抱いていた問題意識のうち，②

の体感できるオーダーメイドの必要性については，被告のフルオーダーに接

して初めて実感したものであることが明らかとなっており（原告自身も尋問

の中でかかる事実を認めている。原告本人調書４０頁 ，原告が上記②の問題）

意識を長年抱いており，それが本件発明１に結実したという経緯の根本部分

において，原告の虚偽主張が明白となっている。このように原告が本件発明

１（本件発明２についても同様である。甲７９・２８頁）の開発経緯におい

て虚偽の主張を行うのも，原告が本件発明１を一人で開発したというストー

リーを作り出すに当たって，長年の問題意識の解決という開発に至った動機

作りをしなければならなかったからにほかならない。

なお，上記②の問題意識が被告のフルオーダーに接して初めて実感したも

のであることからすると，原告主張のメジャー・アンド・メイク・オーダー

という考え方は，被告が旭化成株式会社（以下「旭化成」という ）のＣＡＤ。

を導入した平成１１年４月２１日以降に着想されたことになるが，そうする

と，次に述べるように，平成１１年８月ころに，原告が被告取締役らにその

考え方を説明した時まで，僅か３か月余りしかなかったこととなり，そのよ
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うな短期間の間に，メジャー・アンド・メイク・オーダーという考え方（原

告の主張によると 「顧客の体型に合わせながらも，それぞれの好みを取り入，

」れた体型補整効果をもたらすことができるようなオーダーメイド製品の実現

を意味するようである。甲７９・１０頁～１１頁）を，具体的に構築し，具

体的に説明することが可能であったとは思われない。

イ 次に，原告によれば，原告は被告に入社する前からメジャー・アンド・メ

イク・オーダーという考え方をもっており，それを実現するために被告に入

社したとしているが，その考え方を被告に説明したのは，平成１１年８月こ

ろに取締役らに１回行っただけであり（原告本人調書６３頁 ，しかもその時）

には目指すべき方向性を話しただけであって，具体的なものはイメージして

いなかったとしている（原告本人調書４頁 。）

併せて，Ｒも，原告代理人の「メジャー・アンド・メイク・オーダーの提

案の件なんですけれども，先ほどの話を聞いていると，ほとんど御記憶にな

いということなんですが，社内でこの提案を聞かれたほかの人の中で，この

提案に関心を示したというふうな方はいらっしゃいましたか 」という質問に。

対し 「おりませんね 」と答え，続いての「その提案に基づいて，何か会社， 。

として開発に取り組もうとか，そういうふうな考えをもった人もいなかった

という理解でいいですか 」という質問に対し 「納期遅れしか頭になかった。 ，

もんだから それ聞いてもぴんと来てなかったと思います と答えている Ｒ， 。」 （

証人調書５３頁 。）

このＲの証言と原告本人の供述を併せて理解すると，原告が本件発明１の

試作品であるブラジャーを作ってきてＲに見せるまでは，原告のいうメジャ

ー・アンド・メイク・オーダーという考え方は，被告に対し具体的なイメー

ジとして説明されたことは一度もなく，これからの方向性として抽象的に話

がされたことが１回あるだけで，被告において関心を示した人間は誰もいな

かったということになる。そして，この状況下で，原告は，被告には何ら提
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案も相談もせずに独自に本件発明１の開発を行い，市販のブラジャーを分解

して，フックとホックで接合する形で製作した試作品を平成１２年９月ころ

Ｒに見せたということである（Ｒ証人調書２２頁，原告本人調書１８頁 。）

原告及びＲの供述又は証言によれば，それまで抽象的に１回しか説明した

ことのないメジャー・アンド・メイク・オーダーという考え方をブラジャー

において具体化させたこの試作品を見せるやいなや，これまでは誰も関心も

示さず，全く被告社内において検討されたこともないものであるにもかかわ

らず，被告においていきなり採用が決定されて，ブラジャーのみでも大々的

， ，に展開することになり 特許出願するからということで社内にも秘密のまま

なぜか社外の松田産業株式会社（以下「松田産業」という ）にサンプルの製。

作依頼を行い，出願まで秘密であるとして第二生産部のメンバーには秘密に

したまま，その一方で，原告は出願前からＰを使って社内用のマニュアル作

成を行っていったというのである。

，原告及びＲはどのように考えて上記のような証言を行ったか不明であるが

このような商品開発及び新商品発売の決定が，上場会社である被告において

行われるということは通常あり得ない。

ウ また，特許出願前で本件発明１の内容を会社内においても秘密にしないと

いけないので，出願前に被告において検討することなどありえないとしなが

ら，出願前にＰに本件発明１の内容を説明してマニュアルの作成に従事させ

ているといった明らかな矛盾が生じている。

エ 結局，原告は自分だけが本件発明１の発明者であるということを無理矢理

こじつけようとしたことから，上記のような通常では考えられないストーリ

ーを作り上げざるを得なかったのである。

４ 争点( )（本件発明２の発明者は原告のみか ）について2 。

【原告の主張】

本件発明２の発明者( )1
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本件発明２の発明者は原告のみである。このことは，①本件発明２の発明

に至る経緯，②本件特許２の特許公報（甲３）に原告のみが発明者として記

載されていること，③本件各特許が登録された際，第二生産部の部員が特許取

得について原告を祝う会を自主的に催し原告にプレゼントを贈ったこと（甲７

３）から明らかである。

被告の主張に対する反論( )2

被告は，本件発明２の発明者は，原告のみではなく，Ｂのほか，被告の他の

， ， 。従業員も含まれると主張し Ｂ 同Ｄ及び同Ｃの証言は被告の上記主張に沿う

しかし，これら証言はいずれも信用性が乏しいか又はその証言を前提としても

原告以外の者が本件発明２の発明者であるとは認められない。

ア Ｂは本件発明２の発明者でないこと

， 「 」 （ ）。Ｂは 本件発明２の開発を原告から 丸投げ をされたと供述する 乙５

しかし，他方において，Ｂは，被告が平成１３年１０月２３日に開催したと

主張する試着会において試着されたサンプルのグレーディングは被告が行っ

たと証言し（Ｂ証人調書１３頁２５行目 ，また，おなかの部分に切れ込みを）

入れた商品は被告で作成したと証言する（Ｂ証人調書１４頁２０行目～２２

行目 。）

ところで，本件発明２における最も重要な点は，ヒップカップサイズを調

節可能にするために脚口に切り込みを入れ，この部分をスライドさせること

による計測手段を取り付けた点にある。この点は，本件発明２に関する特許

無効審判においても，主要な争点として取り上げられ，本件発明２の進歩性

の決定的な要因として認定されている（甲９３・１６頁１１行目～１７頁３

５行目 。）

， ，しかし ＨＭＳガードルの開発を丸投げされたと主張するＢの陳述書にも

同人の証言にも，上記の脚口部分に切り込みを入れるという構成に想到した

との事実や，その具体的な経過は述べられていない。敢えて言うならば，乙
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第２６号証の試着会にＢも参加していたことが供述に表れているが，同号証

の写真には，ウエスト部分に調節部分が設けられていることがうかがわれる

写真はあるものの，脚口部分に調節手段が設けられた試着サンプルに関する

写真は存在しないし，それについて検討がなされたことを裏付ける供述もな

い。これらの点から，Ｂが，本件発明２の最重要部分である脚口部分に調節

部位を設ける構成とするに至る発明経過には一切関与していないことが明ら

かである。

また，Ｂが本件発明２に関与していないことは，ＢがＨＭＳメジャー（ガ

ードル）のパターンとして作成した乙第１９号証を，原告が本件発明２の構

成を取り入れて作成したＹ－ＧＬのパターン（甲７１）と比較することから

も認められる。すなわち，甲第７１号証においては，大腿部から上半分のヒ

ップ部にかけて切れ込みが入っているところ，この部分が，本件発明２の最

重要箇所である脚口の切り込みによる調節部位である。ところが，乙第１９

号証においては，大腿部のパーツは切り込みのない１枚のパーツで構成され

ており，ヒップ部にのみ切り込みが入ったものとなっている。このように，

乙第１９号証の図面には，本件発明２の最重要箇所の構成が全く表れていな

い それにもかかわらず Ｂは 乙第１９号証が本件発明２の発明をＢが行っ。 ， ，

たことを証明する証拠とするが，これは，Ｂ自身，そして，被告も，本件発

。明２の本質的部分を全く理解していないことを如実に表しているものである

したがって，Ｂが本件発明２の開発について原告から「丸投げされた」と

のＢの証言は信用できない。そうすると，Ｂの「被告が１０月２３日に開催

したと主張する試着会において試着されたサンプルのグレーディングは被告

が行った」旨の証言（Ｂ証人調書１３頁２５行目 ，及び「おなかの部分に切）

れ込みを入れた商品は被告で作成した」旨の証言（Ｂ証人調書１４頁２０行

目～２２行目）は，本件発明２の重要部分が被告内部で創作されたことを自

ら認めているものといえ，むしろ，被告から「丸投げ」されたのは機械的作
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業にすぎないこと，すなわち，単に縫製作業の委託を受けたにすぎないこと

が認められる。

以上によれば，Ｂは本件発明２の発明者とは認められない。

イ Ｄは本件発明２の発明者でないこと

Ｃは，本件発明２の構成要件のうち最も重要な部分である脚口の切り込み

について，Ｄがそのような話をしたと証言する。他方，Ｄは，本件発明２に

ついて，調整箇所，調整方法，マジックテープの形状を第二生産部のみんな

で検討したと証言し（Ｄ証人調書１７頁１８行目～２０行目 ，その中でＤ自）

身は，Ｂからもらったパターンに対して修正やグレーディング展開，そのパ

ターンからメジャーへのパターン展開をしたと証言する（同２３行目～２６

行目 。）

まず，Ｃの上記証言は，Ｄの証言と矛盾するものであり，信用できない。

次に，Ｄの証言においても，本件発明２の核心部分であるヒップカップサ

イズを計測可能とするための検討過程と，脚口に切り込みを入れて調節部分

とするという構成に至る具体的な過程は全く明らかになっていない。真に発

， ，明者として関与したのであれば 上記の核心部分に最も注力したはずであり

記憶にも鮮明に残っているのが通常であるから，この点について具体的な経

過を説明できないということはあり得ないことである。したがって，証人Ｄ

が，この点について具体的な証言をしていないことは，本件発明２の発明行

為を行っていないことを示したものといえる。

また 「第二生産部のみんなで検討した」という点についても，そもそも，，

本件発明２の構成につながるような提案が 「みんなで検討」しているうちに，

自然に出来上がるなどということはあり得ず，必ず誰かが本件発明２につな

がる具体的な考えを提案しているはずであり，そのような発言をした者自身

は，自分がそのような提案をしたことを覚えているはずである。そして，第

二生産部のメンバーは被告の現従業員又は元従業員であるから，被告におい
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てその全員から事情を聴取することは可能であり，これにより，具体的な提

案をした者を特定することは可能であるはずである。それにもかかわらず，

被告において具体的な提案をした者が特定できていないということは，原告

以外の者でこのような具体的な提案をした者がいなかったことを示すもので

ある。

さらに，証人Ｄが行ったと証言するパターンの修正やグレーディング，メ

ジャーへのパターン展開といった作業（Ｄ証人調書１７頁２３行目～２６行

目）は，いずれも本件発明２の実施品であるＨＭＳガードルの商品開発に関

する作業であり，本件発明２の創作行為ではない。

以上によれば，Ｄは本件発明２の発明者ではない。

【被告の主張】

本件発明２の発明者( )1

本件発明２の発明者は，原告のほか，Ｂ及び被告の他の従業員〔Ｄ，Ｐ，

Ｃ〕も含まれる（合計５名 。）

ア 本件発明２の技術的思想

本件発明２の請求項１の技術的思想は，オーダーメイド用ボトム計測サン

プルにおいて，①ヒップカップサイズを調節可能とするため，ヒップ部を股

口から略中央に向かって分割し，②その部分を連結部材を介して着脱自在と

した上で，③連結位置にヒップカップサイズ計測用の目盛りを記していると

いう点にある。請求項２ないし６の技術的思想は，請求項１の技術的思想を

基本とするものである。

本件発明２の請求項７の技術的思想は，請求項１ないし６のいずれかに記

載されたボトム計測サンプルに，カップ部を有するトップを付設する点にあ

る。請求項８ないし１０の技術的思想は，請求項７の技術的思想を基本とす

るものである。

本件発明２の請求項１１の技術的思想は，請求項１ないし１０のいずれか



- 27 -

に記載されたオーダーメイド用計測サンプルにおいて，衣類が体型補正機能

を有する衣類とする点にある。

本件発明２の請求項１２の技術的思想は，ヒップサイズを変えた請求項１

ないし１１のいずれかに記載された計測サンプルを用いて，着用者のヒップ

サイズに応じて計測サンプルを選択して着用させることにより，カスタムサ

イズの計測を行う衣類のオーダーメイド方式という点にある。

そして，以下の諸点を考慮すれば，本件発明２の請求項１ないし６の技術

的思想を創作したものは，被告商品企画部に所属していたＤ，Ｐであり，原

告はそれに関与していたにすぎないというべきである。

①ＨＭＳのガードルの開発は当初広瀬工業に全面的に委ねていたこと。

②ＢがＨＭＳ用のガードルのパターンを作成したこと。

③出来上がったガードルについて，ウエスト部，ヒップカップ部を調節可

能とするために切り込みを入れる箇所については，原告，広瀬工業及び被告

商品企画部員であったＤ，Ｐにとって共通の認識が存在していたこと。

④連結部材としてマジックテープを用いることについても共通認識が存在

していたこと。

⑤市場にはそのまま連結部材として使えるマジックテープがなく，実際に

使用するための形状や厚みなどの決定に商品企画部で担当していたＤやＰが

試行錯誤したこと。

⑥脚口の切り込みについて，ヒップカップの切り込みと連続させればよい

という点については被告商品企画部における試行錯誤から出てきたこと。

イ 本件発明２の発明に至る経緯

ＨＭＳブラジャーの開発が一段落した後の平成１３年６月ころから，原告

とＣは，ＨＭＳガードルの開発に取り掛かったものの，どのように開発して

いったらよいかが分からなかった。そこで，原告やＤらは，平成１３年８月

２日に広瀬工業に対して，ＨＭＳメジャー（ガードル）の開発を依頼した。
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Ｂは，オーダーメイド事業において判明していた腹部と足口の調整箇所を念

頭に置いた上でパターン図を作成した。その後，被告は同パターン図の提供

を受け，同パターン図に基づくサンプルを広瀬工業に製作してもらった。被

告担当者であった原告，Ｄ，Ｐ及びＣは，そのパターン図を検討し，共通認

識であったそのサンプルのウエストの部分に切り込みを入れ，面テープを付

（ ），けて調節可能にしたものを平成１３年１０月２３日に試着会を行い 乙２６

さらにパターンを改良し，また，これも共通認識であった脚口の切れ込み部

位についても検討した上で，ウエスト部と脚口に切れ込みをいれて面テープ

で調整可能としたサンプルを製作してもらい，平成１３年１１月１９日に試

着会を行って開発を進めた。

2 原告の主張に対する反論( )

原告は本件発明２についても自分一人が行ったと主張しており，そのため通

常では考えられない開発経緯を主張している。

ア まず，原告は，自分が作成したという甲第７１号証を，平成１３年８月８

日に広瀬工業に送付し，サンプルの縫製依頼を行ったとしている（原告本人

調書５４頁 。そして，原告によれば，Ｂが勝手にパターン図を書き変えて，）

それに基づいてサンプルを製作したが，弁理士から口止めされていたので，

（ ）。 ，それに対して何ら異議を唱えなかったという 原告本人調書３１頁 つまり

原告によれば，原告が広瀬工業にわざわざ行ってサンプル縫製を依頼し，送

付したとする甲第７１号証を元にサンプルを作ろうと思えば作れたのに，協

力工場の１つである広瀬工業が，わざわざ別のパターン図を作成してサンプ

ルを製作したというのである。

しかし，広瀬工業は，それ以前から被告の製品の製造を受注している会社

なのであって，発注者である被告の，しかもＨＭＳ商品の責任者である原告

がわざわざ山口県まで来て縫製を依頼し，それを元に作ろうと思えば作れた

パターン図まで送付しているにもかかわらず，原告に何の意図も聞かずに勝
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手に別のパターンによる別のサンプルを作ることは，広瀬工業の立場からは

， 。 ，あり得ないし また作る必要性もない 広瀬工業が独自にパターンを作成し

それに基づくサンプルを製作したのは，まさに原告からＨＭＳメジャー（ガ

ードル）の開発依頼があったからにほかならないのであり，原告の上記主張

には信憑性がない。

イ また，ＨＭＳメジャー（ガードル）は，Ｂが作成したパターンに基づいて

できており，担当者であったＤは，そのパターン図を元にグレーディングを

， 。 ，行い 修正を依頼して最終的なマスターパターンを作り上げた これに対し

原告が作成したというパターン（甲７１）については，Ｂはもちろん，Ｄも

見たことも検討したこともない。

ウ なお，Ｂが甲第７１号証とは違ったパターンによるサンプルを製作したこ

とについて，原告は，特許出願を予定していたため，弁理士から口止めされ

ていたから異議を述べなかったと供述しているが，甲第７１号証をそのまま

使ってサンプルの作成が可能なのであれば，そのままのサンプルを作成する

ことを依頼すれば足り，なぜ甲第７１号証のような図面を作成したかという

ことを説明する必要はない。また，特許出願を考えて秘密にしたといいなが

ら，被告以外とも広く取引を行っていたセイブ繊維株式会社（以下「セイブ

繊維」という ）の担当者には，本件発明２の出願前に使用方法を説明して面。

テープの注文を行っていたという（原告本人調書６０頁）など，原告の説明

は支離滅裂である。

エ 結局この矛盾だらけの説明も，原告が本件発明２を一人で完成させたと無

理に主張するからである。

５ 争点( )（ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与割合）について3

【原告の主張】

ＨＭＳ商品の売上実績は，主として本件各発明の競争優位性によるものであ

る。被告の販売促進活動や多色展開等被告の主張する事情は，売上実績との関
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係では従たる要因にすぎない。ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与

割合（超過売上げの割合）は２分の１を下らない。以下詳述する。

本件各発明の競争優位性と実績( )1

本件各発明は，レディメイド商品にはない発明の効果を持ち，これにより売

， ， 。 ，上げに対する安定性 持続性をもたらし 利益の増大に寄与する 具体的には

以下のとおりである。

ア 発明の効果

本件各発明の主要な効果は 「着用時に体型に合った衣類を提供できるとと，

， 」， ，もに あらかじめそのフィット感を確認した上で注文することができ かつ

顧客の希望に応じて「体型補整を意図した修正なども実際の着用感を伴って

実施することができる」という点にある（甲１，３・本件発明の特許公報の

【発明の効果】欄 。）

被告における本件各発明の実施に際しては，採寸の初めの段階で，顧客と

被告従業員とが相談しながら，フィット感（着用感）を体感しつつ，体型補

整効果の生じる度合いが細かく調節されていた。これにより，顧客は，千差

万別の体型に合致するＨＭＳ商品を着用することができ，その結果，無理な

く効果的に体型補整を行うことができた。

このことは，本件各発明の実施品であるＨＭＳメジャーによる採寸時に，

まず体型補整（ボディメイク）を行い，体型補整した状態の着用感（フィッ

ト感 を確認した上で採寸を行う旨のマニュアルの記載からも認められる 甲） （

９１・マニュアル７頁 。また，被告自身，本件訴訟前においては，ＨＭＳ商）

品に体型補整効果があることを積極的に社外に公表していたこと（甲７・２

７期有価証券報告書６頁，甲７８・被告ホームページ動画）からも，このこ

とは明らかである。

これに対し，被告は，ＨＭＳ商品の体型補整効果は限定的なものであると

反論し，Ｄ証人やＣ証人も，ＨＭＳメジャーはパーツの接合部分の強度が不
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安定なため，レディメイド商品と同じようなフルボディメイクができない旨

証言する。しかし，ＨＭＳメジャーのパーツは金属製のフックや大きな面フ

ァスナーで接合され充分な強度を有しているのであり，実際にはこのような

問題は生じていない。このことは，ＨＭＳメジャーを活用して出来上がった

ＨＭＳ商品によって実際にしっかりとしたボディメイクが行われていること

（乙６１，６２）を見れば明らかであり，これらの証拠に反する両者の証言

は信用できない。また，仮に接合部分が外れてしまうほどの強度なボディメ

イクを行うとすれば，ＨＭＳ商品を日常的に着用する顧客の身体に悪影響を

生じる恐れがあるところ，このようなことは本件発明の意図するところでは

ない（甲１，３・本件各発明の特許公報の【従来の技術】欄 。）

そもそも，ＨＭＳ商品の体型補整効果を被告の他の商品との比較において

論じることには意味がない。すなわち 「限定的」であってもＨＭＳ商品に体，

型補整効果があることには争いがない以上，ＨＭＳメジャーは本件各発明の

実施品として所期の作用効果を奏していると認められるから，これが顧客に

受け入れられ，売上実績をあげることができれば本訴請求を認容する上で障

害はなく，その体型補整効果が被告の他の製品と比較して「限定的」である

か否かは本件の結論に影響しない。

よって，被告の主張に理由はない。

イ 売上の安定性，持続性に寄与すること

本件各発明は，それ自体は計測手段に関するものであるから，これを活用

したＨＭＳ商品をアレンジしていく限り陳腐化するような事態は生じず，安

定した売上げを持続して上げることができる。その意味で，本件各発明の技

術の寿命は極めて長い。

ウ 利益の増大に直接寄与すること

本件各発明は，注文を受けてから生産を行うオーダーメイド商品の計測手

段に関するものであるから，ＨＭＳ商品においては在庫の問題が原理的に生
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じず，レディメイド商品のように商品の保管費，売れ残り商品の廃棄費及び

廃棄損が利益を圧迫するといったことは起こらない（Ｒ証人調書１９頁 。す）

なわち，本件各発明は，利益の増大にも直接寄与する。

エ 実績

被告の第２４期から第２７期まで（平成１３年８月から平成１６年８月ま

） ， ， 。で の間 被告の業績は劇的に好転し 売上げ及び利益が驚異的に増大した

このようなことが起こったのは，本件各発明の効果が多数の顧客のニーズに

合致したからであり，売上げの安定性，持続性に寄与する点，不良在庫の解

消による利益の増大にも直接寄与する点が遺憾なく発揮されたからにほかな

らない。すなわち，ＨＭＳ商品が爆発的に売れたのは，まさにＨＭＳメジャ

ーの計測の仕方に魅力があったからである。

この点に関し，被告は，業績向上の要因は上記以外の点，具体的には，Ｒ

が多額の営業施策関連費用を投じてＨＭＳ商品を積極的に販売したり，多色

展開の新商品を開発，販売したことによるものであると反論する。

しかしながら，この主張は，被告自身，第２４期から第２７期（平成１２

年９月１日から平成１６年８月３１日）にわたり，女性用下着市場における

ＨＭＳ商品の競争優位性や，ＨＭＳ商品が被告の業績向上に大きく寄与した

ことを社外に積極的に公表してきたこと（甲５１・２５期有価証券報告書８

頁，甲６・２６期有価証券報告書７頁）と矛盾している。

オ 反対実績

被告は，平成１６年９月ころからわずか１年の間に，ＨＭＳ商品の販売を

意図的に抑制し，レディメイド商品や簡易オーダーメイド商品といった新商

品を積極的に販売する政策を採用した（甲８９，９０・中期経営計画，甲４

５・楯の陳述書 。その結果，被告は，新製品によって積極的な販売促進活動）

を実施しカラー展開をしても新規顧客を獲得できず，かえって，大量の不稼

働製品在庫を生み出して廃棄又は値引き販売をせざるを得ず，粗利益率の低
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下を来たした。

このように，本件各発明を実施している間は業績が向上し，実施を停止す

ると間もなく業績が悪化したことは，被告の前記実績が本件各発明によるも

のであることを端的に物語っている。

2 被告の主張に対する反論( )

ア 被告がＨＭＳメジャーないしＨＭＳ商品の根本的欠陥と主張するものにつ

いて

被告は，ＨＭＳ商品の根本的欠陥について縷々主張するが，要するに，本

件発明が実施され続けるためには，体感面では出来上がり商品と計測サンプ

ルが全く同一でなければならず，計測面では一切誤差があってはならないと

ころ，この要求を満たしていないＨＭＳ商品には根本的欠陥があり，本件各

。 ，発明には上記発明の効果を含む競争優位性はないというものである そして

このような根本的欠陥があったにもかかわらずＨＭＳ商品の売上げが向上し

たのであるから，売上げ向上の要因は本件各発明の競争優位性以外のところ

に求めるべきであるというのが被告の主張の骨子であると思われる。

， ，しかし 上記要求自体は目指すべき理想としては分からなくもないものの

上記要求が満たされない限りＨＭＳ商品に根本的欠陥があるとの主張には理

由がない。ＨＭＳメジャーの精度は実用上十分であったからである。

すなわち，原告が被告に在籍していた当時，明らかな計測や製造上の過誤

による例外的場合を除き，被告に対し，ＨＭＳ商品に関し顧客からクレーム

が寄せられたことは現実にはほとんどなく，クレーム発生率はＨＭＳの総生

産数に比してわずか０．１％前後にすぎない（甲７５・再生産状況比率 。ま）

た，原理的にいっても，ＨＭＳメジャーでは，計測幅が数㎝以内であって，

当該顧客の体型に細かく合わせて採寸できるのであるから，たとえ誤差が出

ても，その誤差は小さなものにとどまる。そうである以上，現実には上記誤

差は商品の素材の伸縮性などによってカバーされないほどの有意差になるこ
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とはない。この点については，Ｄ証人も，現実には顧客の体感上問題になら

ないことを認めている（Ｄ証人調書４３頁～４５頁 。また，被告自身，ＨＭ）

Ｓの根本的欠陥といわれるものがクレームなどの事実によって裏付けられる

ものではなく，被告の推測あるいは顧客にとって無意識のものであることを

認めざるを得ない旨の主張をしている。

常識的に考えれば，製品の売上げが画期的に伸び，かつ，顧客からのクレ

ームもない状況で，顧客の体感にかかわる問題が存在するとは考えられず，

まして，これを「根本的欠陥」と認識したとの主張には信頼性がない。むし

ろ，本件訴訟提起前の被告は，多額の費用を投じて，特段の改良もすること

なくＨＭＳメジャーをそのまま総入れ替えしたり，原告に対し，ＨＭＳ商品

の新アイテム（ボディスーツ，スリーインワン等）の早急な開発を指示して

いたほどである（甲６７～６９，Ｄ証人調書３４頁～３５頁 。）

したがって，通常の商品におけると同様，何らかの改良の余地はあったと

しても，ＨＭＳ商品は十分な競争優位性を備えていたのであり，被告の業績

向上への寄与を減殺あるいは阻害するような根本的欠陥が存在していたとは

認められない。

イ 被告の主張する売上向上の他の要因について

Ｒの積極的施策やキャンペーン(ア)

被告は，ＨＭＳ商品の売上げ，利益が向上した要因として，ＲがＨＭＳ

商品を積極的に販売するために行った営業政策・販売施策や，無理なキャ

ンペーンなどの販売促進活動を挙げる。

しかし，ＲのもとでＨＭＳ商品が積極的に販売されていたといっても，

。 ，被告の主張するような特殊な施策を採用していたわけではない すなわち

ＨＭＳ商品が販売されていた当時，被告においては，同じ店舗内にＨＭＳ

商品とレディメイド商品の双方がラインナップされていた（甲８７の１・

２・平成１４年当時のラインナップカタログ 。そして，ＨＭＳ商品の未発）
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売のアイテム（ＨＭＳガードルは平成１４年３月から，ボディスーツは平

成１５年１２月から。甲８１）については，被告販売員は顧客にレディメ

イド商品を勧め，顧客もレディメイド商品を購入していた。また，当時の

キャンペーン資料（乙４０の６等）によれば，レディメイド製品もＨＭＳ

商品と並んでキャンペーンの対象とされており，ＨＭＳのみを対象とした

販売促進活動はほとんどなされていない。このことは，被告がＨＭＳ商品

を積極的に販売していた第２５期から第２７期の間，新商品の販売されて

いないレディメイド商品の売上高が総売上高の５割から４割程度あったこ

とからも認められる。したがって，ＨＭＳ商品について特別に無理な販売

促進活動を行ったといった事実は認められず，むしろ，ＨＭＳ商品に牽引

されて，被告製品全般の売上げが伸びていたことが認められる。

また，被告のキャンペーン等の販売促進活動をもって，商品の持つ顧客

。 ，誘引力を離れた売上げ向上の主要因とすることには無理がある とりわけ

顧客の口コミによる宣伝に多くを負っている被告は，商品自体に顧客誘引

力がなければ売上げを伸ばすことができない。そうすると，キャンペーン

等の販売促進活動が功を奏したということは，取りも直さずＨＭＳ商品に

顧客誘引力があり，ひいては本件発明に競争優位性があったからにほかな

らない。したがって，キャンペーン等の販売促進活動をもって業績向上の

主要因とする被告の主張には理由がない。

， ， ，さらに Ｒは 被告に増収増益をもたらす合理的なキャンペーンを行い

結果として売上げの増加に比例した販売促進費用を要したにすぎず（Ｒ証

人調書２１頁 ，現に増益をもたらしていることから，利益を圧迫するよう）

な不合理なキャンペーンを行っていたわけではないことも明らかである。

さらに言えば，被告の論理に従うなら，被告は，ＨＭＳ商品につき行っ

ていたのと同様の積極的な営業政策・販売政策や，同様のキャンペーンを

「根本的欠陥」のないレディメイド商品について行えば，被告の業績を劇
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的に向上させることができたはずである。ところが，現実には，被告の業

績は，第２９期（平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日まで）に

おいて赤字決算に転落し，翌第３０期は概ね横ばいと，ＨＭＳ商品が定着

期に入った第２７期の数値に遠く及ばなかった。今期（第３１期）に至っ

ては，第３四半期の売上高が１６７億円（前年同四半期比５．４％減 ，営）

業損失が４億円（前年同四半期－６億円）という低迷状況である。このよ

うな客観的な業績の低迷状況からすれば，被告の営業政策・販売施策や販

売促進活動は，売上高の向上に対して決定的な影響力をもっていなかった

ことが認められる。

以上のとおり，過去におけるＨＭＳ商品の売上げは，前記のようなＨＭ

Ｓ商品自体の競争優位性に基づいているのであり，被告の営業政策・販売

施策や販売促進活動は，ＨＭＳ商品の魅力を顧客に知らせる手段にすぎな

かったのである。

多色展開（カラーフィット）(イ)

被告は ＨＭＳ商品の売上げ 利益が向上した要因として 多色展開 カ， ， ， （

ラーフィット）の新商品を開発，販売したことを挙げる。

しかし，多色展開のリドル，デビュアランジェがＨＭＳ商品ほどの売上

げ・利益を生んでいないこと，他方で多色展開のＨＭＳ商品であるカラー

フィットを新たに販売すると概ね売上高が向上していることからすれば，

ＨＭＳ商品の売上げが増加したのは，多色展開自体が理由ではなく，多色

展開した商品がＨＭＳ商品であったからであることは明らかである。この

点，被告も，多色展開のリドル，デビュアランジェの売上げが伸びなかっ

た理由を商品特性や顧客ニーズとのミスマッチに求めており，売上げの増

減にとって重要なのは多色展開ではなく，商品特性や顧客ニーズと合致す

るかどうかであることを認めるに至っている。

ＨＭＳの売上げが伸びたのは，顧客が最も重要視する着用感及び体型補
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整効果といった点で顧客の支持を得たからであり，色のバリエーションは

オプション以上の意味を持たないのである。

本件各発明とＨＭＳ商品との実質的一体性( )3

本件各発明は計測手段に関するものではあるが，ＨＭＳ商品の受注・販売に

， 。際しては 必ず本件各発明の実施品であるＨＭＳメジャーを使用して採寸する

また，既存顧客に対する受注・販売に際しても，顧客の体型変化に対応するた

め 改めて本件発明の実施品であるＨＭＳメジャーを使用して採寸をし直す 甲， （

９１・マニュアル４８頁フローチャート左上「採寸・試着 。」）

実質的にも，女性用補整下着を日常的に着用する顧客にとって最も重要なの

は着用感及び体型補整効果である以上，製品化の過程にあって計測段階は極め

て重要であり，計測した数値の記入入力送信などの作業は，計測の付随的かつ

機械的過程にすぎない。

そうすると，本件各発明が実施されなければ，ＨＭＳ商品の売上げが生じる

ことは絶対になく，この意味において，本件各発明の実施とＨＭＳ商品の販売

とは完全に１対１の直接的対応関係にあると認められる。

結論( )4

，上記のような本件各発明の競争優位性の高さとこれによる驚異的な売上実績

本件各発明とＨＭＳ商品との実質的一体性にかんがみれば，ＨＭＳ商品の売上

げのうち，被告が原告より本件各発明の特許を受ける権利を承継して本件各発

明の実施を独占することができたことに起因する部分，すなわち本件各発明の

ＨＭＳ売上げに対する寄与割合は，２分の１を下らないというべきである。

【被告の主張】

本件各発明は単なる計測器に関する発明であり，ＨＭＳ商品そのものの発明

ではない。また，ＨＭＳメジャーでの計測値や身生地がそのままＨＭＳ商品の

製造に用いられているわけではない。ＨＭＳ商品の売上げは，多色展開等，被

告による新商品の開発・発売，レディメイドの新商品の発売抑制，ＨＭＳ商品
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の販売促進活動による部分が大きい。以上によれば，ＨＭＳ商品の売上げに対

する本件各発明の寄与割合（超過売上げの割合）は，１０％以下である。以下

詳述する。

単なる計測器に関する発明であること( )1

本件各発明は単なる計測器に関する発明であり，ＨＭＳ商品そのものの発明

ではない。ＨＭＳ商品を製造・販売するには，計測器であるＨＭＳメジャーで

測った数値をもとに（ただし，ＨＭＳメジャーでの計測数値がそのまま用いら

れてはいない ）商品を製造販売するという過程が必要であり，ＨＭＳメジャー。

がそのまま商品として製造販売されるわけではない。

このように，本件各発明は単なる計測器の発明であり，その意味では，テー

プメジャーなどと何ら異なる点はなく，ＨＭＳ商品の売上げに寄与した部分は

非常に少ない。体感の部分についても，ＨＭＳメジャーとＨＭＳ商品との間に

大きな違いがあり，体感が売上げに寄与したと言える部分は非常に少ない。し

たがって，原告が主張するように，本件発明とＨＭＳ商品とは実質的に一体で

あるという関係にはなく，ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与は極

めて低い。

ＨＭＳメジャーでの計測値やメジャーの身生地がそのままＨＭＳ商品の製造( )2

に活用されているわけではないこと

本件各発明とＨＭＳ商品との間に実質的一体性が存しないということは，Ｈ

ＭＳメジャーでの計測値やＨＭＳメジャーの身生地がＨＭＳ商品の製造にその

まま活用されていないという事実からも明らかである。すなわち，証拠（乙１

０１～乙１０７，乙１０９～乙１１０の２）からも明らかなとおり，ＨＭＳメ

ジャーによって計測された数値とは別の数値によってＨＭＳ商品が製造されて

いるし，またＨＭＳメジャーの身生地の構成とＨＭＳ商品のそれとは，糸の強

さ（デニール）も含めて，ほとんど異なっている。かかる事実からも，本件各

発明とＨＭＳ商品との間に実質的一体性が存しないことは容易に理解できる。
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多色展開等，新商品の開発・発売，キャンペーン等について( )3

被告は，平成１３年６月にＨＭＳ商品（ブラジャー）の販売を開始し，その

後平成１７年７月にレディメイドの新シリーズ「デコルテ」を発売するまでの

間，ＨＭＳ商品の売上げを作るため，レディメイドの新商品は一切販売せずに

ＨＭＳの新商品のみ販売し，染色工場への最低支払保証という多額の経費を負

担して多色展開を進めたり，多額の費用を投入したキャンペーン（ＨＭＳ商品

の新商品自体をプレゼントする等という常軌を逸した販促を含む ）を多用した。

りして，何とかＨＭＳ商品の売上げを積み上げていた（ただし，ＨＭＳ商品の

営業利益は著しく悪化している （乙７８の１～乙８１，乙８７の１・２，乙。）

９３の１～５，乙１１６～乙１１９ 。かかる販売実態においては，本件各発明）

がＨＭＳ商品の売上げに大きく貢献したとは到底いえない。

この点，原告は，キャンペーンを行うことは一般的な販促手法であり，その

ことによって売上げが増加したからといって本件各発明の価値が減じられるも

のではないと主張する。しかし，本件各発明の売上げに対する寄与という観点

から見ると，多額の販促費用を投じるということは，それだけ本件各発明がＨ

ＭＳ商品の売上げに寄与した度合を低下させることを意味する（本件各発明に

競争優位性が存するのであれば，多額のキャンペーン費用を投入しなくても，

売上げが増大するはずである 。したがって，原告の上記主張は失当である。。）

4 結論( )

以上のように，本件各発明とＨＭＳ商品との間に実質的一体性はなく，ＨＭ

Ｓ商品の売上げは多額の販促費用等によるものであるから，本件各発明がＨＭ

Ｓ商品の売上げに寄与した割合は１０％以下である。

６ 争点( )（独占の利益が発生する時期）について4

【原告の主張】

本件各発明のように使用者が発明を自己実施している場合，特許出願後自己

実施を開始した時点又は遅くとも特許出願中であることを対外的に公表した時
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点において独占の利益が発生するものというべきである。

被告は，出願公開前は当該発明の内容は公表されておらず，出願公開後は差止

請求権がないため，いずれの時点においても排他的独占権がないことを理由に，

独占の利益の発生時期は，特許登録時であると主張する。しかし，特許法３５条

３項は，本質的に特許権の対価ではなく特許を受ける権利の対価であり，同項の

文言上も「その発明により…受けるべき利益の額」と規定している。そうであれ

ば，上記「利益」を特許登録後に特許発明により生じた法的独占権による利益の

みに限定する必要はなく，上記「利益」には，少なくとも特許を受ける権利につ

いては補償金請求権ないしはその登録後に生じる法的独占権に由来する独占的実

施の利益を含むと解すべきである コニカミノルタホールディングス事件判決 東〔 （

） 〕。 ，京地方裁判所平成１８年１月２６日判時１９４３号８５頁 に同旨 のみならず

使用者等は，特許出願後出願公開前であっても，発明の自己実施を開始した時点

から，あるいは特許出願中であることを不特定多数の第三者に対外的に公表した

時点から，当該発明を第三者に対して実施許諾し，実施料収入を取得し得る具体

的状況にあったということができ，少なくとも第三者が同種製品の発売に踏み切

ることを躊躇させる状況にあったといえる。そうであれば，使用者等が発明を自

己実施している場合には，特許出願後自己実施を開始した時点，又は遅くとも特

許出願中であることを対外的に公表した時点から，独占の利益が発生するという

べきである。

したがって，本件発明１についてはＨＭＳ商品（ブラジャー）の販売を開始

した平成１３年６月から，本件発明２についてはＨＭＳ商品（ガードル）の販

売を開始した平成１４年３月から，それぞれ独占の利益が発生したものという

べきであるから，本件各発明により被告が受けるべき利益の額の算定に当たっ

ては上記各時点以降の売上げを計上すべきである。

【被告の主張】

本件各発明のような自己実施事例においては，使用者が発明を排他的独占的
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に実施することができるようになった時期すなわち特許登録時において独占の

利益が発生するものというべきである。

原告は，特許出願後自己実施を開始した時点，又は遅くとも特許出願中である

ことを対外的に公表した時点から独占の利益を認識し得る旨主張する。しかし，

出願公開前であれば，当該発明の内容は公表されておらず，この時点では第三者

はどのような発明が出願されているのかさえもわからないのであり，出願されて

いる発明を実施しても差し止められることもなく，損害賠償請求を受けることも

， 。 ， ，ないのであるから 使用者には独占の利益はない また 出願公開後については

発明の内容については第三者に公開されているが，差止請求権はなく，また，補

償金請求権は特許発明を公開することの代償として特別に与えられた法的請求権

とされており，この時点では排他的独占権は存在していない。よって，原告の上

記主張は妥当ではない。

したがって，本件各発明により被告が受けるべき利益の額の算定に当たって

は，本件各発明の特許登録日，すなわち本件発明１については平成１７年３月

４日以降の，本件発明２については同年６月２４日以降の売上実績を計上すべ

きである。

７ 争点( )（ＨＭＳ商品の販売抑制後の売上げの算定方法）について5

【原告の主張】

被告は，平成１６年９月ころからＨＭＳ商品の販売を大幅に抑制した。これ

は経済合理性に反する不合理な販売抑制策である。したがって，平成１６年９

月１日以降の売上げについては，その額をそのままＨＭＳ商品の売上高に計上

すれば足りるものではなく，本件各発明が正常に実施されていた期間すなわち

平成１３年９月１日から平成１６年８月３１日までの期間の売上実績をもとに

１年当たりの平均売上高を求め，これに本件特許１の有効期間（本件特許２の

有効期間よりも先に到来する ）である平成３３年１月までの残年数１６．３。

年を乗じたものを計上すべきである。以下詳述する。
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被告のＨＭＳ商品の販売抑制の事実( )1

被告は，平成１６年９月ころからわずか１年の間に，ＨＭＳ商品の販売を抑

制し，レディメイド商品や簡易オーダーメイド商品といった新商品を積極的に

販売するという政策を採用した。被告がＨＭＳ商品の販売を抑制したことは，

（ ）（ ） ，「 」，中期経営計画書 ２００６－２００８ 甲９０ ２５頁において あこがれ

「ｍｅｅｔ ｙｏｕ 「エクリナ 「ヌディータ」といったＨＭＳ商品の計画的」， 」，

， （ ）陳腐化を実施する旨の記載があることや 被告の元従業員楯の陳述書 甲４５

や，原告の陳述書（甲７９の第６の４（４１頁 ）からも認められる。楯の陳述）

書の記載内容は，裁判所の文書提出命令により被告から提出された中期経営計

画書（甲８９，９０）の内容と客観的に符合し，信用できる。のみならず，被

告は ＨＭＳ商品の販売抑制と並行して 平成１７年２月以降 ＨＭＳ商品 エ， ， ， 「

3/4 3/4クリナ の カップボディスーツ等の開発を中止した この エクリナ の」 。 「 」

カップボディスーツは，平成１５年１２月より販売され好評であったＨＭＳ商

「 」 （ ） ，品 エクリナ ボディスーツ 甲８１ から比較的短期間で開発できる商品で

被告は，平成１６年の時点ではこの商品を含むＨＭＳ商品（ボディスーツ）等

の開発を原告に指示し，開発予算まで組んでいた（甲６７～６９）にもかかわ

らず，その開発を中止したのである（甲７０・マイモードプロジェクト会議に

ついて 。このようなＨＭＳ商品（ボディスーツ）の開発を中止したことも，被）

告の上記意図的販売抑制を商品開発の現場から裏付ける事実である。

販売抑制の不合理性( )2

以下に述べる被告の業績の推移や販売抑制の背景からして，かかる被告のＨ

ＭＳの販売抑制は経済合理性を離れた不合理な行動であった。

ア 本件各発明を実施していた当時の被告の業績が良好であったこと

本件各発明の競争優位性により，被告の第２４期から第２７期まで（平成

１３年８月から平成１６年８月まで）の間，被告の業績は劇的に好転し，売

上げ及び利益が驚異的に増大した。その理由は，前述のとおり，本件各発明
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の競争優位性以外にはない。このような好成績のＨＭＳ商品の販売をいきな

り抑制することは，そのこと自体経済的合理性を欠く行動である。

イ 本件各発明の実施を差し控えた後の被告の業績が悪化したままであること

被告においてＨＭＳ商品の販売が差し控えられた後，被告の業績は，第２

９期（平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日まで）において赤字決

算に転落し，翌第３０期は概ね横ばいであり，いずれも被告においてＨＭＳ

商品が定着期に入った第２７期の数値に遠く及ばない。今期（第３１期）に

至っては，第３四半期の売上高１６７億円（前年同四半期比５．４％減 ，営）

業損失４億円（前年同四半期－６億円）を計上し，被告は，上記業績悪化を

受けて業績予想及び期末配当の下方修正を行うとともに，平成２０年６月か

ら業績回復までの相当の期間，取締役報酬を減額する旨決定実施し，取締役

の経営責任を明確に認めざるを得ないほどの惨状に陥っている（甲９５・平

成２０年８月期第３四半期決算短信，甲９６・同期業績予想の修正に関する

お知らせ 。）

このように，被告において好成績のＨＭＳ商品の販売を抑制した結果，業

績が悪化した事実は，販売抑制が経済的合理性を欠く行動であったことを経

験的に実証する事実である。本件各発明の競争優位性に照らせば，もし被告

がＨＭＳ商品を販売しつづけていたならばこのような悲惨な結果にはならな

かったことを容易に推認することができる。

ウ 販売抑制の背景

ＨＭＳの販売抑制の背景には，被告社内の権力闘争や経営陣の個人的嫉妬

があった（甲４７・Ｒ陳述書の３（３頁から５頁 ，甲７９・原告陳述書第６）

の４（４１頁 。このような権力闘争や個人的嫉妬を企業の商品政策・販売））

政策に反映させることは，それ自体経済的合理性を欠く行動である。

エ 被告の反論について

被告は，ＨＭＳ商品の販売を差し控え，レディメイド商品を積極的に販売
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する政策に転換した理由として，ＨＭＳメジャーに種々の欠点や根本的欠陥

や商品構成上の問題があったこと，ＨＭＳ商品が顧客の支持を得られなかっ

たことを挙げる。

しかし，ＨＭＳメジャーに被告の業績向上への寄与を減殺あるいは阻害す

るような欠点や根本的欠陥が認められないことは，前述のとおりである。

また，商品構成上の点についても，過去のＨＭＳ商品の売上げの実績から

すれば当時はそれほど問題になっておらず，少なくとも被告が開発を中止し

なければ早晩改善されたものであることが認められる。

さらに，被告は，顧客はレディメイド商品の方を支持しＨＭＳ商品を支持

していなかったことが明らかになったと述べるが，レディメイド商品を積極

的に販売する政策を採用した後の第２８期以降の被告の業績悪化，低迷継続

の現実を合理的に説明できていない。

実際には，顧客は，ＨＭＳ商品を支持していたのに，被告がその販売を抑

制したために購入できなくなったのにほかならないのである（甲７９・原告

の陳述書第３の４（４２頁 。））

そうである以上，ＨＭＳ商品の売上げ低下の事実は，被告の不合理な販売

抑制の結果にすぎない。

被告の不合理な行動と相当対価の算定( )3

特許法３５条３項は，本来的に，相当対価の算定において，使用者等が「受

けるべき利益」すなわち，将来得られるであろう利益を基準として考慮するこ

とを求めている。ただ，ここにいう「将来得られるであろう利益」の算定にあ

たっては，使用者等が，経済合理性を離れた不合理な行動を取った結果，権利

の活用が十分になされず，利益を逸したような場合には，このような事情を考

慮すべきではない。すなわち，使用者等の不合理な行動があったとしても，そ

。のような事情が存しないものとして相当の対価を算定すべきであると解される

なぜならば，このように解さないと，発明の経済的価値そのものが適正に対価
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に反映されなくなる結果，発明から生ずる権利や利益を，使用者と従業者との

間で効率的かつ公平に分配することにより，発明を奨励し，もって産業の発達

に寄与する同項の趣旨に反することとなるからである。

前記のとおり，本件各発明は被告が経済的に不合理な政策をとった結果実施

されなくなった。他方において，本件各発明は，計測手段という性質上陳腐化

しにくい技術であり，潜在的に長期間にわたって被告に利益をもたらすことが

可能であった。したがって，被告が，その不合理な行動により，将来も安定的

に得られたはずの売上げ及び利益を逸したことには疑いがない。したがって，

本件においては，被告の不合理な販売抑制の事実が存在しないものとして，従

来の実績を基礎に，将来分も含む相当の対価を算定すべきである。

【被告の主張】

原告は，被告が平成１６年９月以降ＨＭＳ商品について不合理な販売抑制

をしたとして，同月以降の売上実績をそのままＨＭＳ商品の売上高に計上す

れば足りるものではない旨主張するが，被告が平成１６年９月以降ＨＭＳ商

品の販売を抑制したのは，ＨＭＳメジャーないしＨＭＳ商品に根本的欠陥が

あるからであり，ＨＭＳ商品の利益率がレディメイド商品の利益率より低い

ことから見て，ＨＭＳ商品の販売抑制策には合理性がある。

， ， ，また 原告は 本件特許権１の有効期間満了まで売上げがあるものとして

その予測売上高をＨＭＳ商品の売上高に計上すべきである旨主張するが，Ｈ

ＭＳ商品の販売は平成２０年２月をもって終了しており，それ以降は売上げ

がない。

したがって，平成１６年９月１日以降の売上げに関しては，平成２０年２

月までの売上実績をそのまま計上すれば足りる。

８ 争点( )（本件各特許の無効理由の存否とその相当の対価の額への影響の有6

無・程度）について

【原告の主張】
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被告は，本件各特許には無効理由が存在するから独占の利益を観念すること

はできないか，又は仮にこれを観念し得るとしても，ライセンス料率は極めて

低率にしかなり得ない旨主張する。

しかし，まず，本件各特許に無効理由は存在しない。

， ， ，確かに 本件特許１については無効審決がなされたが 同審判の請求人Ａは

（ ），被告に２０年間も在籍し元専務取締役にもなった者であって 乙１２０・陳述書

Ｑ会長の妻の兄でもあるから，Ｑ会長を含む被告の経営陣と長期にわたり親密な

関係にあったことが推認できる。また，これに対し被告は特許庁から指定された

答弁期間内に特許庁に対し何ら答弁書を提出しなかった。さらに，被告は，本件

。 ，訴訟においても本件特許の無効を主張していた これらの事情を併せて考えると

上記特許無効審判請求は，被告が原告に対する職務発明の対価の支払を免れるた

めに，被告の元役員と通謀してなされたものであり，無効審決の内容自体不合理

なものであると認められる。特許無効審判の審理は職権主義ではあるが，現実的

には権利者自身が別訴で無効主張し，かつ，審判請求手続を追行していないとい

う事実が審決に悪影響を及ぼすことは当然である それでもなお不成立審決があっ（

た本件特許２に対する無効主張がいかに理由のないものであるかがこのことから

も明らかである 。。）

また，原告は，上記無効審決に対し審決取消訴訟を提起して争っており（甲９

７・訴状 ，本件特許１は少なくとも本件訴訟の口頭弁論終結時においては有効で）

ある。さらに，上記のような審判の経緯に照らし，上記無効審決は審決取消訴訟

において覆されるものと考えられる。

そうである以上，上記無効審決は，本件の相当の対価の算定上，何らの影響を

及ぼさないと解すべきである。

仮に将来審決取消訴訟が棄却され無効審決が確定したとしても，特許権の遡及

的消滅は法的擬制にすぎず，無効審決確定時点までは本件発明１に関する本件特

許権１は有効に存在し，他者が被告に無断で本件発明１を実施することは現実に
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できなかったのであるから，独占的実施の利益を観念することができる。実質的

にも，被告は本件各発明を独占的に実施する選択をし，これにより現に大きな独

， 。占的利益を得たのであるから 上記利益に対する対価を支払うべきは当然である

したがって，仮に本件特許１が確定的に無効になったとしても，被告が過去に本

件発明１を実施することにより得た利益との関係では，相当の対価の算定上，何

らの影響はないというべきである。

また，本件特許２については，無効審判請求は成り立たない旨の審決がされ

ている。したがって，被告の上記主張は相当の対価の算定上何らの影響もない

というべきである。

【被告の主張】

本件特許１に無効理由が存在すること( )1

， ， ， ，本件発明１は 甲第１３号証記載の発明に 甲第１０号証 甲第１２号証

， ，乙第３号証 乙第４号証及び乙第６号証各記載の発明を適用することにより

容易に想到し得るものであり，本件特許１には進歩性欠如の無効理由がある

（特許法２９条２項 。）

本件特許２に無効理由が存在すること( )2

本件発明２は，乙第８号証記載の発明に，甲第１０号証及び甲第１２号証

各記載の発明を適用することにより，容易に想到し得るものであり，本件特

許２には進歩性欠如の無効理由がある（特許法２９条２項 。）

3 本件各特許に無効理由が存在することと対価請求との関係( )

（ ）キルビー最高裁判決 最判平成１２年４月１１日民集５４巻４号１３６８頁

及び特許法１０４条の３によれば，特許が無効審判請求によって無効とされる

前であっても，無効理由が存在する特許については，実質上特許権者は当該発

明の独占的実施を保障されているものではないと考えられる。

なぜならば，当該特許権を侵害されたとしても，特許に無効理由が存在し，

無効審判において無効とされるべき場合には，侵害者に対して，当該特許権を
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侵害訴訟において権利行使をすることができず，侵害行為の差止という独占権

を担保する法的効果が失われる以上，特許権者は当該発明の独占的実施を保障

されているものではないからである。

そして，譲渡を受ける法人には既に通常実施権が保障されているのであるか

ら，職務発明の譲渡の対価は，当該特許発明を独占的に利用できるという点に

あり，独占的な利用を保障されていない当該発明について，独占的利用に基づ

（ ，く対価というものは本来あり得ないものである さらにいえば無効理由のうち

新規性欠如や進歩性欠如といった実質的に特許権を付与すべきでない発明は本

来誰しも利用することが可能なものなのであって，それを創出したことによる

価値というものは存在しない 。。）

仮に，無効理由が存在する特許について，相当対価を観念するとしても，例

えば，ライセンスの交渉を行う場合に，無効理由の資料を収集することは一般

的に行われており，明確な無効理由が存在する場合にライセンス契約を行うの

は，単にトラブルを避けるといった意味しかなく，無効理由が存在するのでは

ないかという資料が存在する場合にもライセンスを受ける側にその事情は有利

に働いてライセンス料が低廉化するというのは常識である。

以上より，本件各特許には無効理由が存在しているから職務発明に基づく相

当対価は存在しないか，あるいはライセンス料率を観念する場合に極めて低廉

な料率にしかなり得ない。

９ 争点( )（仮想実施料率）について7

【原告の主張】

被告が本件各発明について第三者に実施許諾すると仮定した場合，実施料率は

超過売上額の５％を下らない（甲６０・実施料率 。）

被告は，第三者が被告から本件各発明について実施許諾を受ける可能性はない

と主張するが，本件のように使用者等が第三者に実施許諾をせずに当該発明を独

占的に実施している場合においては，もとより仮想的に考えることとなるのであ
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るから，被告が本件各発明を第三者に実施する可能性があるか否かは問題になら

ない。実質的にも，被告は本件各発明を独占的に実施する選択をし，これにより

現に大きな利益を得たのであるから，上記独占の利益に対する対価を支払うべき

は当然である。そして，本件各発明を第三者に実施許諾する場合，ＨＭＳ商品の

売上高に対して一定の比率でロイヤルティを算出する方法を採用するのが最も合

理的であるから，原告の採用する計算式には合理性がある。

【被告の主張】

本件各特許には無効理由があり，また，ＨＭＳ商品の利益率はレディメイド

商品の利益率より低い。したがって，第三者が被告から本件各特許について実

施許諾を受ける可能性はないから，仮想実施料率は極めて低く，超過売上げの

１％以下というべきである。

１０ 争点( )（被告の貢献）について8

【原告の主張】

次のとおり，被告の貢献は，存在しないか，存在するとしても３０％を上回ら

ない。その理由は以下のとおりである。

本件各発明の完成に対する被告側の貢献( )1

本件各発明の完成に対する被告側の貢献はほとんどない。

ア 原告の多大な貢献

原告は単独で本件各発明を完成した。

その開発経緯においては，原告は，個人的に購入した市販の下着類や，自

宅の工業用ミシンを用いた。ＣＡＤについては被告会社のものも用いたが，

個人所有のパソコンも用いた。何より，発明の最も重要な背景的要素となっ

たＣＡＤに関する知識，知見や基本的な着想（メジャー・アンド・メイク

オーダー）は，原告が旭化成在職中に得たものである。

また，発明完成後，弁理士に技術的構成を説明したり，出願書類等をチェ

ックしたりといった特許出願に向けての対応も，原告１人で行った。
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イ 被告側の貢献

他方で，本件各発明について，被告側の貢献はほとんど認められない。

第二生産部の他の部員についても，本件各発明の完成後において実施品の

商品化には相当程度の関与をしたことは認められるものの，本件各発明の開

発について有意の関与をした事実は認められない。

また，被告は，原告に対し研究開発環境を整えていたわけではない。すな

わち，被告は，本件発明に関して研究開発費や研究設備費を出捐したわけで

はなく，原告が利用したＣＡＤシステムも本来研究用の機器ではなく，原告

に対して研究開発のための時間を与えていたわけでもなく，原告は試作品の

。材料となった下着類やミシンについては原告所有のものを使用したのである

， ， 。さらに 原告の発明は 従来の被告の技術的蓄積には一切依拠していない

被告はメーカーではないため，発明の背景となるような技術的蓄積がなかっ

たからである。

本件各発明により利益を受けるについての被告側の貢献( )2

本件各発明により利益を受けるについての被告側の貢献は，特許法３５条３

項において相当対価算定の考慮要素とされていない以上，もともと考慮される

べきことではない。仮に上記貢献を考慮するとしても，被告側の貢献は，以下

に述べるとおり，微々たるものにすぎない。

ア 原告の多大な貢献

ＨＭＳメジャーの実用化や準備に当たって最も貢献したのは，本件各発明

の完成のみならず，実施品のサイズ展開におけるサイズの決定，資材選び，

製造工場との調整，マニュアルのたたき台作りと細かな作成指示，従業員の

研修教育等を主導的に行った原告である。

イ 被告側の貢献について

これに対し，被告側は，原告の主導のもと，第２生産部の従業員や外部の

業者において原告の手足として行動したり，商品化に要する費用を負担した
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ことにとどまる。また，上述のとおり，被告はＨＭＳ商品だけをターゲット

にした販売促進活動をほとんど行っておらず，また多色展開も，既に論じた

とおり，それ自体特に売上げに貢献したわけではない。

【被告の主張】

本件各発明は，一般の職務発明の場合と同様の開発経過を辿っており，被告

の貢献度は９８％以上であることは明らかである。以下，箇条書きで示すと，

次のとおりである。

ア ワコールのデューブルベ試着に基づく被告による計測器具開発という目標

設定

イ フルオーダーの納期遅延及び採寸ミスの解消という被告による解決課題の

付与

ウ フルオーダー事業によるノウハウやデータの蓄積とその利用容認

エ 第２生産部という開発部署の設置，人的・物的設備（協力工場の利用を含

む ）の整備。

オ オーダー研究会という試着・検討・改良を行う場の確保とそれらの実践

カ 権利化における被告の顧問弁理士の利用容認及び費用負担，審判請求手続

及び補正手続の利用，及び費用負担

キ ＨＭＳメジャー一式の全店舗配備，販売員への研修実施

ク ＨＭＳ商品に対する多額の販売促進費用の投下

１１ 争点( )（被告における原告の処遇）について9

【原告の主張】

被告は，本件各発明の対価として，原告を取締役に昇進させ，昇進後の報酬額

と昇進前の給与との差額合計１９９０万円を支払ったと主張する。しかし，取締

役の報酬は取締役の職務執行の対価であるから，その中に職務発明の対価を観念

することは不可能である。

むしろ，原告は，本件発明により被告の業績向上に多大な寄与をしたにもかか
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わらず，ＨＭＳ商品の販売が抑制され，また，開発も中止された上，原告は時を

同じくしてお客様相談室への異動を命じられるとともに，間もなく取締役を解任

され（形式上は任期満了による退任とされている ，やり場のない気持ちや大き。）

な悲しみの中で退職まで過ごすことを余儀なくされた。

【被告の主張】

原告は，平成１４年１１月から被告の取締役に昇進し（社内的には同年９月か

ら取締役としての報酬を支払っている ，平成１７年１１月に取締役から退任し。）

ている。原告が取締役に昇進したのは，発明に対する報奨制度が存しない被告に

おいて，取締役として処遇することによって報いるためであり（Ｃ証人調書１９

頁，原告本人調書６８頁 ，発明に対する報奨という以外に原告が取締役に昇進す）

るような特段の事情も存しないし，当時の代表取締役であったＲも本件各発明に

対する報奨であることを認める陳述をしている（甲４７・４頁 。したがって，原）

告が取締役に昇進したことによって増加した報酬分は，本件各発明に対する対価

と考えるべきである。

そして，原告が取締役に就任することによって増加した報酬額は総額１９９０

万円にも達しており，本件発明の対価としては十分すぎる金額であるといえる。

１２ 相当の対価の額について

【原告の主張】

1 ＨＭＳ商品の売上高( )

以上をもとに，ＨＭＳ商品の売上高を算出すると，次のとおりである。

まず，本件各発明が正常に実施されていた第２５期から第２７期（平成１３

年９月１日から平成１６年８月３１日まで）におけるＨＭＳ商品の累計売上高

を算出すると，

第２５期 １０７億円（甲５）

第２６期 １２７億３１９２万５０００円（甲６の８頁２( )）2

（ ）第２７期 １７０億５６５７万０４３５円 被告準備書面( ) 頁3 32
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合 計 ４０４億８８４９万５４３５円（①）

であり，本件各発明を実施することによる１年当たりの平均売上高は，

４０４億８８４９万５４３５円÷３＝１３４億９６１６万５１４５円

になる。

この本件各発明の１年当たりの平均売上高に，本件各発明が正常に実施され

なくなった平成１６年９月から本件特許１の有効期間（本件特許２の有効期間

よりも先に到来する ）である平成３３年１月までの残年数約１６．３年を乗。

じると，

１３４億９６１６万５１４５円×１６．３年

＝２１９９億８７４９万１８６３円（②）

になる。

ＨＭＳ商品の売上高は，①と②の合計であるから，

４０４億８８４９万５４３５円＋２１９９億８７４９万１８６３円

＝２６０４億７５９８万７２９８円

になる。

本件各発明に係る相当の対価の額( )2

，①ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与は２分の１を下らないこと

②仮想実施料率は超過売上の５％を下らないこと，③被告の貢献度は３０％を

， ， ，上回らないこと ④本件各発明の発明者は原告のみであること 以上によれば

相当の対価の額は，

２６０４億７５９８万７２９８円×１／２×５％×７０％

＝４５億５８３２万９７７７円

を下らない。

【被告の主張】

1 本件発明１に係る相当の対価の額( )

ア ＨＭＳ商品（ブラジャー）の売上高
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本件発明１の特許登録日である平成１７年３月以降のＨＭＳ商品（ブラジ

ャー）の売上合計は次のとおりである。

平成１７年３月～平成１７年８月 ７億３６０５万５０００円

平成１７年９月～平成１８年８月 ６億３３２９万８０００円

平成１８年９月～平成１９年８月 ４億１８１７万円

平成１９年９月～平成２０年２月 ９７１８万５０００円

合計 １８億８４７０万８０００円

イ 相当の対価の額

，①ＨＭＳ商品の売上げに対する本件発明１の寄与は１０％以下であること

②仮想実施料率は超過売上の１％以下であること，③被告の貢献度は９８％

以上であること，④本件発明１の発明者は，原告を含め合計１７名であるこ

と，以上をもとに，本件発明１に係る相当の対価の額を算出すると，

１８億８４７０万８０００円×１０％×１％×２％÷１７≒２２１７円

となるが，被告の原告に対する処遇を考慮すれば，これは既に支払済みとい

うべきである。

本件発明２に係る相当の対価の額( )2

ア ＨＭＳ商品（ガードル及びボディスーツ）の売上高

本件発明２の登録日である平成１７年６月以降のＨＭＳ商品（ガードル，

ボディスーツ）の売上合計は次のとおりである。

平成１７年６月（６月分の売上げ÷３０×６で計算）

２４６３万３０００円

平成１７年７月～平成１８年８月 ２億３７５６万８０００円

平成１７年９月～平成１８年８月 ６億９３１０万９０００円

平成１８年９月～平成１９年８月 ４億５６３５万１０００円

平成１９年９月～平成２０年２月 １億００７９万２０００円

合計 １５億１２４５万３０００円
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イ 相当の対価の額

，①ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与は１０％以下であること

②仮想実施料率は超過売上の１％以下であること，③被告の貢献度は９８％

， ， ，以上であること ④本件発明２の発明者は 原告を含め合計５名であること

をもとに，本件発明２に係る相当の対価の額を算出すると，

１５億１２４５万３０００円×１０％×１％×２％÷５≒６０５０円

となるが，被告の原告に対する処遇を考慮すれば，これは既に支払済みとい

うべきである。

第４ 当裁判所の判断

【当裁判所の判断の大要】

当裁判所は，原告が被告に本件各発明の特許を受ける権利を承継させたこと

の相当の対価の額は２２５３万０１４２円と判断するものであるが，その判断

の大要は，以下のとおりである。

まず，相当の対価の算定は，本件各発明の独占の利益が生じた日以降のＨＭ

Ｓ商品の売上額のうち本件各発明の寄与に基づく部分に，仮想実施料率を乗じ

， ，て被告の受けるべき利益の額とし これから被告の貢献に基づく部分を控除し

共同発明者がいる場合には共同発明者間で原告が貢献した割合を乗じて算定す

べきである。

これを前提に，原告の受けるべき相当の対価の額を算定すると，以下のとお

りとなる。すなわち，本件各発明の発明者は原告のみであって，Ｂや他の被告

従業員は（共同）発明者であるとは認められない。次に，本件各特許権により

被告が受けるべき利益の額を算定するに当たり，その基礎となる売上高のうち

本件各発明の寄与に基づく部分は２分の１と認められ，売上高算定の期間は，

原則として特許登録の日（本件特許１は平成１７年３月４日，本件特許２は同

年６月２４日）からとすべきであるが，本件各発明の出願公開によりある程度

の独占力が備わることにかんがみ，その期間中（本件特許１は平成１４年７月
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， ）３１日から 本件特許２は平成１５年８月２７日からそれぞれ上記登録日まで

については本件各発明の寄与に基づく売上高の１０分の１をもって計算するの

が相当である。なお，被告がＨＭＳ商品の販売を抑制・中止したことは，経営

判断として合理性を欠くものとはいえず，それが原告に対する相当の対価の支

払を免れることを目的としてとった措置であるとはいえないから，被告がＨＭ

Ｓ商品の販売を抑制・中止した後も，実際の売上高をもとに算定するべきであ

る。このように算定された平成２０年２月までの売上高を使用者である被告が

受けるべき利益とし，これに対する被告の貢献割合は８０％とするのが相当で

あるからこれを控除する。そして，同控除後の売上高に乗ずるべき仮想実施料

率は３％とするのが相当である。以上を上記算定式にあてはめて，原告が受け

るべき対価の額を計算すると，２２５３万０１４２円となる。

１ 争点( )（本件発明１の発明者は原告のみか ）について1 。

はじめに( )1

原告が，少なくとも本件発明１の発明者の一人であることは当事者間に争

いがない。原告は，本件発明１の発明者は原告のみであると主張するのに対

し，被告は，Ｂのほか，被告の他の従業員も発明者に含まれると主張する。

「発明」とは「自然法則を利用した技術的思想の創作のうち高度のものをい

う （特許法２条１項）から，特許法３５条が定める相当の対価を請求し得」

る発明者とされるためには，当該発明に係る技術的思想を，願書に添付した

特許請求の範囲の記載を基準とし，明細書の記載及び図面をも参酌して把握

した上，その創作に具体的に加担し，貢献したことが必要である。

そこで，以下ではまず，本件発明１の発明に至る経緯について認定し（後

記( ) ，本件発明１の技術的思想が何であるかを検討し（後記( ) ，その2 3） ）

上で原告のみが本件発明１の技術的思想に具体的に加担し，貢献したもので

あるか，あるいは，被告が主張するように，Ｂや被告の従業員もまた本件発

明１の技術的思想の創作に具体的に加担し，貢献したものと認められ，本件
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発明１の（共同）発明者と認められるか否かを判断する（後記( ) 。4 ）

本件発明１の発明に至る経緯( )2

証拠（甲２５，２７，３３の１・２，３４の１・２，３７，３９，４７，

６２ないし６４，７９，乙７２，Ｃ証人，Ｒ証人，原告本人）及び弁論の全

趣旨によれば，次の事実が認められる。

ア 被告におけるオーダーメイド事業の立ち上げ

被告は，女性用の体型補正用下着の販売等を業とする会社であり，従前は

レディメイド商品（既製品）のみを取り扱っていたが，平成１０年８月，当

時被告の代表取締役であったＱは，レディメイド商品が着用できない顧客層

〔例えば，バストの大きさに左右差がある女性，乳ガンによりバストを切除

した女性，アンダーバストが極端に大きい又は小さい女性，バージスサイズ

（バストの底面周径）が広く，レディメイドのサイズが合わない女性等〕に

対しても対応できる補整用下着を提供して顧客層を拡大することを企図し，

新たにオーダーメイド事業を立ち上げることを決めた。これを受けて，被告

従業員Ｓは，同月１８日，同事業を展開するために旭化成のＣＡＤショール

ームを見学した。このとき，原告は旭化成の従業員であり，見学に訪れたＳ

に対してＣＡＤソフトのデモンストレーションを行った。

被告は，平成１１年１月，Ｑの幼馴染みであったＲを被告に迎え入れ，Ｒ

を部長とするオーダーメイド事業を担当する部署として第二生産部を立ち上

げた（甲４７，乙７２ 。）

被告は，従前，レディメイド商品の企画及び製造を外部の業者に委託し，

自らは商品の販売のみを行っていた。このような外部の業者を被告では「協

力工場」と呼んでおり，広瀬工業は被告の「協力工場」であった。被告は，

新たに取り扱うオーダーメイド商品についても，広瀬工業に製造を委託すべ

く，平成１１年２月，広瀬工業にその旨を伝え，了解を得た。

また，同じころ，被告では，Ｑを始めとする役員がオーダーメイド商品の
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製作にＣＡＤを使用することの可否を検討するため旭化成を訪れた。その際

も原告がデモンストレーションを行い，翌３月にも原告は再度デモンストレ

ーションを行った。

イ 被告における納期遅れ問題

被告は，平成１１年３月にオーダーメイド商品の初の受注を受け，同年４

月，オーダーメイド商品のパターン（型紙）作成のため新たにＣＡＤを導入

した。原告は，これに伴い，旭化成において，被告におけるＣＡＤ導入の指

導や従業員へのトレーニングを担当することとされた。

被告は，平成１１年６月，４００名を超える顧客からオーダーメイド商品

の受注を受け，オーダーメイド商品の受注が本格化した。

ところが，当時被告では，オーダーメイド商品のパターンの作成は，顧客

１人１人の採寸データからＣＡＤによって顧客ごとにパターンを作成してい

た。そのため，パタンナー（パターンを作成する者）は，ＣＡＤでパターン

を作成するにしても，１人で１日５ないし７枚（乳ガン用では１日１枚 ，す）

なわち１日で顧客５ないし７名分のパターンを作成するのが限度であり，受

注はしたものの，納品までに数か月を要するという事態が発生し，オーダー

メイド商品の受注が本格化した直後から納期遅れの問題が深刻化し，その解

消が重要な課題となっていた。

ウ 原告による採寸表の作成

また，当時，被告において行われていたオーダーメイドはいわゆるフルオ

ーダーであったところ，被告において使用されていたオーダー表は，オーダ

， ，ー内容が文章で記載されていたり 手書きの図面で描かれていたりするなど

採寸を担当する販売員により区々で，ＣＡＤを効率的に利用することができ

ない状況にあった。そこで，原告は，ＣＡＤの効率的な利用を図るため，平

成１１年８月，被告のオーダー表を元にブラジャーの採寸表の原案（甲３３

の１・２）を作成した。なお，当時，被告では，バージスサイズの計測が行
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われていなかったため，オーダー表の採寸項目にバージスサイズは入ってお

らず，したがって，原告が作成した採寸表の原案にも同サイズは入っていな

い。

エ 「メジャー・アンド・メイク・オーダー」の提案

原告は，被告においてＣＡＤの指導を行うようになったころから，従来の

オーダーメイドの方法では，採寸ミスが発生しやすいこと，顧客の立場に立

てば，出来上がり商品を体感することができないこと，その結果，ボディメ

イク（体型補正）の効果も十分には発揮できないことなどの問題があること

を認識するようになった。そして，ファンデーション（下着）のオーダーメ

イドのあるべき方向性として，単に身体に合わせるだけではなく，体型を美

しく整えること（ボディメイク）が必要であると考え，これを自らメジャー

・アンド・メイク・オーダー」と呼び，平成１１年８月に，ＣＡＤの効率的

な利用のための対策について被告役員から意見を求められた際 「ＱＲオーダ，

ーシステム」と題する書面（甲３７）を用いて，採寸項目の選定，グレーデ

ィングルールの作成等について説明するとともに，目指すべきオーダーメイ

ドの方向性について 「メジャー・アンド・メイク・オーダー」という言葉を，

用いて上記のような考えを伝えた。

もっとも，当時，原告においては，この「メジャー・アンド・メイク・オ

ーダー」を具体化する方法を見出すには至っていなかった。また，原告から

「メジャー・アンド・メイク・オーダー」の考えを聞いた被告役員において

， ，は 当時はオーダーメイドの納期遅れの解消が最大の課題であったことから

原告の考えに注意を払うことはなかった。

オ 「バージス」の重要性についての認識

原告は，平成１１年９月２２日，被告第二生産部の部内会議に参加し，バ

ージスの重要性を説明した。

このとき，原告は，説明用の資料として，一覧表（甲６２）を作成した。



- 60 -

この一覧表は，縦軸にアンダーバストサイズ，横軸がカップサイズが示され

ており，縦軸と横軸が交わる升には，そのアンダーバストサイズとカップサ

イズの組合せで構成される試着サンプルにおけるワイヤーのサイズが色付き

で記載されている。原告は，これを用いて，ある着用者の採寸をする際，大

きめのサイズから縮めて適合させる方法と，小さめのサイズから伸ばして適

合させる方法とが考えられるが，そこで調整できるのはアンダーバストサイ

ズとカップサイズであり，バージスは最初に試着サンプルを選択した時点で

決定してしまうことを指摘し，一番最初にバージスに適合した試着サンプル

を選択することが重要であることを説明した。

その後，被告のオーダー表に「カップくりサイズ」の項目が加えられ，採

寸時に着用した試着サンプルの種類（例：Ｃ７０）を記載することでバージ

スサイズを表記することとし，アンダーバストサイズよりも前に計測すべき

項目として最上段に記載されることとなった（甲３４の１・２ 。）

カ デューブルベの試用

原告は，バージスに着目したオーダーとして，ワコールからデューブルベ

という商品が登場したことを新聞報道により知り，平成１２年４月１７日，

その試用を行った（甲３９ 。デューブルベで採用されていたバージスの計測）

方法は，専用の独立したメジャーを使用するものであり，着用感を確かめる

ために着用するゲージブラはカップと一体となって切り離せないものであっ

た。

キ 本件発明１に至る着想及びその具体化

， ，被告は オーダーメイド商品の納期遅れ問題を解消する方策の一環として

ＣＡＤを複数台納入することとした。第２生産部部長であったＲは，ＣＡＤ

の効率的利用の促進を図るため，原告に対して被告への入社を要請した。他

方，原告は，旭化成の従業員として被告のオーダーメイド事業に関わるうち

に，自らの手でファンデーション（下着）の新しいオーダーメイドを実現し
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たいとの気持ちを強く持つようになったことから，Ｒの勧誘を受け，旭化成

を退社し，平成１２年６月２１日，被告に入社した。当時の被告は，Ｑが会

長，Ｔが社長であり，原告は，ＣＡＤ室主任の役職を与えられた。

， 。原告は Ｑ及びＲの指示により入社後約１か月間納期遅れ対策に従事した

その後，納期遅れ解消に一定の目処がつき，原告は，自らの「メジャー・ア

ンド・メイク・オーダー」の考え方に基づき，新しいオーダーメイドのシス

テムを実現するための検討を１人で進めた。

原告は，まず，アウターウェアにおいて用いられる仮縫いを利用した洋服

作成の手法を参考にした。すなわち，原告は，創美苑服飾専門学校において

教師をしていた経歴を持ち（甲２５ ，仮縫いと試着とを繰り返して着用者の）

体型に合った洋服を製作することを教えていた経験から，この方法がファン

デーションに応用できないかと考えた。しかし，仮縫いは，着用者が衣類を

着用したままの状態で針と糸とを用いるものであるから，ファンデーション

， ，のように 肌に直接着用する衣類にそのまま用いることには危険が伴うため

原告は発想を転換し，仮縫いにより寸法を変更して着用するのではなく，あ

らかじめパターンの違うパーツを用意し，これを着用者に組み合わせて着用

， 。させて採寸することにより 仮縫いと同様の効果を実現することを着想した

そして，原告は，平成１２年９月ころから，上記の考え方を具体化する方

法，及びオーダーメイドにおいて特に重要であると考えていたバージスを重

視した採寸を実現する方法の検討を始めた。

まず，原告は，簡易オーダー表により被告に蓄積されていた顧客のデータ

を分析し，被告のフルオーダーにおいて，試着サンプルからの修正がどのよ

うに分布しているのかを研究することとし，甲第２６号証の表を作成した。

この表は，縦軸にアンダーバストサイズ，横軸にカップサイズを記載し，縦

軸と横軸の交わる部分に，フルオーダーの採寸において着用者がその組合せ

を基準サイズとして試着サンプルを着用した人数を青色ペンで記載したもの
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であり，アイテムごとに作成されている（ＦＳはフルカップショートブラジ

ャー，ＦＬはフルカップロングブラジャー，ＢＳは４分の３カップショート

ブラジャー，ＢＬは４分の３カップロングブラジャー，Ｖはボディスーツを

意味する 。この表により，どのような試着サンプルサイズを着用する顧客。）

がオーダーに多く訪れているかが判明した。しかし，現実にどのような修正

をしているのかということまでは分からず 具体的な成果には結びつかなかっ，

た。

次に 原告は ブラジャーのＪＩＳ規格において サイズ表記の基準となっ， ， ，

ているアンダーバストサイズとカップサイズのうち，アンダーバストサイズ

を切り離し，ＪＩＳ規格においては考慮されていないバージスサイズとカッ

プサイズとの組合せでサイズ表記ができないかを検討するため，甲第２７号

証の１枚目の表を作成した。この表の縦軸に記載されているＷ１，Ｗ２…と

いう記号は，ワイヤーの頭文字をとったＷに，ワイヤーの長さの短いものか

ら順番に１，２…という数字を組み合わせることにより，ワイヤーのサイズ

をもってバージスサイズを表記しようとしたものである。また，この表の横

軸に記載されているＣ１，Ｃ２…という記号は，カップの頭文字のＣに小さ

いサイズから順番に１からの数字を付したものである。ブラジャーにおいて

通常用いられるＡ，Ｂといったカップサイズ表記を使用しなかったのは，カ

ップサイズがトップバストサイズとアンダーバストサイズの寸法の差により

決定されるものであるところ，アンダーバストを切り離した場合には，同様

の表記をすることが適切ではないと考えたためである。しかし，甲第２７号

証の１枚目の表による検討では，縦軸と横軸の交わるところに，レディメイ

ドの場合と同じくアンダーバストサイズを記入してしまったため，アンダー

バストを切り離して考えるという試みは失敗に終わった。

， ， 。 ，そこで 原告は 甲第２７号証２枚目の表を用いた検討を行った ここで

原告は，アンダーバストサイズはバック部（後ろ身頃）の長さで調節するこ
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とができるので，前身頃についてはどのようなアンダーバストサイズでも共

通して使用することができること，その結果として，ブラジャーのサイズ表

記について，アンダーバストサイズを切り離し，バージスサイズとカップサ

イズとの組合せで表記できることに想い到った。そして，カップサイズにつ

いては，水平方向の表面の寸法（渡り寸法）ではなく，下カップの高さ（下

カップ丈）で表記できるのではないかと考え，それまで原告が試みていたカ

ップ表面の寸法での表記をやめ，下カップの高さでカップサイズを表記する

こととし，甲第２７号証の２枚目の表を作成した。この表の横軸に記載され

ているＷ１，Ｗ２…という記号は，ワイヤーの頭文字をとったＷに，ワイヤ

ーの長さの短いものから順番に１，２…という数字を組み合わせることによ

り，ワイヤーのサイズをもってバージスサイズを表記しようとしたものであ

り，縦軸に記載されているＣ１，Ｃ２…という記号は，カップの頭文字のＣ

， ，「 」に小さいサイズから順番に１からの数字を付したものであるが 表中 Ｗ１

の列に「６．０ 「６．５」と記載されているのが，下カップの高さである。」

そして 縦軸と横軸の交わる升には そのワイヤーサイズとカップサイズ 下， ， （

カップの高さによって表記されたサイズ）の組合せからなるレディメイド製

品が存在する部分に○印を入れ，どのようなサイズがレディメイドには存在

しないかを検討した。

次いで，原告は，甲第２７号証の３枚目の表を用いた検討を行った。この

表は，上から２行目に，Ｗ１，Ｗ２という記号による表記に対応するワイヤ

ーの寸法が記載されており，Ｗ４の行には，下カップ丈の寸法である「７．

０ 「７．５」…「１３．５」という数字が記載されている。この表から，原」

告は，バージスが，アンダーバストとカップの組合せによって自動的に決定

される付随的な寸法ではなく，単独の独立した寸法として計測できるもので

あることを確信した。その上で，Ｃ１，Ｃ２という記号で表していたカップ

サイズについても，下カップの高さを用いることにより，Ａ，Ｂといった通
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常用いられる呼称で使用できると考え，改めて甲第２７号証１枚目の表のＣ

１，Ｃ２…という記号の横にＡ，Ｂ…というカップサイズを記入した。

そして，原告は，レディメイド商品では，カップ，カップ受け部，後ろ身

頃を同時にグレーディングするものであるところ，上記の検討の結果，オー

ダーメイドにおいては，カップ，カップ受け部，後ろ身頃を別々に切り離す

ことができることを確信し，これらについて各々別々にグレーディングを行

うことができることを認識した。

原告は，これらのパーツの組合せの仕方について，後ろ身頃が単独のパー

ツで構成できることを図（甲６４）によって検証した。そして，市販のブラ

ジャーのカップくりの部分にはさみを入れ，カップと前身頃を切り離して，

カップ部を切り離した前身頃を顧客のバストにあてがうことにより，顧客の

バージスに沿っているか否かがわかると考え，さらに，カップを切り取った

前身頃に，同じバージスサイズでカップサイズの違うカップをミシンで縫い

つけて，違うサイズの組み合わせができることを検証した。その結果，原告

は，前身頃が単独で構成され得ること，バージスサイズを同一にしてカップ

サイズ（下カップの高さ）を変えた複数のカップ部を組み合わせることがで

きることを確認した。

ク グレーディング及び試作品の作成

その後，原告は，実際に商品展開するため，各パーツのサイズを用意すべ

く，ＣＡＤを用いて，バージスを一定にしてカップの高さを変化させる等の

グレーディング作業を行った。その際，下カップと上カップ，カップ受け部

とカップ部の境目がいずれも曲線で立体的な構成となっていることから，サ

イズの違うパーツを組み合わせた場合につながりが滑らかに行くかどうかを

検証するため，原告は，ＣＡＤを使ったパターンの修正とグレーディングル

ールの修正，サイズピッチの修正を繰り返して行い，最初の試作品を製作し

た。この試作品は，カップ部と前身頃（カップ受け部 ，後ろ身頃の３つのパ）
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， ， 。ーツに分け 各々を面ファスナーでつなげたものであり 色は黒色であった

原告は，この試作品を息子に着用させたところ，横に引っ張る力が強く働く

ため，前身頃と後ろ身頃の接合部分が面ファスナーでははがれてしまうこと

がわかり，この部分の接合部品をフックに変更した。

ケ 特許出願

その後，原告は，上記試作品をＲに見せ，その結果，特許出願のため弁理

士に相談することとなった。原告は，自ら明細書を真似て実用新案登録の願

書を作成し，特許出願用のサンプル品を持参して特許事務所に赴いた。特許

出願用のサンプル品は，Ｒの指示により，被告の協力工場の一つである松田

産業が縫製した。松田産業は，原告が作成した甲第６３号証のパターンに基

づいてサンプル品を縫製した。甲第６３号証には「ＦＵＫＫＵ」や「ＴＥ－

ＰＵ」と書かれたパーツが存在し，特許出願用サンプル品にもフックやマジ

ックテープといったパーツが存在しており，色はピンクであった。特許出願

に向けた弁理士とのやり取りは，すべて原告が対応した。原告は，願書を提

出するまで出願内容について口外しないよう弁理士から口止めされたため，

具体的な構成については，出願まで第二生産部の部員に知らせなかった。

本件発明１は，平成１３年１月１６日に特許出願された。

本件発明１の技術的思想( )3

ア 本件明細書１の記載

本件明細書１には次の記載がある。

【発明が解決しようとする課題】(ア)

【０００５】

「しかしながら，カップ部のフィット感は，バージスサイズ，すなわ

ち乳房の下縁の半円状の輪郭線（バージスライン）の曲率とカップ高さ

によって異なってくるものであり，このバージスサイズとカップ高さと

の組合せは各個人により様々であるが，上記の例では両者の組合せを種
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々に変えた胸当て部が用意されているわけではないので，バージスサイ

ズ及びカップ高さの両者を合わせることは難しく，カップ部のフィット

性は十分とはいえなかった 」。

【０００７】

「そこで，仕上がり状態と寸法的に同様な計測用サンプルを試着して

実際の着用感を体感でき，また体型補整を目的として，あるいは着用者

の好みに合わせて細かい寸法調整のできるカップ部を有する衣類のオー

ダーメイド方式が望まれていた 」。

【０００８】

「したがって，本発明の目的とするところは，カップ部を有する衣類

において，着用者の体型に対応したカスタムサイズのカップ部を有し，

着用時にフィット感のある衣類を提供し得るオーダーメイド用計測サン

プル及びオーダーメイド方式を提供するところにある。またさらに，着

用者がカスタムサイズのカップ部を有する計測サンプルを試着すること

ができ，そのフィット感を確認した上で注文することができるカップ部

を有する衣類のオーダーメイド用計測サンプル及びオーダーメイド方式

を提供することを目的とする 」。

【課題を解決するための手段】(イ)

【０００９】

「上記目的を達成するために，本発明に係るカップ部を有する衣類の

オーダーメイド用計測サンプルは，請求項１記載のように，バージスサ

イズを変えた複数のカップ受部と，１つのバージスサイズにおいてカッ

プ高さを変えた複数のカップ部との組み合わせからなり，カップ受部に

対してカップ部を着脱可能に設ける構成としたものである 」。

【００１０】

「このように構成すれば，顧客のバージスサイズ及びカップ高さにフ
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ィットしたカップ受部とカップ部を選定することが容易であり，顧客は

カスタムサイズのカップ部を有する計測サンプルを試着した上で注文す

ることができるので，着用時にフィット感のある衣類を提供できるとと

もに，あらかじめそのフィット感を確認した上で注文することができる

オーダーメイド方式を提供することができる 」。

【００１８】

「本発明は上記のようなオーダーメイド用計測サンプルを用いたオー

ダーメイド方式も提供している。すなわち，本発明に係るカップ部を有

する衣類のオーダーメイド方式は，請求項５記載のように，バージスサ

イズを変えた複数のカップ受部と，１つのバージスサイズにおいてカッ

プ高さを変えた複数のカップ部との組み合わせからなり，カップ受部に

対してカップ部を着脱可能に設けることにより，カスタムサイズのカッ

プ部を有するオーダーメイド用計測サンプルの試着を可能としたことを

特徴とするオーダーメイド方式である 」。

【００１９】

「カップ受部に対してカップ部を着脱可能に設けたオーダーメイド用

計測サンプルを利用するものであって，カップ受部についてはバージス

サイズを変えたものを複数種類用意し，カップ部については１つのバー

ジスサイズにおいてカップ高さを変えたものを複数種類用意して両者を

着脱自在に組み合わせ可能とし，これらの組合せを種々に変えることに

より，顧客のバージスサイズ及びカップ高さにフィットしたカップ部を

。」有するオーダーメイド用計測サンプルの試着を可能としたものである

【発明の効果】(ウ)

【００３６】

「以上の説明から明らかな通り，本発明のオーダーメイド用計測サン

プルを使用すれば，顧客のバージスサイズ及びカップ高さにフィットし



- 68 -

たカップ受部とカップ部を選定することが容易であり，顧客はカスタム

サイズのカップ部を有する計測サンプルを試着した上で注文することが

できるので，着用時にフィット感のある衣類を提供できるとともに，あ

らかじめそのフィット感を確認した上で注文することができる利点を有

している 」。

【００３７】

「また本発明のオーダーメイド方式によると，顧客はカスタムサイズ

のカップ部を有するオーダーメイド用計測サンプルを試着した上で注文

することができるので，着用時にフィット感のある衣類を提供できると

ともに，あらかじめそのフィット感を確認した上で注文することができ

るオーダーメイド方式となし得たのである。また，このようなオーダー

メイド方式によれば，メジャー等での計測だけでは分からない素材収縮

率の調整，体型補整を意図した修正なども実際の着用感を伴って実施す

ることができる利点も有している 」。

【００３８】

「また，各部材の組合せからなるオーダーメイド用計測サンプルを使

用するものであるから，各部材ごとにサイズ順に重ね合わせればコンパ

クトに保管することができ，また，持ち運びも容易であり，しかも組合

せ式であるから比較的少ない部材で多様な体型に対応し得るので，ブラ

ジャー等をオーダーメイド方式で店舗販売する場合の試着式採寸に限ら

ず，出張採寸にも適したオーダーメイド用計測サンプル及びオーダーメ

イド方式を提供し得たのである 」。

イ 本件発明１の技術的思想の本質的部分について

上記アに先行技術（たとえば，甲１３，乙３，４，６）を併せ考慮する

と，本件発明１の技術的思想の本質的部分は，顧客のバージスサイズ及び

カップ高さにフィットしたカップ受部とカップ部を容易に選定することが
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でき，あらかじめそのフィット感を確認できる構成，すなわち 「バージ，

スサイズを変えた複数のカップ受部と，１つのバージスサイズにおいてカ

ップ高さを変えた複数のカップ部との組合せ」からなる構成とした点にあ

るものと認められる。

本件発明１の発明者について( )4

ア 上記認定事実によれば，原告は，平成１２年７月ころから，オーダーメ

イドのブラジャー用の計測サンプルの創作を開始し，アウターウエアにお

いて用いられる仮縫いの手法から発想を転換して，あらかじめパターンの

違うパーツを用意し，これを着用者に組み合わせて着用させて採寸するこ

とにより仮縫いと同様の効果を実現することを着想したが，これは，本件

発明１の技術的思想の本質的部分である「バージスサイズを変えた複数の

カップ受部と，１つのバージスサイズにおいてカップ高さを変えた複数の

カップ部との組合せ」の基本となる考え方ということができる。また，原

告は，オーダーメイドのブラジャーにおいてはバージスラインが特に重要

であると常々考えていたことから，バージスラインを重視した採寸を実現

することによって上記の考え方を具体化する方法を検討し，甲第２７号証

の１枚目ないし３枚目の各表を用いた検討の中で，平成１２年９月ころに

は，ＪＩＳ規格ではブラジャーのサイズ表記として採用されていなかった

バージスサイズが単独の独立した寸法として計測できることを確認し，カ

ップサイズについても，ＪＩＳ規格がカップ表面の水平方向の寸法（渡り

寸法）で表記していたものを，下カップの高さ（下カップ丈）によって表

記することとし，前身頃が単独で構成され得ること及びバージスを同一に

してカップ高さを変えた複数のカップ部を組み合わせることができること

を確認したことが認められるところ，この時点において原告は，本件発明

１の技術的思想の本質的部分である「バージスサイズを変えた複数のカッ

プ受部と，１つのバージスサイズにおいてカップ高さを変えた複数のカッ
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プ部との組み合わせ」に着想し，本件発明１を完成させたものと認められ

る。

イ 被告は，Ｂも本件発明１の発明者であると主張し，Ｂ証人は，平成１１

年１０月ころ，あらかじめ部品の作り置きをしておいた上でそれを組み合

わせるオーダーメイドをしてはどうかと提案した旨供述する〔同証人作成

の陳述書（乙５，７０）中の供述記載部分を含む。以下同じ 。。〕

しかし，Ｂが本件発明１の技術的思想の本質的部分である「バージスサ

イズを変えた複数のカップ受部と，１つのバージスサイズにおいてカップ

」 ， ，高さを変えた複数のカップ部との組み合わせ を着想したこと すなわち

本件発明１の課題とその解決手段ないし方法を具体的に認識し，これを技

術的思想として概念化することに関与し，これに貢献したことを認めるに

足りる証拠はない。

かえって，Ｂは，部品の作り置きの提案をした理由について，オーダー

メイド商品の納期遅れ対策である旨供述していることから，着用時にフィ

ット感のある衣類を提供すること等の，本件発明１の発明の課題を認識し

ていなかったものと認められる。また，Ｂは，原告代理人からの「バージ

スサイズを基本として計測する器具を何か提案されたことありますか。こ

んな器具使ったら，バージスサイズが計測できるよって 」との質問に対。

し 「具体的にはありません。バージスというカップくりがありますけど，

も，そういう具体的な話じゃなくて，飽くまでも作り置きすると，それを

有効活用するための計測器といいますか，メジャーサンプルというか，と

いうことで，具体的にバージスのくりであるとか，そういうことは記憶に

ありません 」と供述しており（Ｂ証人供述調書３０頁 ，同供述からは，。 ）

Ｂが本件発明１の発明の課題の解決手段を認識していたことはうかがえな

い。他に，Ｂが本件発明１の技術的思想の創作に具体的に加担し，貢献し

たことをうかがわせる証拠はない。
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したがって，Ｂは，本件発明１の共同発明者であるとは認められない。

ウ 被告は，原告以外のオーダーメイド研究会のメンバーである被告の従業

員らも本件発明１の共同発明者である旨主張するが，Ｃ及びＤの証言を含

む本件全証拠によっても，これらの者が上記の本件発明１の技術的思想の

本質的部分を着想し，その創作に具体的に加担し，貢献したことは認めら

れない。

エ 以上によれば，本件発明１の発明者は原告のみであると認められる。

２ 争点( )（本件発明２の発明者は原告のみか ）について2 。

はじめに( )1

原告が本件発明２の発明者の一人であることは当事者間に争いがない。原

告は，本件発明２の発明者は原告のみであると主張するのに対し，被告は，

Ｂのほか，被告の他の従業員も発明者に含まれると主張する。上記説示のと

おり，特許法３５条が定める相当の対価を請求し得る発明者とされるために

は，願書に添付した特許請求の範囲の記載を基準とし，明細書の記載及び図

面をも参酌して把握される当該発明の技術的思想の創作に具体的に加担し，

貢献したことが必要である。

そこで，以下ではまず，本件発明２の発明に至る経緯について認定し（後

記( ) ，本件発明２の技術的思想が何であるかを検討し（後記( ) ，その2 3） ）

上で原告のみが本件発明２の技術的思想の創作に具体的に加担し，貢献した

ものであるか，あるいは，被告が主張するように，Ｂや被告の他の従業員も

また本件発明２の技術的思想の創作に具体的に加担し，貢献したものと認め

られ，本件発明２の（共同）発明者と認められるか否かを判断する（後記

( ) 。4 ）

本件発明２の発明に至る経緯( )2

ア 既存のガードルに対する問題意識

原告は，従来のガードルの問題点は，ＪＩＳ規格ではウエストを基準とし
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てサイズ設定がされていること，また，ガードルのヒップ部は生地を薄く延

ばす加工が施されているため，ガードルにおいて最も体型補整効果を発揮す

ることが期待されるヒップ部の形状を害することにあると考えていた。その

ため，原告は，ガードルについて，ブラジャーと同様採寸時に体感できるオ

ーダーメイド方法を実現しつつ，ヒップの体型補整を重視したオーダーメイ

ドガードルを実現することが課題であると考えていた（甲７９・２８頁 。）

イ オーダー表の作成

原告は，旭化成の従業員として被告のＣＡＤの指導を行っていた平成１１

， ， 。 ，年５月ころから 被告に対し オーダー表の改訂の提案を行っていた まず

， 。原告は 平成１１年５月１４日にショートガードルのオーダー表を作成した

これは，ガーメントリストの「ＭＡＧＳ６０００－ＴＥＳＴ （乙３７の７）」

に具体化された。また，原告は，同年７月５日にロングガードルのオーダー

。 ， 「 」（ ）表を作成した これは ガーメントリストの ＧＬ６－６４ 乙３７の１０

に具体化された。さらに，原告は，これをもとに，同月２６日ころ，ロング

ガードルのオーダー表（甲３１）を提案した。被告の従業員は，これをもと

にエクセルを使用して甲第３２号証を作成した。甲第３１号証において採寸

項目に用いられているコード番号と，甲第３２号証のコード番号が一致して

いるのはそのためである。このように，オーダー表の作成のため，採寸箇所

を検討したことが，本件発明２の創作において，いかなる箇所のサイズをい

かにして調節して計測するかを検討する上での基礎となった。

ウ 体型の考え方

原告は，前示認定のとおり，被告入社から約１か月を経過した後に本件発

明１の創作に取り掛かったが，その際，原告は，並行してガードルについて

も構想を練っていた。これは，ブラジャーの中でも，ロングブラジャーは裾

がウエスト部に当たり，ガードルのウエストとロングブラジャーのウエスト

とが同じ位置にくることになるため，両者は，ウエスト部でのつながりを意
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， 。 ，識し 一体をなすものとして開発する必要があったからである このような

ブラジャーとガードルの一体性を考える上で，原告は「体型」に着目してい

た。

婦人服におけるＪＩＳ規格は 「同一のバストサイズに対してヒップが大き，

いか小さいかということを体型で表し」ているのみで 「ウエストは年代別の，

範囲表示」になっているにすぎない。これに対し，原告の考える「体型」と

いう概念は，ウエストを範囲表示にとどめるのではなく，各人の「ウエスト

も含めた体型」というものであった。すなわち，原告は，過去の勤務先等で

重ねて来た職務経験や，被告の採寸データの集計に基づき，ウエスト部の体

型についてＸ体型，Ｈ体型，Ｏ体型，また，ヒップカップ部についてＷ体，

Ｉ体，Ｍ体等という独自の分類を創作し，これに従ってアルファベット表記

した「体型分類」という考え方を考案した。原告は，本件発明１に関して弁

理士に特許出願の相談をした平成１２年１１月１６日までにこの「体型」の

考え方をまとめたノート（甲２９）を作成し，同日これを弁理士のもとに持

参した。

エ 具体的な検討

原告は，平成１３年７月ころから，ガードルの計測サンプルについての具

体的な検討を開始した。

まず，原告は，ＪＩＳ規格ではウエストを基準としてサイズ設定がされて

おり，また，ガードルのヒップ部が十分な体型補正効果を発揮できていない

という既存のガードルに対する前記問題意識に基づき，ＪＩＳ規格のサイズ

表示を利用せず，ヒップを中心とした独自の規格を採用した。すなわち，ガ

ードルのオーダーに際しては，まずヒップのサイズを計測した上で，ウエス

ト，大腿部を計測していくことになることから，原告は市販のガードルを購

入し，これをもとにＣＡＤを駆使して，ヒップを固定した上でウエスト，大

腿部を調節した場合におけるパターンの検討を行った。この検討において，
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原告は 「大腿部を変えることによって，ヒップトップと大腿部のところに角，

度がつくので，そこでＡカップ，Ｂカップ，Ｃカップというふうに表現でき

るのではないか」と考え，ヒップカップという考えに思い到った。この「ヒ

ップカップ」という考え方は，単にヒップ部の立体形状を捉えてカップとい

う名称で呼んだというものではなく ヒップトップと大腿部の角度の差をもっ，

てＡカップ，Ｂカップ・・・という大きさを表記する具体的指標（甲９１・

２４頁）であり，従来存在しなかった考え方であった。このヒップカップと

いう考え方を応用した技術を実現するためには，ヒップトップ部と大腿部の

差を調節できるようにする必要があるところ，原告は，大腿部のサイズを調

節することにより，これを実現できること，そして，ヒップカップの調節・

採寸のためには，大腿部の調節が最も重要であることを認識するに至った。

そこで，原告は，このような調節を可能にするため，大腿部に切替え線（切

り込み）を入れ，この部分にマジックテープを付けて，スライドさせること

により，ヒップカップサイズを調節すること，この切り込み部分に目盛りを

付けることを考えついた。そして，このようにしてヒップカップサイズを計

測した後，ウエストの計測も同様の方法により行うこととした。

原告は，遅くとも平成１３年８月８日までに，以上の考えを盛り込んだ甲

第７１号証のパターン（品番Ｙ－ＧのＬパターン）を作成した（乙３８の１

４２記載の９３５６番 。）

， ， ， 。次に 原告は 上記の考えを具体化するため 部材の選定作業に着手した

そして，まず，原告は，ガードル自体が伸縮性のあるものであるため，出来

上がりを体感するためには，計測の機能を有する部分がこの伸縮性を阻害し

ないようにする必要があるところ，伸縮性のある面ファスナーを使用するこ

とによりこの問題を解決することができると考え，部材メーカーであるセイ

ブ繊維にその調達を依頼した。また，原告は，大腿部の端部（股口）の調節

部分については，ヒップの立体的な形状に適合した形状となるように連結部
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材を構成する必要があるところ，面ファスナーをペンシル型にカットした場

合に谷になる方の部材を使用することで，立体的な形状を出すことができる

。 ， ， 。と考えた このようにして 平成１３年１０月ころ 部材の選定が完了した

オ 特許出願用サンプル品の縫製

原告は，平成１３年８月２日，被告の従業員であるＤ，Ｕ及びＫととも

に，Ｂを尋ね，ガードルの計測サンプルの縫製を依頼した。Ｂはこれを了

承し，乙第１９号証のマスターパターン（ヒップサイズ８８のもの）を作

成し，同月２３日これを被告に送付した。被告第２生産部のＤは，Ｂから

送付を受けたマスターパターンをもとにグレーディングを行い，広瀬工業

は，被告から送付を受けたグレーディングパターンをもとに試着品を縫製

した。原告は，試着品のウエスト部分に切り込みを入れ，同部分にマジッ

クテープを付けて試着品を完成させた。

同年１０月２３日，原告ら被告従業員のほか，Ｂも参加して，上記試着

品の試着会が行われた。この試着会の後，Ｄは，マスターパターンを３つ

， ，に分けるため 乙第３５号証のパターン縮図を作成して広瀬工業に送付し

Ｂにマスターパターンの修正を依頼した。これに応じてＢは，乙第２０な

いし２２号証の３種類のマスターパターン（順にヒップサイズ８８，１０

８，１００のもの）を作成し，これをもとに試着品を縫製した。その後，

原告が試着品の大腿部端部に切れ込みを入れた。

同年１１月１９日，原告ら被告従業員のほか，Ｂも参加して，上記試着

品の試着会が行われた。この後，Ｄは，乙第３４号証のパターン図を作成

してこれをＢに送り，パターンの修正を依頼した。Ｂは，これを受けてパ

ターンを修正し，このパターンに基づいて特許出願用のサンプル品を縫製

した。

カ 特許出願の準備及び商品化作業

原告は，本件発明２について弁理士に相談をした後，１人で出願書類等の
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チェックを行った。被告は，平成１４年２月１３日，本件特許２の特許出願

をした。

本件発明２の技術的思想( )3

ア 本件明細書２の記載

本件明細書２には次の記載がある。

【発明が解決しようとする課題】(ア)

【０００８】

「本発明の目的とするところは，着用者の体型にフィットしたカスタ

ムサイズの衣類を提供し得るオーダーメイド用計測サンプル及びオーダ

ーメイド方式を提供するところにある。また，着用者がカスタムサイズ

と同様な計測サンプルを試着することができ，そのフィット感を確認し

た上で注文することができる衣類のオーダーメイド用計測サンプル及び

オーダーメイド方式を提供することを目的とする 」。

【課題を解決するための手段】(イ)

【００１６】

「また，ヒップの頂部（ヒップの最も太い部分）を通る水平方向の周

長寸法で表されるヒップサイズが同じでも，ヒップの膨らみ具合，つま

り，ヒップカップサイズが異なることが多い。ヒップサイズのみのオー

ダーメイド方式では，顧客のヒップ形状に合わせることができない。ヒ

ップカップサイズは各種あるため，顧客に合ったヒップカップサイズの

カスタムサイズにオーダーできるのが好ましい 」。

【００１７】

「そこで，本発明は，後身のヒップ部にヒップカップサイズを調節可

能なヒップカップ計測手段を設けたボトム計測サンプルを提供するもの

である。この構成によると，ボトム計測サンプルを顧客の身体に当てて

ヒップカップサイズを顧客のヒップカップサイズに調節できる。した
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がって，カスタムサイズのヒップカップサイズを有するボトム計測サン

プルを試着させることができ，同時にその調節されたヒップカップサイ

ズを計測することができる 」。

【００１９】

「ヒップカップ計測手段は，ヒップカップサイズを調節する機能と，

その調節量を計測する機能とを併せ持っている。ヒップカップサイズを

調節する機能は，前身の下端縁，後身の下端縁及び股下部の側縁によっ

て囲まれた股口のうち，後身の下端縁からヒップカップ部側に切り込み

を入れて分割し，分割した一片と他片とが連結部材を介して着脱自在に

止着可能とする態様で発現できる。また，身頃の股口の一部を錐形につ

まんで周方向に折返した折返部を形成し，この折返部を折返した側の股

口に止着し，又は離反可能とする態様により，ヒップカップサイズを調

節する機能を発揮できるようにしてもよい。この折返しの量を変えるこ

とにより，ヒップカップサイズを調節することができる。また，ヒップ

カップ調節量を計測する機能は，ウエスト計測手段と同様な構成によっ

て発現される 」。

【００３１】

「ヒップサイズを変えたボトム計測サンプルを複数種類用意し，着用

者のカスタムサイズに合ったヒップサイズのボトム計測サンプルを選択

して着用させる。そして，ウエスト計測手段，ヒップカップ計測手段，

脚口計測手段及び／又は胴部計測手段により，それぞれのサイズを顧客

のサイズに調節することにより，カスタムサイズとなったボトム計測サ

ンプルの試着させることができる。同時に，調節されたそれぞれのサイ

ズを計測することができる 」。

【００３２】

「これにより顧客はカスタムサイズのボトム計測サンプルを試着した
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上で注文することができるので，着用者の体型に合った衣類を提供でき

るとともに，あらかじめそのフィット感を確認した上で注文することが

できるオーダーメイド方式を提供することができる。また，この方式に

よれば，メジャー等での計測だけでは分からない素材収縮率の調整，体

形補正を意図した修正なども実際の着用感を伴って実施することができ

る。また，同時に，カスタムサイズを計測することができるので，それ

に従ってカスタムサイズの衣類を製造し，提供することができる 」。

【００３３】

「また，ヒップサイズを変えたものさえ複数用意すれば，ウエスト，

ヒップカップ等を調節して，多様な体型に対応することができる。した

がって，ボトム計測サンプル点数が少なくてすみ，保管場所をとらず，

持ち運びも容易となる。ボトムを有する衣類をオーダーメイド方式で店

舗販売する場合の試着式採寸に限らず，出張採寸にも適したオーダーメ

イド用ボトム計測サンプル及びオーダーメイド方式といえる 」。

【発明の効果】(ウ)

【００８０】

「本発明の計測サンプルを使用すれば，顧客の体型にフィットした計

測サンプルとすることが容易であり，顧客はカスタムサイズを有する計

測サンプルを試着した上で注文することができるので，着用者の体型に

合った衣類を提供できるとともに，あらかじめそのフィット感を確認し

た上で注文することができる利点を有している 」。

【００８１】

「また本発明のオーダーメイド方式によると，顧客はカスタムサイズ

を有する計測サンプルを試着した上で注文することができるので，着用

時にフィット感のある衣類を提供できるとともに，あらかじめそのフィ

ット感を確認した上で注文することができるオーダーメイド方式となし



- 79 -

得たのである。また，このようなオーダーメイド方式によれば，メジャ

ー等での計測だけでは分からない素材収縮率の調整，体形補正を意図し

た修正なども実際の着用感を伴って実施することができる利点も有して

いる 」。

イ 本件発明２の技術的思想の本質的部分

（ ， ， ， ） ，上記アに先行技術 たとえば 甲１０ １２ 乙８ を併せ考慮すると

本件発明２の技術的思想の本質的部分は 「ヒップ部にヒップカップサイ，

ズを調節可能なヒップカップ計測手段を設けた」との点であって 「該ヒ，

ップカップ計測手段は，前記ヒップ部が股口からヒップカップ部の略中央

に向かって切り込みを入れて分割され，分割された一片と他片とが」着脱

自在に止着可能で「ヒップカップサイズ調節可能とされ，前記一片の他片

との連結位置にヒップカップサイズ計測用の目盛が記された」構成にした

点にあるものと認められる。

本件発明２の発明者について( )4

ア 上記認定事実によれば，原告は，平成１３年７月ころからガードル用の

計測サンプルについて具体的な検討を始め，ＪＩＳ規格にはなかった「ヒ

ップカップサイズ」という独自の指標を考案し，甲第７１号証のパターン

（品番Ｙ－ＧのＬパターン）を作成した遅くとも同年８月８日までには，

この指標を用いて大腿部の端部からヒップカップ部中央にかけて切り込み

を設け，この部分にマジックテープを付けて着脱自在とし，同部分をスラ

イドさせることによりヒップカップサイズの指標に合わせてその調節が可

能となるような仕組みを着想していたものであり，これは，本件発明２の

技術的思想の本質的部分である「ヒップ部にヒップカップサイズを調節可

能なヒップカップ計測手段を設けた」オーダーメイドのガードル用計測サ

ンプルにおいて 「該ヒップカップ計測手段は，前記ヒップ部が股口から，

ヒップカップ部の略中央に向かって切り込みを入れて分割され，分割され
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た一片と他片とが」着脱自在に止着可能で「ヒップカップサイズ調節可能

とされ，前記一片の他片との連結位置にヒップカップサイズ計測用の目盛

」 ， ， ，が記された 構成を着想したものと認められ したがって 本件発明２は

遅くとも同年８月８日までに原告が単独で完成させたものと認められる。

イ 被告は，Ｂも本件発明２の発明者であると主張し，Ｂは，広瀬工業は被

告から本件発明２に関する開発を丸投げされたと供述する〔同証人作成の

陳述書（乙５，７０）中の供述記載を含む 。。〕

しかし，Ｂが，本件発明２の技術的思想の本質的部分である「ヒップ部

にヒップカップサイズを調節可能なヒップカップ計測手段を設けた」オー

ダーメイドのガードル用計測サンプルにおいて 「該ヒップカップ計測手，

段は，前記ヒップ部が股口からヒップカップ部の略中央に向かって切り込

みを入れて分割され，分割された一片と他片とが」着脱自在に止着可能で

「ヒップカップサイズ調節可能とされ，前記一片の他片との連結位置にヒ

ップカップサイズ計測用の目盛が記された」構成を着想したこと，すなわ

ち，本件発明２の課題とその解決手段ないし方法を具体的に認識し，技術

に関する思想として概念化したことを認めるに足りる証拠はない。

Ｂは，本件発明２に関する開発を丸投げされたことを裏付ける証拠とし

て，乙第１９ないし第２２号証のマスターパターンをＢが作成したことを

挙げるが，これらのパターンには，本件発明２の技術的思想の本質的部分

である，大腿部端部からヒップカップ中央部にかけての切り込みのうち，

ヒップ部の切り込みしかなく，大腿部端部の切り込みが入っていない。ま

た，乙第１９号証のマスターパターンは，原告が本件発明２の技術的思想

の本質的部分を着想した平成１３年８月よりも後である同月２３日に作成

， ，されたものであり 乙第２０号証ないし第２２号証のマスターパターンは

それよりもさらに後である同年１０月２３日の試着会の後に作成されたも

のであるから，Ｂが平成１３年１０月２３日時点でもなお，本件発明２の
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技術的思想の本質的部分に想到していなかったことは明らかである。そし

て，大腿部に切り込みがない理由を尋ねる原告代理人の質問に対し，Ｂは

「ちょっと意味が分かりません 」と答えるなど，質問の趣旨自体推し量。

りかねるという意味の返答を繰り返していること（Ｂ証人供述調書２０頁

ないし２１頁 ，大腿部からヒップ部にかけて切り込みを入れるアイデア）

は誰が着想したのかという裁判所調査官の質問に対し，Ｂは「ガードルを

開発依頼されたときに，当然，ＨＭＳのガードルですので，オーダーを取

らなきゃいけませんので，パターン上，はぎを入れるというのは必要不可

欠なんですね。で，当時の被告のあこがれというガードルは，ヒップのと

ころにはぎがなかったんです。それが被告の当時のガードルの特徴でした

ので，今回，オーダーを作るという依頼があったときに，どうしてもヒッ

プにはぎを入れなくてはいけませんので，今までの被告のコンセプトとい

いますか，そういうこととちょっと異なりますので，それは確認さしても

らいました 」と，ヒップ部に切り込みを入れた理由のみを述べ，裁判所。

調査官からの「はぎ」の意味を尋ねる質問に対し 「はぎって，切り替え，

ですね。当時の被告の商品は，１枚をプレス加工で，モールド加工と言う

んですけれども，それを膨らまして立体にしておったんですね。それを，

はぎを中心に入れてパターンを２つにしたというふうに御理解いただいた

ら分かるんですけれども，それを張り合わせるということですね 」と答。

， ， ，えるにとどまっていることからすると Ｂは この供述時点においてさえ

本件発明２の技術的思想の本質的部分についてどの程度理解していたのか

疑問である。まして，原告が本件発明２の技術的思想の本質的部分を着想

した平成１３年８月時点において，Ｂも本件発明２の技術的思想の本質的

部分を着想していた，あるいは，その着想に関与していたものとは認めら

れない。むしろ，上記供述内容からすると，Ｂが被告から「開発を丸投げ

された」というのは，受注を受けたオーダーメイドのガードル商品自体の



- 82 -

縫製を全面的に任された，あるいは，オーダーメイドのガードル用の計測

サンプルの縫製を丸投げで依頼されたという程度の趣旨であると解するの

が自然であり，オーダーメイドのガードル用の計測サンプル自体の開発を

丸投げで依頼されたとの趣旨であったとはにわかに認め難い。

ウ 被告は，Ｄも本件発明２の発明者であると主張し，Ｄ及びＣはその旨供

述する〔各証人作成の陳述書（Ｄ証人につき乙７，７１，Ｃ証人につき乙

７２）中の供述記載を含む 。。）〕

しかし，Ｄが平成１３年１０月２３日の試着会の後に作成した乙第３５

号証のパターン及び同年１１月１９日の試着会の後に作成した乙第３４号

証のパターンのいずれにも，Ｂ作成の上記各パターンと同様，本件発明２

の技術的思想の本質的部分である，大腿部端部からヒップカップ中央部に

かけての切り込みのうちヒップ部の切り込みしかなく，大腿部端部の切り

込みが入っていないから，原告が本件発明２の技術的思想の本質的部分を

着想した平成１３年８月時点において，Ｄも本件発明２の技術的思想の本

質的部分を着想していた，あるいは，その着想に関与していたものとは認

められない。

エ 被告は，Ｐ及びＣも本件発明２の発明者である旨主張するが，原告が本

件発明２の技術的思想の本質的部分を着想した平成１３年８月時点におい

， ，てＰ及びＣが本件発明２の技術的思想の本質的部分を着想した あるいは

その着想に関与していたことを認めるに足りる証拠はない。

オ 以上によれば，本件発明２の発明者は原告のみであると認められる。

３ 争点( )（ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与割合）について3

はじめに( )1

原告は次のとおり主張する。すなわち，ＨＭＳ商品の売上実績は主として

本件各発明の競争優位性によるものである。被告の販売促進活動や多色展開

等は，売上実績との関係では従たる要因にすぎない。以上によれば，ＨＭＳ
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商品の売上げに対する本件各発明の寄与割合（超過売上げの割合）は，２分

の１を下らない，と。

これに対し，被告は次のとおり主張する。すなわち，本件各発明は単なる

計測器に関する発明であり，ＨＭＳ商品そのものの発明ではない。また，Ｈ

ＭＳメジャーでの計測値や身生地がそのままＨＭＳ商品の製造に用いられて

いるわけではない。ＨＭＳ商品の売上げは，多色展開等，被告による新商品

の開発・発売，レディメイドの新商品の発売抑制，ＨＭＳ商品の販売促進活

動による部分が大きい。以上によれば，ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各

発明の寄与割合（超過売上げの割合）は，１０％以下である，と。

当裁判所は，ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与割合（超過売

上げの割合）は２分の１であると判断するものである。理由は以下に説示す

るとおりであるが，まず，ＨＭＳ商品の売上実績及び販売促進活動の状況に

ついて認定し（後記( ) ，これを踏まえて，ＨＭＳ商品の売上実績に対す2 ）

る被告の販売促進活動の寄与について検討する（後記( ) 。そして，本件3 ）

各発明の実施とＨＭＳ商品の売上げとの関係について検討し（後記( ) ，4 ）

最後に，ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与割合についての結論

を示す（後記( ) 。5 ）

ＨＭＳ商品の売上実績及び販売促進活動の状況( )2

（ ， ， ， ， ） ，証拠 甲６～８ ４３ ５０ ５１ 乙９０ 及び弁論の全趣旨によれば

次の事実が認められる。

ア 第２４期（平成１２年９月１日から平成１３年８月３１日まで）

第２４期の売上げ等の実績は，次のとおりである。(ア)

全売上高 １５３億円

（ 。 ）単位未満四捨五入 以下同じ

（内訳）

オーダーメイド商品の売上高 省略
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うちＨＭＳ商品の売上高 ●●●●円

レディメイド商品の売上高 ●●●●円

売上総利益 １１７億円

販売管理費合計 １４４億円

うち営業施策関連費用 ●●円

営業利益 △２７億円

第２４期の有価証券報告書（甲５０）には，次の記載がある。(イ)

「当社グループは…特に，既にテスト販売を開始し好成績を上げている

当社グループ独自のメジャーシステム，生産システムによるオーダーメー

ドのブラジャー（マイモード）を戦略商品として位置付け新市場を開拓し

業績向上に邁進する所存であります （甲５０・１１頁 。。」 ）

販売促進活動の状況(ウ)

被告は，平成１３年６月からＨＭＳ商品の試験販売を開始したが，そ

の際には特段の販売促進活動は行っていない。

イ 第２５期（平成１３年９月１日から平成１４年８月３１日まで）

第２５期の売上げ等の実績は，次のとおりである。(ア)

全売上高 ２０９億円

（内訳）

オーダーメイド商品の売上高 省略

うちＨＭＳ商品の売上高 ●●●●円

レディメイド商品の売上高 ●●●●円

売上総利益 １６７億円

販売管理費合計 １５１億円

うち営業施策関連費用 ●●●円

営業利益 １６億円

第２５期の有価証券報告書（甲５１）には，次の記載がある。(イ)
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「当連結会計年度は，当社グループ独自のメジャーシステムによるオー

ダーメードシステム（ハイブリッドメジャーシステム）のブラジャー・ガ

ードルを戦略商品として位置付けし 『ヌディータ 『カラーフィット』の， 』

新製品を相次いで発売いたしました 「これらの結果，当連結会計年度の。」，

売上高は２０８億７２百万円（前年同期比３６．６％増 ，経常利益１５億）

９７百万円…と大幅な増収増益となりました （甲５１・８頁 。。」 ）

販売促進活動の状況(ウ)

被告は，第２５期において，ＨＭＳ商品を戦略商品として位置付け，Ｈ

ＭＳによる下着のオーダーメード市場の確立を目論み，レディメイドの新

商品は発売せず，ＨＭＳ商品の新商品だけを発売して，その売り込みを強

化する方針をとった。しかし，上半期（平成１３年９月から平成１４年１

月まで）においては，前年同月を下回る売上げしか達成できなかった月が

大半であり，特に平成１４年１月度は１０億円を下回る売上げしか達成で

きず，売上高は７３億６００万円（前年同期比６．４％減）にとどまり，

経常損失は８億２２００万円を記録した（乙９０ 。）

そこで，被告は，平成１４年２月からキャンペーンと称する販売促進活

動を始めるとともに，同年３月のＨＭＳ商品「ヌディータ」のブラジャー

とロングガードルやＨＭＳ商品「あこがれ 「ミーチュー」のロングガード」

ルの発売に合わせて，商品購入者には「ヌディータ」のブラジャーを，紹

介者にはベーシックショーツを，それぞれプレゼントするというキャンペ

ーンを始めた。

しかし 「ヌディータ」のブラジャーやロングガードルの売上げが芳しく，

なかったことから，被告は，当初平成１４年秋ころから実施予定としてい

たＨＭＳ商品の多色展開を急遽６月に繰り上げ 「カラーフィット」の名称，

でＨＭＳの新商品（完成したＨＭＳ商品を後染めして顧客の好みの色に染

色したもの）を発売することとし，同年６月には夏カラーを，同年８月に
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は秋カラーを販売した。また，これに併せて，同年６月１日から８月１１

日までの間，新たなキャンペーンとして 「カラーフィットデビューキャン，

ペーン（GO！GO！キャンペーン 」を全社挙げて実施した。このキャンペー）

ンは，被告の支社・支部，営業店及び販売員に対するインセンティブの設

定や初来店者に対する特典の付与を行うことに加えて，成約対策として，

分割払金利手数料を被告が負担したり，セット購入者に対して累進的な自

社製品の提供（たとえば，３５万円以上の購入者に対して１０万円相当の

商品をプレゼントするなど）を行うなどして，売上げの大幅アップを目指

したものである。

＜中略＞

ウ 第２６期（平成１４年９月１日から平成１５年８月３１日まで）

第２６期の売上げ等の実績は，次のとおりである。(ア)

全売上高 ２１２億円

（内訳）

オーダーメイド商品の売上高 省略

うちＨＭＳ商品の売上高 ●●●●円

レディメイド商品の売上高 ●●●円

売上総利益 １７１億円

販売管理費合計 １５６億円

うち営業施策関連費用 ●●●円

営業利益 １５億円

第２６期の有価証券報告書（甲６）には，次の記載がある。(イ)

「当社グループは引き続き独自のハイブリッドメジャーシステムによる

オーダー商品の優位性を活かし 「新規顧客の拡大・拡充の為に積極的な」，

マーケティング活動を行う 「と共に，ヨーロッパのジュエリーをイメー」，

ジしたマイモード『エクリナ（ｅｃｒｉｎａ 』等オーダーメード下着の新）
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製品を発表してまいりました 「これらの結果，売上高は２１１億８５百。」，

万円（前期比１．５％増）と増収となりました 」と記載している（甲６・。

７頁 。）

販売促進活動の状況(ウ)

被告は，第２６期においても引き続き，ＨＭＳ商品による下着のオーダ

ーメード市場の確立を目論み，レディメイドの新商品は発売せず，ＨＭＳ

商品の販売に注力した。特に，カラーフィット商品については，季節ごと

に新色を展開し，平成１４年１１月には冬カラー，平成１５年１月には新

春カラー，同年３月及び４月には春夏カラーと，１年間で合計１７色の商

品を販売した。

被告は，第２６期においても引き続きキャンペーンを実施し，

＜中略＞

エ 第２７期（平成１５年９月１日から平成１６年８月３１日まで）

第２７期の売上げ等の実績は，次のとおりである。(ア)

全売上高 ２７０億円

（内訳）

オーダーメイド商品の売上高 省略

うちＨＭＳ商品の売上高 ●●●●円

レディメイド商品の売上高 ●●●●円

売上総利益 １６１億円

販売管理費合計 １３５億円

うち営業施策関連費用 ●●●円

営業利益 ２７億円

第２７期の有価証券報告書（甲７）には，次の記載がある。(イ)

「お客様には，独自のハイブリッドメジャーシステム（ＨＭＳ）による

試着体験により，体型補整効果を実体感して頂きながら，当社グループの
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製品の特徴とボディメイクの技術をアピールしてまいりました 「これら。」，

， （ ．の結果 当連結会計年度の売上高は２７０億４８百万円 前年同期比２７

） （ ． ）７％増 となり…経常利益は２５億６３百万円 前年同期比７０ ４％増

…となりました （以上，甲７・６頁 「独自のハイブリッドメジャーシス」 ），

テム（立体メジャー）による体型補整コンサルティング業務を重視した事

業形態が定着化してきた 「当社グループの研究開発は，独自のハイブリ」，

ッドメジャーシステムによるオーダー製品の優位性を引き続き活用し」と

記載している（以上，甲７・１１頁 。）

販売促進活動の状況(ウ)

被告は，平成１５年９月から同年１１月までの期間中はキャンペーンを

行っていない。

被告は，平成１５年１２月にＨＭＳ商品の新製品（エクリナ・ボディス

ーツ）を発売するとともに，キャンペーンを再開した。しかし，平成１６

年７月に発売されたレディメイド商品の新商品（デコルテ）の販売が好調

であったことなどから，被告は，その販売政策の重点をＨＭＳ商品からレ

ディメイド商品へと転換することとし，これに伴い，以後，ＨＭＳ商品に

ついては新商品の発売を行っていない。

オ 第２８期（平成１６年９月１日から平成１７年８月３１日まで）

第２８期における売上げ等の実績は，次のとおりである。(ア)

全売上高 ３１３億円

（内訳）

オーダーメイド商品の売上高 省略

うちＨＭＳ商品の売上高 ●●●円

レディメイド商品の売上高 ●●●●円

売上総利益 １７５億円

販売管理費合計 １３７億円
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うち営業施策関連費用 ●●●円

営業利益 ３８億円

（ ） ， ，(イ) 第２８期の有価証券報告書 甲８ には ＨＭＳ商品に関する記載は

研究開発活動欄（甲８・１２頁）を除き，存在しない。

販売促進活動の状況(ウ)

平成１６年９月から平成１７年４月までの期間中は，被告はキャンペー

ンを行っていない。

被告は，平成１７年５月にレディメイドの新商品（モンマリエ）を発売

するとともに 「体型補整実践キャンペーン」と称するキャンペーンを開始，

した。キャンペーンを再開した理由は，前月の売上げが芳しくなかったか

らである。このキャンペーンは，顧客や従業員のうち，一定基準をクリア

ーした者をパリ研修旅行に招待したり，国内旅行を贈呈したりするもので

あった。

カ 第２９期（平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日まで）

第２９期の売上げ等の実績は，次のとおりである。(ア)

全売上高 ２２６億円

（内訳）

オーダーメイド商品の売上高 省略

うちＨＭＳ商品の売上高 ●●●円

レディメイド商品の売上高 ●●●●円

売上総利益 １１０億円

販売管理費合計 １１９億円

うち営業施策関連費用 ●●●円

営業利益 △９億円

第２９期の有価証券報告書（甲４３）には，次の記載がある。(イ)

「新規顧客の拡大に向けた積極的な販売促進活動を実施してまいりまし
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た 「製品面においては 『ＤＥＣＯＲＴＥ／ＤＥＭＯＮＩＡＱＵＥ（デ。」， ，

コルテ／デモニーク （判決注：レディメイド商品及びＨＭＳメジャーを）』

活用しない簡易オーダーメード商品）のカラー展開３色を発売すると同時

，」，「『 （ ）』に ｍｏｎ ｍａｒｉｅｒ ＳＵＰＥＲ モン・マリエ シュペール

を発売致しました … しかしながら その効果は十分に浸透せず …。 」，「 ， ，」，「

新規顧客に対する売上高が大幅に下回る状況となり 「当連結会計年度の，」，

業績は，売上高２２６億１１百万円（前年同期比２７．９％減）となりま

した 「また，利益面では，…不稼働製品在庫の削減を行い，値引販売を。」，

行ったことなどにより，粗利益率が低下…いたしました 「これらの影響。」，

により，経常損失は９億７８百万円（前年同期は経常利益３６億５７百万

円）…となりました （甲４３・６頁 。。」 ）

キ 第３０期（平成１８年９月１日から平成１９年８月３１日まで）

第３０期の売上げ等の実績は，次のとおりである。

全売上高 ２４１億円

（内訳）

オーダーメイド商品の売上高 省略

うちＨＭＳ商品の売上高 ●●円

レディメイド商品の売上高 ●●●●円

売上総利益 １１９億円

販売管理費合計 １０６億円

うち営業施策関連費用 ●●円

営業利益 １２億円

ＨＭＳ商品の売上実績に対する被告の販売促進活動の寄与について( )3

ア 第２４期（平成１２年９月１日から平成１３年８月３１日まで）

， ，第２４期のＨＭＳ商品の売上げは●●●●●●であるが この期間には

ＨＭＳ商品の販売促進活動は行われていない。
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被告は，平成１３年６月に試験販売を開始したＨＭＳ商品の売上げに著

しい伸びがないとして これを理由にＨＭＳ商品は顧客の支持を得ていなかっ，

た旨主張する。しかし，平成１３年６月からのＨＭＳ商品の販売は，ブラジ

ャーのみの，しかも試験販売であって，マルコの店舗総数約３２０店舗のう

ち２０前後の店舗の，しかも販売員全員でなく，ＨＭＳ研修を終了した限ら

れた人数の販売員によって販売されていたにすぎない（当事者間に争いがな

い 。したがって，３か月という試験販売期間における売上げの推移から直。）

ちにＨＭＳ商品が顧客の支持を得ていなかったということはできず，被告の

上記主張は採用できない。かえって，試験販売の段階であるにもかかわらず

一定の販売成績を上げていたこと，このことについて被告自身，第２４期の

有価証券報告書において「当社グループは…特に，既にテスト販売を開始し

好成績を上げている当社グループ独自のメジャーシステム，生産システムに

よるオーダーメードのブラジャー（マイモード）を戦略商品として位置付け

新市場を開拓し業績向上に邁進する所存であります （甲５０・１１頁）と。」

記載し，ＨＭＳ商品が「好成績」を上げていることを公表していたことから

すると，むしろ，ＨＭＳ商品は，試験販売期間において既に一定程度の顧客

の支持を得ていたものとみるのが自然である。

もっとも，ＨＭＳ商品が平成１３年６月当時既に一定程度の顧客の支持を

得ていたという事実から直ちに，その後のＨＭＳ商品の売上げが被告の販売

促進活動によるものではなく，もっぱら本件各発明の競争優位性によるもの

であるということにはならないことは当然である。

イ 第２５期（平成１３年９月１日から平成１４年８月３１日まで）

第２５期のＨＭＳ商品の売上げは●●●●●であるところ，●●●●●

●●●●●である。

被告は，第２５期におけるＨＭＳ商品の売上げ増は，多色展開という付

加価値を付けたカラーフィット商品が顧客の支持を得たこと及び販売促進
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活動によるものである旨主張する。しかし，まず，カラーフィット商品が

， ， （ ）顧客の支持を得たとの点については 確かに カラーフィット 夏カラー

Ａ柄が発売された平成１４年６月におけるＨＭＳ商品の売上げは●●●●

であり，第２５期のそれまでの期間におけるＨＭＳ商品の売上げが●●●

●●●●●●●で推移していたのと比較すると，売上げの伸びには著しい

ものがあり，カラーフィットが顧客の一定の支持を得たということは容易

に推測できる。しかし，そもそも，＜中略＞（弁論の全趣旨 。したがっ）

て，第２５期におけるＨＭＳ商品の売上げ増の主たる理由をカラーフィッ

ト商品に求める被告の主張は採用できない。

次に，ＨＭＳ商品の売上げ増は 「カラーフィットデビューキャンペー，

ン」が的中したことなど被告の販売促進活動によるものであるとの主張に

ついては，確かに，同キャンペーンが実施された期間のＨＭＳ商品の売上

げは，＜中略＞であり，第２５期のそれまでの期間におけるＨＭＳ商品の

売上げが＜中略＞で推移していた＜中略＞のと比較すると，格段の伸びを

示しているところ，同期間における＜中略＞であり，第２５期のそれまで

の期間における＜中略＞であるのと比べると，格段に多額の費用を投入し

ていることが認められる。

この点について，原告は，キャンペーンは他の商品の販売に際しても行

われる一般的な販売促進の手段であるから，むしろキャンペーンが行われ

ることを前提としなければ本件各発明の貢献度を正確に評価することはで

きないとし，キャンペーンが功を奏したということは取りも直さずＨＭＳ

商品に魅力があったことを示すものである旨主張する。

確かに，原告が主張するように，顧客が全く魅力を感じない商品につい

ては，いくらキャンペーンを行ったとしても，通常の消費者であれば購入

意欲が沸くことは少ないと考えられるから，キャンペーンが功を奏したと

いうことは，顧客がＨＭＳ商品に対して一定の魅力を感じていたものとい
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うことはできよう。しかし，上記キャンペーン実施前の売上げは，上記の

とおり●●●●●●●●●●で推移していたところ，キャンペーン期間中

には●●●●●●●●●●という極めて大幅な売上増を記録しているので

あり，キャンペーンの前後における売上高のかかる極端な変動は，ＨＭＳ

商品に対するキャンペーンが効果が通常の商品に比べて相当に大きかった

を示すものというべきであり，キャンペーン自体の多大な貢献を考慮しな

ければ，これを合理的に説明し得ないものというべきである。

以上の事情を総合考慮すると，第２５期におけるＨＭＳ商品の売上実績

がＨＭＳ商品自体ひいては本件各発明の顧客吸引力のみによってもたらさ

れたものということはできず，被告によるキャンペーン等の販売促進活動

も相当程度の寄与をしていたものと認めるのが相当である。

ウ 第２６期（平成１４年９月１日から平成１５年８月３１日まで）

第２６期のＨＭＳ商品の売上げは●●●●●であるところ，●●●●●

●●●●●である。

被告は，第２６期は被告においてオーダーメイド市場の確立に向けてＨ

ＭＳ商品の強力な売り込みをかけており，通期で，第２５期に比べ３億円

ほどの売上増であるが，ＨＭＳ商品が顧客の絶大な支持を得ているのであ

ればこの程度の売上増では済まないはずであり，売上増が上記程度である

という事実は，被告によるＨＭＳ商品の強力な売り込みにもかかわらず，

同商品がさほど顧客の支持を得ていなかったことを示すものである旨主張

する。これに対し，原告は，被告主張の強力な売り込みの内実は他の商品

の販売に際して行われるキャンペーンと変わるものではなく，また，その

ような販売努力はＨＭＳ商品販売前にも行っていたはずであるにもかかわ

らず，ＨＭＳ商品販売後に全売上額において最高記録を達成し，かつ，そ

の際にＨＭＳ商品の売上比率が最高であったことは，この業績がＨＭＳ商

品の持つ魅力によって達成されたものであることを示す旨主張する。
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そこで検討するに，確かに，原告が主張するとおり，第２６期における

全売上高は２１２億円で過去最高であり，このうちＨＭＳ商品の売上げ●

●●●●が占める割合は●●●●●●●，過去最高となったことが認めら

れる。しかし，被告は，第２６期においてもキャンペーンを継続しており

（ただし，平成１５年３月を除く ，レディメイド商品の新商品の発売。）

は見合わせる一方，ＨＭＳ商品については，平成１４年１１月にカラーフ

ィットの冬カラーＡ柄を，平成１５年１月には新春カラーＡ柄を，同年３

月には春夏カラーＢ柄をそれぞれ発売し，同年６月にはＨＭＳ商品の新商

品「エクリナ」を発売するなど，強力にＨＭＳ商品の売り込みを図ってい

た。そして，第２６期におけるＨＭＳ商品の売上げは●●●●●で，第２

５期におけるＨＭＳ商品の売上げ●●●●●●●●●●●●ものであり

（被告主張の売上増３億円は，ＨＭＳ商品以外のオーダーメイド商品及び

レディメイド商品を合わせた全売上高の増加分である ，その増加率は。）

●●●に上るものであったが，他方，営業施策関連費用を見ると，第２６

期のそれは●●●●で，第２５期の●●●●●●●●●●●●●●●もの

であり，その●●●●●●●●●●に上る。

以上の事情を総合考慮すると，第２６期におけるＨＭＳ商品の売上実績

についても，第２５期におけるそれと同様，ＨＭＳ商品自体，ひいては本

件各発明の顧客吸引力のみによってもたらされたものということはでき

ず，被告によるキャンペーン等の販売促進活動が相当程度の寄与をしてい

たものと認めるのが相当である。

エ 第２７期（平成１５年９月１日から平成１６年８月３１日まで）

第２７期のＨＭＳ商品の売上げは●●●●●であるところ，●●●●●

●●●●●である。

被告は，第２７期においてＨＭＳ商品の売上げは全売上高の６３％に達

しているが，それは被告の販売政策がＨＭＳ商品に注力していたためであ
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り，ＨＭＳ商品が顧客の支持を得ていたからではない旨主張する。これに

対し，原告は，ＨＭＳ商品の販売促進活動は他の商品と特に変わるもので

はなく，ＨＭＳ商品が多数の顧客から一層の支持を得たからこそ売上比率

が６３％にまで上昇したものである旨主張する。

そこで検討するに，被告は，第２７期においても，当初レディメイド商

品の新商品の発売は見合わせる一方，ＨＭＳ商品については，平成１５年

「 」 ，１２月にＨＭＳ商品の新商品 エクリナ・ボディスーツ を発売したほか

同年９月にカラーフィットのＢ柄を，平成１６年３月にＣ柄を，それぞれ

発売するなどし，また，平成１５年１２月には，一時見送っていたキャン

ペーンを再開した。また，＜中略＞

以上の事情を総合考慮すると，第２７期におけるＨＭＳ商品の売上実績

， ， ，についても 第２５期及び第２６期におけるそれと同様 ＨＭＳ商品自体

ひいては本件各発明の顧客吸引力のみによってもたらされたものというこ

とはできず，被告によるキャンペーン等の販売促進活動が相当程度の寄与

をしていたものと認めるのが相当である。

オ 第２８期（平成１６年９月１日から平成１７年８月３１日まで）

＜中略＞

他方で，全売上高は第２７期の２７０億円から３１３億円に，営業利益は

第２７期の２７億円から３８億円に増加した。

原告は，ＨＭＳ商品の売上げが減少したのは，被告が平成１６年９月こ

ろからＨＭＳ商品の価格を意図的に下げて宣伝することによって多数の新

規顧客集めに利用する一方でその販売を差し控え，その多数の顧客を高価

格設定のレディメイド商品に誘因するという不合理な販売政策を採用した

ためであり，本件各発明の経済的価値とは無関係である旨主張する。これ

に対し，被告は，第２７期の平成１６年７月に発売したレディメイド商品

の新商品「デコルテ」が販売直後から好調であったことなどから，ＨＭＳ
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商品からレディメイド商品へと被告の販売施策を転換することとし，以後

ＨＭＳ商品の新商品の発売を行っていないが，これは，顧客がレディメイ

ド商品を支持していることが明らかになったことや，ＨＭＳ商品に種々の

欠陥があることもあって，被告の営業方針がオーダーメイドの下着市場の

確立から，従来の体型補正をより究めることに変更され，レディメイド商

品の販売に注力するようになったからであって，不合理な販売政策ではな

い旨主張する。

そこで検討するに，被告がその営業方針を転換し，ＨＭＳ商品からレデ

ィメイド商品へと販売の力点を変更したことが企業の経営判断として合理

的であるか否かはさておき（この点は後述する ，被告が販売の力点を。）

ＨＭＳ商品からレディメイド商品に変更した以上，ＨＭＳ商品の売上げが

減少するのは当然の結果であって，ＨＭＳ商品の売上げが減少したからと

いって，その理由をすべてＨＭＳ商品自体に顧客吸引力がないこと，ひい

ては本件各発明に競争優位性がないことに求めることはできない。この理

は，第２５期ないし第２７期におけるＨＭＳ商品の売上増が，本件各発明

の競争優位性のみによるものではなく，被告の販売促進活動によるところ

も相当にあるということのいわば裏返しであり，第２８期におけるＨＭＳ

商品の売上減もまた，本件各発明の競争優位性の低さのみによるものでは

なく，被告が商品施策をＨＭＳ商品からレディメイド商品に変更したこと

にも相当程度起因していることが明らかである。

カ 第２９期（平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日まで）

＜中略＞

また，全売上高も第２８期の３１３億円から２２６億円に減少し，９億円

の営業損失を計上した。

この点について，原告は，ＨＭＳ商品の販売を抑制すると業績が悪化し

たという事実は，本件各発明の競争優位性が高いことを示すものである旨
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主張する。これに対し，被告は，第２８期の全売上高の８０％はレディメ

イド商品によるものであるから，第２９期に全売上高が減少し，営業損失

を計上したからといって，直ちにＨＭＳ商品の競争優位性を証明すること

， ， ，にはならず また 真にＨＭＳ商品に対して顧客の支持があるのであれば

被告の販売政策に関係なくＨＭＳ商品は売れるはずであるのに，＜中略＞

ことからすると，ＨＭＳ商品に対して顧客の支持がなかったことは明らか

である旨主張する。

そこで検討するに，確かに，被告の主張するとおり，第２８期の全売上

高の８０％はレディメイド商品によるものであるから，第２９期に全売上

高が減少し，営業損失を計上したからといって，直ちにＨＭＳ商品の競争

優位性を証明することにはならない。また，被告は，販売政策を変更して

販売の力点をＨＭＳ商品からレディメイド商品に変更した後も，ＨＭＳ商

品について，新商品の発売こそしていないものの，従来から販売していた

ＨＭＳ商品の販売は継続しており，ＨＭＳ商品の購入を希望する顧客に対

して被告が敢えてその販売を拒むということも考えられず，かかる事実を

認めるに足りる証拠もない。したがって，ＨＭＳ商品が被告の販売促進活

動と無関係にその競争優位性のみによって売上げを達成できるのであれ

ば，＜中略＞

以上によれば，第２９期の被告の業績は本件各発明の競争優位性を示す

， ， ，ものということはできず かえって それまでのＨＭＳ商品の売上実績が

本件各発明の顧客誘因力のみによって達成されたものではなく，被告の販

売促進活動の寄与が相当程度あったことを示すものということができる。

キ 第３０期（平成１８年９月１日から平成１９年８月３１日まで）

＜中略＞

他方で，全売上高は第２９期の２２６億円から２４１億円へと増加し，営

， 。業利益も第２９期の９億円の営業損失から １２億円の黒字へと回復した



- 98 -

， ， ，この点について 被告は 第３０期にはＨＭＳ商品の新商品を発売せず

またＨＭＳ商品の売り込みもしていないのにもかかわらず第２９期よりも

全売上高が増加したことは，ＨＭＳ商品が顧客の支持を得ていなかったこ

とを示すものであり，ＨＭＳ商品に高い顧客誘因力がなかったことは明ら

かである旨主張する。

しかし，第３０期における全売上高の増加は，レディメイド商品の売上

増＜中略＞によるものであるから，当時のＨＭＳ商品がレディメイド商品

との比較において顧客誘因力が劣っていたとしても，そのことから直ちに

ＨＭＳ商品に，その売上実績に対する寄与を認め得る程度の顧客誘因力も

ないとまでいうことはできない。

ク 小括

以上によれば，ＨＭＳ商品の売上実績は，本件各発明の競争優位性ない

し顧客誘因力のみによって達成されたものということはできず，キャンペ

ーンの実施等，被告の販売促進活動によるところが相当程度寄与している

ものということができるが，他方で，被告が主張するように，ＨＭＳ商品

には顧客誘因力が全くないということもできず，ＨＭＳ商品の売上実績が

被告の販売促進活動のみによって達成されたということもまたできない。

本件各発明の実施とＨＭＳ商品の売上げとの関係について( )4

本件各発明はいずれも，衣類のオーダーメイド用計測サンプル及び衣類の

オーダーメイド方式に関するものであり，その実施品はＨＭＳメジャーで

あって，ＨＭＳ商品ではない。したがって，本件各発明の実施（その製造，

使用）が当然にＨＭＳ商品の売上げに直結するとはいえない。

しかし，証拠（甲９１）及び弁論の全趣旨によれば，被告は，ＨＭＳ商品

， ，の受注・販売の手順について ＨＭＳメジャーによる採寸・試着から始まり

採寸表・オーダー表・購入申込書への記入等の過程を経て，生産指図処理，

工場受付処理，商品縫製，工場出荷処理，営業店出荷作業，顧客への納品と
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いう一連の流れを「ハイブリッドメジャーシステム」として構成しており，

新規の顧客に対しては，必ずＨＭＳメジャーを使用して採寸し，その採寸結

果に基づいてＨＭＳ商品を製造して販売し，また，既存の顧客に対しても，

従前の採寸時からの当該顧客の体型変化に対応するため，改めてＨＭＳメジ

ャーを使用して採寸をし直した上で，その採寸結果に基づいてＨＭＳ商品を

製造して販売している。したがって，ＨＭＳ商品の売上げは本件各発明の実

施（使用）なくしては発生しないことが認められる。

これに対して，被告は，ＨＭＳメジャーでの計測値やＨＭＳメジャーの身

生地がそのままＨＭＳ商品の製造に活用されているわけではなく，本件各発

明の実施とＨＭＳ商品の販売との間には原告主張の１対１の直接的対応関係

はない旨主張する。しかし，仮に被告主張のとおりであるとしても，本件各

発明の実施（使用）なくしてＨＭＳ商品の売上げが発生しないことに変わり

はない。

結論( )5

以上のとおり，ＨＭＳ商品の売上げは本件各発明の実施なくしては発生し

ないものであり，ＨＭＳ商品が本件各発明の競争優位性により一定程度の顧

客誘因力を有していたことは認められるけれども，ＨＭＳ商品の売上実績が

本件各発明の競争優位性のみによって達成されたものということはできず，

被告の販売促進活動等による寄与割合が相当程度存在することが認められ

る。そして，上記( )，( )で認定説示した諸事情を勘案すると，ＨＭＳ商品3 4

の売上げに対する本件各発明の寄与割合（いわゆる超過売上げの割合）は２

分の１と認めるのが相当である（もっとも，上記事情のうち，被告の販売促

進活動等は，文言上「その発明がされるについて使用者等が貢献した程度」

として考慮されるべきものとはいえないが，解釈上 「使用者等が貢献した，

程度」として考慮することもできる。そのような解釈を採れば，被告の販売

促進活動等に関する事情は，むしろ被告の貢献割合に関する事情（後記８で
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認定する ）として位置付けるべきとも考えられる。しかし，本件では，当。

事者双方ともこの事情を本件各発明の寄与割合の問題として位置付け，主張

立証を尽くしているので，被告の貢献割合の認定に際してこの事情を考慮し

ないこととする 。。）

４ 争点( )（独占の利益が発生する時期）について4

従業者等は，契約，勤務規則その他の定めにより，職務発明について使用者

等に特許を受ける権利若しくは特許権を承継させたときは，相当の対価の支払

を受ける権利を取得する（特許法３５条３項 。使用者等は職務発明を承継す）

ることがなくとも，当該発明について特許法３５条１項が規定する通常実施権

を有することによれば，同条４項にいう「その発明により使用者等が受けるべ

」 ， ， ，き利益 は 単なる通常実施権を超えたものの譲渡により得た利益 すなわち

当該発明の独占的実施による利益（いわゆる独占の利益 ，あるいは，第三者）

に当該発明を実施許諾して得た実施料収入による利益であると解される。

そして，使用者等が職務発明について特許を受ける権利を承継して特許を出

願した場合，これにより使用者等が独占の利益を受けることができる期間の始

期は 原則として 当該発明を排他的独占的に実施することができるようになっ， ，

た時期，すなわち特許登録時であると解すべきであるが，使用者等が特許を受

， ， ，ける権利を承継して特許を出願し その出願公開がされたときは 使用者等は

未だ他者による当該発明の実施を禁ずることはできないけれども，一定の条件

下で当該発明を実施している他者に対し補償金を請求することができるように

なるのであるから，この時点以降は，ある程度の独占力が発生しないものとは

いえない。

， ， ，もっとも 特許の出願公開がされても登録までの間については 使用者等は

未だ他者による当該発明の実施を禁ずることはできない上に，補償金を請求す

るためには，原則として，当該発明の内容を記載した書面を提示して警告をす

ることを要し，かつ，その警告後に当該発明を実施した者に対してのみ請求し
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得るにすぎず，また，当該警告をしない場合においては，出願公開がされた特

許出願に係る発明であることを知って当該発明を実施した者に対してのみ請求

し得るにすぎず，請求し得る金額も，当該発明が特許発明である場合にその実

施に対し受けるべき金銭の額に相当する額に限られている（特許法６５条１

項 。このように，特許の出願公開後登録までの間について使用者等が行使し）

得る権利の内容が，登録後に行使し得る権利の内容と比べてかなり限定された

ものにすぎないこと，また，使用者等は，職務発明について無償で実施し得る

権利を有する（特許法３５条１項参照）ことに照らすと，出願が公開された段

階で被告が多額の利益を得たとしても，その大半は単純に上記実施権に基づく

ものであって，当該職務発明が出願公開されたことによる独占力に基づくもの

ではないというべきである。以上の事情を考慮すると，本件において原告に支

払われるべき相当の対価の額を算定するに当たり，使用者である被告が受ける

べき利益の額，すなわち，原告から本件各発明の特許を受ける権利を承継して

（ ）本件各発明の実施権を独占することができたことに起因する部分 超過売上高

の割合は，特許登録後における売上高のうち超過売上高が占める割合の１０分

の１をもって相当と認める。

５ 争点( )（ＨＭＳ商品の販売抑制後の売上げの算定方法）について5

はじめに( )1

従業者等は，契約，勤務規則その他の定めにより，職務発明について使用

者等に特許を受ける権利若しくは特許権を承継させたときは，相当の対価の

支払を受ける権利を取得する（特許法３５条３項 。したがって 「相当の） ，

対価」請求権は，特許を受ける権利等が従業者等が使用者等に承継された時

に客観的に算定可能なものとして発生しているというべきである。ただし，

その「相当の対価」の算定資料となる「その発明により使用者等が受けるべ

き利益の額 （同条４項）については，特許を受ける権利が，将来特許を受」

けることができるか否かも不確実な権利であり，その発明の独占的実施によ
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り使用者等が将来得ることができる利益あるいはその発明を第三者に実施許

諾をしたことにより当該第三者から受けるべき実施料収入額による利益の額

をその承継時に算定することが極めて困難であることからすると，当該発明

の独占的実施による利益を得た後，あるいは，第三者に当該発明の実施許諾

をし実施料収入を得た後の時点において相当の対価を判断する場合に，これ

ら独占的実施による利益あるいは実施料収入額をみて，その法的独占権に由

来する利益を認定し，これをしん酌して 「その発明により使用者等が受け，

るべき利益の額」を認定することは，特許法３５条４項の文言解釈としても

許容し得る合理的な解釈であり，上記「利益」を「その発明又は特許により

使用者等が実際に受けた利益」から算定することは，合理的な算定方法の一

つであるというべきである。

， ， ， ， ，ところで 使用者等が その時々の経済情勢 市場動向 競業者の動向等

経営状況の変化に対応していかなる経営方針をもって臨むかは，基本的に経

営者としての使用者等の経営判断に委ねられた事項である。使用者等がある

職務発明を実施するか否かについても，その発明が使用者等の業務の範囲内

において従業者が職務として行った職務発明である以上，このような経営判

断の一環として決定し得る事項であるから，当該発明を実施するか否か，実

施するとしてどの程度の規模で実施するか，将来的にその規模を拡大してい

， ，くか縮小していくかは 基本的に使用者等がその時々の具体的状況に応じて

その裁量により決定していくべきものである。したがって，使用者等がある

職務発明の実施を抑制するような方針をとり，結果として，当該発明の独占

的実施による利益あるいは実施料収入が減少したとしても，それが使用者等

において，もっぱら発明者である従業者等に対する相当の対価の支払を免れ

ることを目的としたものであるなど，経営判断としての合理性を欠くことが

明らかであるといった特段の事情が認められない限り 「相当の対価」の額，

の算定に際しては，上記方針を採用した結果として実際に使用者等が当該発
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明の独占的実施によって得た利益あるいは実際に第三者から受けた実施料収

入を基礎として算定すべきであって，販売抑制がなかった場合を想定し，か

かる場合における当該発明の独占的実施によって得る利益あるいは第三者か

らの実施料収入を仮に想定して，これを基礎に相当の対価の額を算定するの

は相当でない。

， ，これを本件についてみると 被告が平成１６年９月ころ販売政策を変更し

ＨＭＳ商品からレディメイド商品へと販売の力点を移し，以後ＨＭＳ商品の

新商品の発売を中止したことは当事者間に争いがなく，弁論の全趣旨によれ

ば，被告は平成２０年２月をもってＨＭＳ商品の販売を打ち切ったことが認

められる。このような被告の販売政策の変更は，基本的には被告の経営判断

に委ねられた事項であるから，被告の上記販売抑制策が，原告に対する相当

の対価の支払を免れることを目的としたものであるなど，経営判断としての

合理性を欠くことが明らかであるといった特段の事情が認められない限り，

相当の対価の額はＨＭＳ商品の現実の売上高をもとに算定すべきであり，原

告が主張するような算定手法，すなわち，被告によるＨＭＳ商品の販売抑制

がなかったと仮定して，販売抑制以前の売上高を基礎にあるべき売上高を想

定してこれに基づいて相当対価の額を算定するという手法は採用すべきでは

ない。

そこで，以下では，被告の販売抑制策が，経営判断としての合理性を欠く

ことが明らかといえるか否かという観点から検討を行うこととするが，被告

はその経営判断の合理性を基礎付ける事情として，ＨＭＳメジャーないしＨ

ＭＳ商品に「根本的欠陥」があり，ＨＭＳ商品の利益率がレディメイドの利

益率と比べて低い旨主張し，原告はこれを否認していることから，まず，被

告主張の「根本的欠陥」の有無について検討し（後記( ) ，次にＨＭＳ商2 ）

品の利益率について検討し（後記( ) ，これらとの関連で，被告が原告に3 ）

対する相当の対価を免れる目的があったか否かについても検討することとす
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る（後記( ) 。4 ）

ＨＭＳメジャーないしＨＭＳ商品の「根本的欠陥」について( )2

ア 検討すべきこと

， ，被告は その販売方針の力点をＨＭＳ商品からレディメイド商品に移し

最終的にＨＭＳ商品の販売を中止するに至った理由はＨＭＳメジャーない

しＨＭＳ商品に「根本的欠陥」があるからであるとし，その理由として，

①ＨＭＳメジャーを全店舗に備え維持する費用・労力がかかる，②ＨＭＳ

メジャーを使える人材の育成に要する費用・労力がかかる，③工場におけ

る生産管理が難しいこと，④サイズ違いのクレームが発生した，⑤体型補

正効果が限定されていること，⑥あらかじめ体感することが不可能である

こと，⑦ＨＭＳメジャーによる計測とＨＭＳ商品の寸法とが異なること，

以上の点を指摘する。これに対し，原告は，ＨＭＳメジャーには被告主張

の「根本的欠陥」なるものは一切存在しないとして，ＨＭＳ商品の販売抑

制策は経済的にみて不合理な政策である旨主張する。

そこで，以下，ＨＭＳメジャーに被告主張の「根本的欠陥」が存在する

否かについて検討する。

イ 検討

ＨＭＳメジャーを全店舗に備え維持する費用・労力(ア)

被告は，ＨＭＳメジャーを全店舗に備える費用・労力が大きい旨主張す

る。これに対し，原告は，ＨＭＳメジャーにはＨＭＳ商品全体に対する汎

用性があるとして，ＨＭＳメジャーを全店舗に備える費用・労力は，レデ

ィメイド商品のサンプル（試着品）を全店舗に備える費用・労力に比べれ

ば圧倒的に小さい旨主張する。当裁判所は，ＨＭＳメジャーがＨＭＳ商品

全体に対する汎用性を有するものとは認められず，したがって，ＨＭＳメ

ジャーを全店舗に備える費用・労力がレディメイド商品のサンプル（試着

品）を全店舗に備える費用・労力より圧倒的に小さい旨の原告の主張は採
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用できないと判断するものである。その理由は次のとおりである。

ＨＭＳメジャー（ブラジャー）についてa

証拠（乙１０１，１０５）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が( )a

認められる。

① 素材の違い

ＨＭＳ商品（ブラジャー）には，素材の異なる商品が複数種類存

在する。たとえば，ＨＭＳ商品（ブラジャー）には 「あこがれ ，， 」

「ミーチュー 「ヌディータ 「カラーフィットＡ柄 「カラーフ」， 」， 」，

ィットＢ柄 「カラーフィットＣ柄」及び「エクリナ」があり，各」，

商品の素材は，商品を構成する部位（たとえば，カップの表，カッ

プの裏，脇接部等）が同じであっても，同一ではなく，たとえば，

＜中略＞

これに対し，ＨＭＳメジャー（ブラジャー）は，各部位を構成す

る素材が１種類である。＜中略＞

ＨＭＳメジャー（ブラジャー）及びＨＭＳ商品（ブラジャー）に

用いられている素材は，それぞれ伸張回復性及び伸度が異なる。

② 部材の違い

＜中略＞

ＨＭＳメジャー（ブラジャー）には，カップと前身を接合する

マジックテープ及び前身と後身頃を接合するファスナーが装着さ

れているが，ＨＭＳ商品（ブラジャー）にはこれらはいずれも装

着されていない。

③ 体感の違い

原告は，レディメイド商品にないＨＭＳメジャーの強みとして，

ＨＭＳ商品の着用感を予め体感できる点を強調する。しかし，上記

①②の結果，ＨＭＳメジャー（ブラジャー）で得られる体感と，Ｈ
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ＭＳ商品（ブラジャー）で得られる体感との間には，無視できない

違いが存在する。すなわち，素材が異なれば着け心地が異なるのは

自明であり，体型補正効果という面においても，素材の違いによる

伸張回復性の違いから，体感の違いが生じると考えられる。

また，＜中略＞

これは，両者の間に体感の違いがあることを示すものである。

ＨＭＳメジャー（ブラジャー）に汎用性がないこと( )b

上記(ａ)のとおり ＨＭＳメジャー ブラジャー とＨＭＳ商品 ブ， （ ） （

ラジャー）とでは，その体感に無視できない違いがあるところ，

＜中略＞そうして初めてＨＭＳメジャー（ブラジャー）がＨＭＳ商品

（ブラジャー）全体に対する汎用性を取得する条件が整うということ

ができるのであって，実際に作成されたＨＭＳメジャーすなわち１種

類の素材から成るＨＭＳメジャーがＨＭＳ商品全体に対する汎用性を

有するものとは認められない。

しかして，＜中略＞

しかるに，そのようなことは，資金面及び店舗のスペースから見て

たやすいこととはいえないから，ＨＭＳメジャーを全店舗に備える費

用・労力が大きい旨の被告の主張には理由がある。

ＨＭＳメジャー（ガードル）についてb

証拠（乙１０１，１０５）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が( )a

認められる。

① 素材の違い

（ ） ， 。ＨＭＳ ガードル にも 素材の異なる商品が複数種類存在する

たとえば，ＨＭＳ商品（ガードル）にも 「あこがれ 「ミーチ， 」，

ュー 「ヌディータ 「カラーフィットＡ柄 「カラーフィットＢ」， 」， 」，

柄 「カラーフィットＣ柄」及び「エクリナ」があり，＜中略＞」，
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これに対し，ＨＭＳメジャー（ガードル）は，各部位を構成する

素材が１種類である。＜中略＞

ＨＭＳメジャー（ガードル）及びＨＭＳ商品（ガードル）に用いら

れている素材は，それぞれ伸張回復性及び伸度が異なる。

② 部材の違い

ＨＭＳメジャー（ガードル）には，前パネルと脚口にマジック

テープが装着されているが，ＨＭＳ商品（ガードル）には装着され

ていない。

③ 体感の違い

， （ ） ，上記①②の結果 ＨＭＳメジャー ガードル で得られる体感と

ＨＭＳ商品（ガードル）で得られる体感との間には，無視できない

違いが存在する。特に，ガードルは，伸縮性に富む生地が使用され

ている面積が大きく，かつ，マジックテープが使用されている面積

が大きいことから，ＨＭＳメジャー（ガードル）とＨＭＳ商品（ガ

ードル）の体感の違いは，ＨＭＳメジャー（ブラジャー）とＨＭＳ

商品（ブラジャー）の体感の違いよりも大きいものと考えられる。

b ＨＭＳメジャー（ガードル）に汎用性がないこと( )

上記(ａ)のとおり ＨＭＳメジャー ガードル とＨＭＳ商品 ガ， （ ） （

ードル）とでは，その体感に無視できない違いがあるところ，

＜中略＞そうして初めてＨＭＳメジャー ガードル がＨＭＳ商品 ガ（ ） （

ードル）全体に対する汎用性を取得する条件が整うということができ

るのであって，実際に作成されたＨＭＳメジャーすなわち１種類の素

材から成るＨＭＳメジャーがＨＭＳ商品全体に対する汎用性を有する

ものとは認められない。

しかして，＜中略＞

しかるに，そのようなことは，資金面及び店舗のスペースから見て
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たやすいこととはいえないから，ＨＭＳメジャーを全店舗に備える費

用・労力が大きい旨の被告の主張には理由がある。

まとめc

以上のとおり，ブラジャー及びガードルについては，ＨＭＳメジャ

ーとＨＭＳ商品が同様の体感を得られるためには，本来であればＨＭ

Ｓメジャーを全店舗に備える必要があるところ，その費用・労力は大

きいから，被告がこのことを理由の一つとして販売政策をＨＭＳ商品

からレディメイド商品に変更したことをもって，不合理的な経営判断

ということはできない。

ＨＭＳメジャーを使える人材の育成に要する費用・労力(イ)

被告は，ＨＭＳメジャーの使用方法は簡単なものではなく，熟練した

技量を必要とし，その技量を全従業員に習得させることは困難であり，

ＨＭＳメジャーを使いこなせる人材を育成するために要する費用・労力

が大きい旨主張する。これに対し，原告は，ＨＭＳメジャーによる計測

は，実際の完成品と同等のサンプルを身に付けながら計測していくもの

。 ， ，であるから著しく容易である旨主張する さらに これに対して被告は

ＨＭＳメジャーとＨＭＳ商品とでは，使用する素材が異なり，また，Ｈ

ＭＳメジャーにはＨＭＳ商品では使用しない部材が使用されていること

から，ＨＭＳメジャーとＨＭＳ商品の仕上がり寸法が異なっており，し

たがって，ＨＭＳメジャーが実際の完成品と同等のサンプルであるとの

原告の主張は当たらない旨主張する。

＜中略＞そうであれば，体感という意味では，上記ＨＭＳメジャーはＨＭ

Ｓ商品と「同等の」サンプルということができ，これを身に付けさせて計

測すること自体が特に熟練を要するものとは認められない。

もっとも，ＨＭＳメジャーによる計測が，ＨＭＳ商品と同様の体感を得

ることができることを謳い文句にしたために，顧客においてＨＭＳメジャ
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ーによる体感どおりのＨＭＳ商品が完成するものとの期待が大きかったの

に対し，実際に完成したＨＭＳ商品は，ＨＭＳメジャーとは素材が異なる

ことや，女性の体がホルモンバランスの影響により１か月の間でも変化す

ることから，実際に完成したＨＭＳ商品ではＨＭＳメジャーでの体感と異

なる結果になることはあり得る。しかし，このことは，ＨＭＳメジャーに

よる計測自体が熟練を要するか否かとは別問題である。

よって，被告の上記主張は理由がない。

工場における生産管理が難しいこと(ウ)

被告は，ＨＭＳメジャーが１ｃｍ刻みでサイズを変えるため，生産を

。 ， ，委託している工場の生産管理が難しいと主張する これに対し 原告は

①個々のオーダーごとにサイズが変わるのは，オーダーメイド商品一般

についていえることであり，ＨＭＳ商品特有の問題ではない，②ＨＭＳ

メジャーは，従来のオーダーメイドにおける納期遅れの問題も一挙に解

消したことからすれば，生産面でも生産工場の負担を軽減したことにな

る旨主張する。さらに，これに対して被告は，①生産管理が難しいこと

がオーダーメイド一般の問題であるとしても，それがＨＭＳメジャーの

欠陥であることには変わりがない，②納期遅れ解消の問題に関しては，

比較すべきはレディメイド商品の納期である旨主張する。

そこで検討するに，ここで検討すべきは，被告がＨＭＳ商品からレデ

ィメイド商品に販売方針の力点を移したことの当否であるから，ＨＭＳ

メジャー商品と比較すべきはレディメイド商品である。この観点から考

えると，①個々のオーダーごとにサイズが変わるのは，オーダーメイド

商品一般についていえることであり，ＨＭＳ商品特有の問題ではないけ

れども，レディメイド商品との比較でいえば，ＨＭＳメジャー商品では

個々のオーダーごとにサイズが変わり，製造コストがかかるという意味

で，生産管理が難しいということはできる。
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また，②レディメイド商品の納期は８日間である（弁論の全趣旨）の

に対し，ＨＭＳ商品の納期は，販売当初，注文時から３０日ないし６０

日間とされていた（乙１１４）ことからすると，レディメイド商品で対

応できる顧客にとっては，ＨＭＳ商品の納期はレディメイドに比べて相

当遅いといえる。

したがって，ＨＭＳ商品について工場における生産管理が難しいこと

や納期の点を理由に，ＨＭＳ商品からレディメイド商品に販売方針の力

点を移すことは，不合理な経営判断とはいえない。

サイズ違いのクレームの発生(エ)

被告は，ＨＭＳメジャーについて，未熟練者による採寸，生産管理の

困難性，あるいは採寸時から納品までの間における顧客の体型変化など

の理由からＨＭＳメジャーによって体感したフィット感とＨＭＳ商品に

おけるフィット感に大きな差異が生じてしまうことが頻発し，顧客から

返品あるいは作り直しの要求が続発した旨主張する。

しかし 「続発した」との主張自体，

具体性に欠けることはしばらくおくとしても，被告が上記主張を裏付け

る証拠として提出した乙第８３号証の４（被告の証拠説明によれば，作

成者被告従業員Ｖ，作成日平成１５年６月２４日のノート）には 「６，

／２４（火）商品部会議」の欄に「・再生産２３，０００枚」との記載

があるものの，この記載にある「２３，０００枚」がＨＭＳ商品そのも

のを指すのか，一つのＨＭＳ商品を構成する部材を指すのか明らかでは

ないから，上記再生産枚数のみをもって顧客からの上記要請が「続発し

た」と評価することは困難である。

かえって，被告は，平成１５年６月にＨＭＳ商品の新商品である「エ

クリナ」を発売し，その後も平成１６年３月までＨＭＳ商品の新商品の

投入を続けていたことからすると，平成１５年６月時点で，ＨＭＳ商品
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についてサイズ違いのクレームが発生したことを直接の理由として，平

成１６年９月ころＨＭＳ商品の販売を抑制するとの方針を決定したとは

認められない（ただし，その遠因になった可能性はある 。。）

体型補正効果が限定されていること(オ)

被告は，ＨＭＳ商品はジャストフィットの商品であるが故に，レデ

ィメイド商品と比べて体型補正効果が限定されている旨主張する。これ

に対して，原告は，①ＨＭＳメジャーは「体型補正を意図した修正など

も実際の着用感を伴って実施することができる （本件各発明の特許公」

報の【発明の効果】欄）という効果を有すること，②実際にも，まずボ

ディメイクを行い体型補正をした状態での着用感を確認した上で採寸し

ていること，③女性の体は柔らかいから，原理的にも体型にフィットし

た製品の方が高い体型補正効果が得られること，④これに対してレディ

メイド商品の場合，自己の体型を標準規格に合わせなければならないた

め，体型補正効果はあるものの窮屈で着用感が悪くなるという問題があ

るとして，被告の主張を争う。

そこで検討すると，まず，上記①②については，そもそもＨＭＳ商品

は，当初，ジャストフィット商品であることをアピールして販売を開始

したものであるが，しかしそれでは被告の強み，すなわち他の下着メー

カーにない強みであるボディメイク（体型補正）をどのようにして行う

か分からない販売員が続出し販売現場に混乱が生じたことから，第２６

期（平成１４年９月から平成１５年８月まで）の途中から，体型補正を

前面に押し出すことに販売方針を転換したものである。したがって，Ｈ

ＭＳ商品のコンセプトとしての体型補正効果は，二次的なものと認めら

れる。

また，上記③については，被告における体型補正とは，下着を着用し

てボディメイクを行うことにより，いわゆるゴールデンプロポーションと
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呼ばれる理想の体型に近づけていくことを指すものであり，この意味での

体型補正効果を求める顧客の体型は，通常この理想的な体型とは異なるか

ら，体型にフィットした製品の方が高い体型補正効果が得られるというこ

とはできない。

さらに，上記④については，レディメイド商品は，ゴールデンプロポー

ションのバランスの下に設計されているから，体型補正効果を求める顧客

にとっては，レディメイド商品を付けてボディメイクを行えば理想的な体

型を作ることができ，その目的を達することができる。原告は，レディメ

イド商品は体型補正効果はあるものの窮屈で着用感が悪くなるという問

題がある旨主張するが，レディメイド商品に体型補正効果があること自

体は否定できないし，体型補正効果を求める以上多少の窮屈感が生じる

のは当然のことである。

以上によれば，原告指摘の①ないし④はいずれも理由がなく，したがっ

て，ＨＭＳ商品については，体型補正効果がレディメイド商品に比べて限

定されているものと認められ，これをＨＭＳ商品の販売抑制策をとること

についての一つの理由とした判断が合理性を欠くものとはいえない。

あらかじめ体感することが不可能であること(カ)

被告においては，ＨＭＳ商品の販売に当たり，ＨＭＳメジャーを用い

て計測することにより，実際の商品と同様の着用感を体感した上で商品

を注文できることをアピールしていた。そして，ＨＭＳ商品によって得

られる体感がＨＭＳメジャーによって得られる体感と異なることは前記

のとおりである。そうであれば，ＨＭＳメジャーの謳うメリットが発揮

できていないことになるから，上記の点はＨＭＳメジャーないしＨＭＳ

商品のデメリットであり，そのようなデメリットが存在することを理由

にＨＭＳ商品の販売を抑制することは不合理な経営判断とはいえない。

ＨＭＳメジャーによる計測とＨＭＳ商品の寸法とが異なること(キ)
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被告は，ＨＭＳ商品の仕上がり寸法とＨＭＳメジャーにより計測した

寸法との間に誤差があることを理由として，ＨＭＳメジャーは計測器と

して不正確である旨主張する。しかし，実際に計測する段階では，顧客

の体型に細かく合わせて採寸しているから，誤差があったとしても，出

来上がったＨＭＳ商品が顧客の体型と著しく異なることはないものと考

えられる。したがって，ＨＭＳメジャーによる計測とＨＭＳ商品の寸法

とが異なることのみをもってＨＭＳメジャーないしＨＭＳ商品の欠陥な

いしデメリットということはできない。

もっとも，ＨＭＳメジャーは，計測器である以上，ＨＭＳメジャーで

計測した寸法を使ってＨＭＳ商品を製造することに意味があるから，Ｈ

ＭＳメジャーで計測した寸法とは別の寸法を使ってＨＭＳ商品を製造す

るのであれば，別の寸法を使って製造された商品のサンプル（レディメ

イド商品のサンプル）を試着してもらう方法で足りると考えることも，

あながち不合理な判断とはいえない。

ウ 小括

以上のとおり，ＨＭＳ商品には，レディメイド商品との比較において，

①ＨＭＳメジャーを全店舗に備え維持する費用・労力を要すること，③工

， ，場における生産管理が難しいこと ⑤体型補正効果が限定されていること

⑥あらかじめ体感することが不可能であること，⑦ＨＭＳメジャーによる

計測とＨＭＳ商品の寸法とが異なること，というデメリットが存すること

が認められる。したがって，被告が，このようなＨＭＳ商品のデメリット

を考慮して，レディメイド商品の方が被告の経営にとってメリットが大き

いと判断しレディメイド商品に販売の力点を移し，ＨＭＳ商品の販売を抑

制することとした上，最終的にＨＭＳ商品の販売を中止することとしたの

は，経営判断として不合理なものとはいえない。

ＨＭＳ商品の利益率について( )3
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ア 検討すべきこと

被告は，ＨＭＳ商品はレディメイド商品に比べて利益率が低いことを理

由の一つとして，被告が販売方針の力点をＨＭＳ商品からレディメイド商

品に移し，ＨＭＳ商品の販売を中止したことは経営判断として合理的であ

る旨主張し これを裏付ける証拠として 乙第１１６号証 月次推移表 実， ， 〔 （

績 ，乙第１１７号証（経費内訳 ，乙第１１８号証（売上高／営業施策）〕 ）

関連費用を示すグラフ等）及び乙第１１９号証（期別項目別損益比較表）

を提出する。

これに対し，原告は，乙第１１６号証ないし第１１９号証は信用できな

いとして種々主張する。

当裁判所は，乙第１１６号証ないし第１１９号証は信用に値すると判断

するものである。理由は以下に説示するとおりであり，まず，乙第１１６

号証ないし第１１９号証がどのような資料であるのかその内容を認定し

後記イ その上で個々の資料に対する原告の主張の当否を検討する 後（ ）， （

記ウ そして 最後に ＨＭＳ商品の利益率に関する事実認定を行う 後）。 ， ， （

記エ 。）

イ 資料の内容

証拠（乙１１６ないし１１９）及び弁論の全趣旨によれば，乙第１１６

号証ないし第１１９号証には，次の内容が記載されていることが認められ

る。

乙第１１６号証〔期別月次推移表（実績 〕(ア) ）

乙第１１６号証は，被告の第２４期から第３０期までの各期における月

次営業成績を一覧表にまとめたものであり，売上高については，①オーダ

ーメイド商品（ＨＭＳ商品を含む ）の売上高，②ＨＭＳ商品の売上高，③。

レディメイド商品の売上高の３つに区分してある。

「営業施策販促費用」と題する表は，各期における経費のうち，営業関
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連費用を一覧表にまとめたものである。そのうち 「オーダー（ＨＭＳ）関，

連費用 とは ＨＭＳ商品に固有の営業関連経費をまとめたものであり オ」 ， ，「

ーダーメイド以外関連費用」とは，レディメイド商品に固有の営業関連経

費をまとめたものである。

乙第１１７号証（経費内訳）(イ)

乙第１１７号証は，乙第１１６号証の「営業施策販促費用」と題する表

に記載されている各期の月別営業関連経費の内訳を記載したものである た（

だし，１０万円未満の経費については省略されている 「オーダー（ＨＭ。）。

Ｓ）関連費用」は黄色で表示され 「オーダーメイド以外関連費用」は水色，

で表示され 「オーダーメイド以外関連費用」のうち，レディメイド商品に，

関連する費用は 「ファンデーションランジェリー」として薄水色で表示さ，

れている（なお，第２５期においては 「プレゼント（景品 」という項目， ）

が別途設けられている 。。）

「科目」欄記載の各経費の内容は，次のとおりである。

a 「景品費」

従前，被告において実施していたスタンプ制度（アフタークラブ）の

景品交換実績であり，第２５期上半期までの「景品費」は，この意味の

経費である。第２５期下半期以降の「景品費」は，プレゼント特典商品

の実績である。

b 「信販手数料」

顧客が商品購入時に割賦購入やクレジット購入を希望した場合に，被

告が負担する手数料の実績である。無金利や金利半額という販促施策を

行った場合の金利優遇分はこの科目に計上されている。

c 「商品券」

被告は，第２５期から第２７期にかけて，ＨＭＳ商品の販売促進のた

め，あるいはＨＭＳ商品の納期遅延による顧客への謝罪として，自社商
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。「 」 。品券をプレゼントしていた 商品券 にはこの合計額が計上されている

d 「販売促進費 「会議費 「旅費交通費」及び「広告宣伝費」」， 」，

上記各科目には，毎月発生する通常費用は計上されていない。営業施

策に関連する経費が計上されている。

乙第１１８号証（売上高／営業施策関連費用）(ウ)

乙第１１８号証の上段のグラフは，各期の月次売上高と営業施策関連費

用及び新製品の発売との相関関係を示したものである。上段の棒グラフの

「レディメイド」は，オーダーメイド商品以外の商品の売上額であり，ボ

ディケア化粧品やストッキングなどの売上額が含まれている。

乙第１１８号証の下段のグラフは，営業施策関連費用の月次内訳を示し

たものである。

乙第１１９号証（期別項目別損益比較表）(エ)

乙第１１９号証の主な項目の内容は次のとおりである。

a 「売上高」

「売上高」の欄では，各期における①オーダーメイド商品（ＨＭＳ商

品を含む ）の売上げと②オーダーメイド商品以外の商品の売上げが区分。

されて示されており，①がさらにＨＭＳ商品の売上げとその他の売上げ

に区分され，②がさらにレディメイド商品（ ファンデーション・ランジ「

ェリー」と記載のあるもの）の売上げとその他の売上げに区分されて示

されている。

「売上比」は 「年間①＋②」の売上全体に対する比率である。，

b 「売上原価 「販管変動費 「販管固定費」」， 」，

上記各項目では，ＨＭＳ商品に固有の経費は黄色で表示され，レディ

メイド商品（ファンデーション・ランジェリー商品）に固有の経費は水

色で表示されている。ＨＭＳ商品及びレディメイド商品に共通する経費

については，各期の売上比に応じた数字が計上されている。
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c 「営業利益率」

ＨＭＳ商品とレディメイド商品（ファンデーション・ランジェリー商

品）のそれぞれの営業利益額をそれぞれの売上高で除したものである。

ウ 原告の主張について

原告は，乙第１１６号証ないし乙第１１９号証が信用できない理由とし

て，①営業関連経費に関する偽装があること，②販管費と営業利益率に関

する偽装があること，③商品券と値引券・ポイント付与制度に関する偽装

があること，④プレゼント商品と景品費に関する偽装があること，⑤売上

高に関する偽装があること，⑥ＨＭＳ商品（ガードル）の販売開始時期に

誤りがあること，⑦営業関連経費の発生時期と金額の誤り等があること，

以上７点を主張する。以下，順次検討する。

営業関連経費に関する偽装があるとの主張について(ア)

原告は，ＨＭＳ商品の販売のために支出されたという「オーダー（ＨＭ

Ｓ）関連費用」はレディメイド商品等の売上高形成のためにも支出された

と評価すべきであり，営業関連経費を「オーダー（ＨＭＳ）関連費用」と

「オーダーメイド以外関連費用」とに分類することは不可能であると主張

し，その理由として，顧客はＨＭＳ商品とレディメイド商品を併せて購入

していたこと，顧客は，ＨＭＳ商品を購入した当時未発売であったアイテ

ムについてはレディメイド商品を購入していたこと，ＨＭＳ商品のみを対

象とした販売促進活動はほとんどされていないことを指摘する。

そこで検討すると，乙第１１６号証及び乙第１１７号証は，ＨＭＳ商品

，の営業利益率あるいは営業利益額を算出するための基礎資料であるところ

ＨＭＳ商品の営業利益率あるいは営業利益額を算出するためには，営業施

策販促費用（乙１１６）ないし営業施策関連費用（乙１１７）をＨＭＳ商

品とＨＭＳ商品以外の商品とに区分することが必要である。したがって，

これらを区分すること自体は問題ではない 問題は どのような経費が オ。 ， 「
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ーダー（ＨＭＳ）関連費用」に計上されているかである。

「景品費」については，ＨＭＳ商品とレディメイド商品とを分け，ＨＭ

Ｓ商品に要した経費のみを「オーダー（ＨＭＳ商品）関連費用」に計上し

ていること 「販売促進費」についても，ＨＭＳ商品に関するパンフレット，

やポスターなどを「オーダー（ＨＭＳ）関連費用」として計上しているこ

， （ ） ，と カラーフィットデビューキャンペーン 乙４０の１～６ については

ＨＭＳ商品の販売促進が主たる目的であったが 「オーダー（ＨＭＳ）関連，

費用」に計上したのは，プレゼント品に要した経費のみを「景品費」とし

て計上したにとどまることが認められる（弁論の全趣旨 。）

上記認定事実によれば，ＨＭＳ商品の販売に要したことが明らかな営業

関連経費のみが「オーダー（ＨＭＳ）関連費用」に計上されていることが

認められる。

したがって，原告の指摘事項を考慮しても，乙第１１６号証及び乙第１

１７号証における「オーダー（ＨＭＳ）関連費用」と「オーダーメイド以

外関連費用」の区分及びそれぞれの経費の額は合理的なものであるという

べきであり，営業関連経費に関する偽装があるとの原告の主張は採用でき

ない。

販管費と営業利益率に関する偽装があるとの主張について(イ)

原告は，乙第１１９号証において 「販管固定費」をＨＭＳ商品とa ，

レディメイド商品とで分けることは，事業部制を採用していない被告

においては無意味である旨主張する。

しかし，特定の商品の利益率及び利益額を算出するに当たって，固定

費を各商品の経費として割り付けるのは当然のことであり，事業部制を

採用しているか否かとは関係がない。

また，原告は，特定の商品に結びついた費用ではない固定費を割り付b

けたのでは，各商品の属性として利益率が求められず，分析の指標とし
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ての意味がない旨主張する。

しかし，被告が乙第１１９号証等によりＨＭＳ商品とレディメイド商

品の利益率等を求めようとしている理由は，ＨＭＳ商品の利益率がレデ

ィメイド商品の利益率と変わらず，ＨＭＳ商品が，原告が主張するよう

な高利益商品ではないこと，したがって，被告がその販売方針の力点を

ＨＭＳ商品からレディメイド商品に移し，最終的にＨＭＳ商品の販売を

中止したことが合理的であることを立証するためである。このような趣

旨に照らせば，固定費を各商品の経費として割り付けることには何ら問

題はなく，分析の指標としての意味はある。

さらに，原告は，販管費を売上比によって配分することは合理的でなc

い旨主張する。

しかし，ある商品の売上げが増加すれば，その分だけその商品の販売

等に要する経費も増加すると考えることは，何ら不合理ではなく，販管

費を売上比によって配分することは合理的である。

したがって，販管費と営業利益率に関する偽装があるとの原告の主d

張は理由がない。

商品券と値引券・ポイント付与制度に関する偽装があるとの主張につ(ウ)

いて

原告は，被告が平成１７年３月より商品券を「値引券」に変更し，また

第２９期の平成１７年１１月よりポイント制度を導入しているにもかかわ

らず，乙第１１６号証ないし乙第１１９号証にはこれらが全く反映されて

おらず，利益率が偽装されている旨主張する。

しかし，まず，被告は平成１７年３月より値引券を発行しているが，監

査法人から指摘を受けたこともあり，商品券とともに平成１７年３月以降

はこれらを売上高から直接控除する方式に会計処理を変更したこと，した

がって，これらについては，売上高ベースで既に反映されていることが認
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められる（弁論の全趣旨 。）

また，ポイント付与制度については，第２９期は導入初年度であること

から，乙第１１６号証の「第２９期月次推移表（実績 」の「販売促進費」）

という科目に計上されていること＜中略＞第３０期以降は，乙第１１６号

証の 第３０期月次推移表 実績 の その他経費内訳 という科目の 紹「 （ ）」 （ ） 「

介手数料・ポイント引当金繰入額」という項目に計上されていること，第

２９期及び第３０期とも，ポイント引当金はＨＭＳ商品とＨＭＳ以外の商

品の売上比に応じて割り付けられていることが認められる。

したがって，商品券と値引券・ポイント付与制度に関する偽装があると

の原告の主張は理由がない。

プレゼント商品と景品費に関する偽装があるとの主張について(エ)

原告は，乙第１１７号証の経費内訳において，第２５期の販売促進費欄

の「プレゼント商品」は，本来他の期と同様「景品費」の項目に挙げるべ

きであるにもかかわらず，別途の項目が設けられ，黄色が塗られているの

は，第２５期に被告がプレゼントのキャンペーンを行ったことを殊更に強

調するための偽装である旨と主張する。

しかし，被告においてプレゼントをキャンペーンとして始めたのは第２

５期からであり，同期においてはプレゼント商品を販売促進費に含めて会

計処理していたこと，ところが，プレゼント商品の総額が増加し始めたこ

とから，経費に対する認識を明確にするべく，第２６期から「景品費」の

科目に計上するようになったことが認められる。

したがって，原告の上記主張は理由がない。

売上高に関する偽装があるとの主張について(オ)

， 「 」 ，原告は 乙第１１６号証の期別月次推移表の レディ売上 の数値には

レディメイド商品だけでなく，ボディケア化粧品・ストッキング・アウタ

ーウェアなどの売上高を上乗せした金額となっているとして，この数値に
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基づいて作成された乙第１１８号証の棒グラフは 故意に誤導的効果を狙っ，

たものである旨主張する。

しかし，被告が乙第１１６号証を作成したのは，ＨＭＳ商品の利益率を

求めるために，ＨＭＳ商品の売上高と営業関連経費の関連性を示すことに

あるから，ＨＭＳ商品の売上高とそれ以外の売上高が区別できれば必要十

分である。したがって 「レディ売上」の中にレディメイド商品（ファンデ，

ーション・ランジェリー）以外の商品（ボディケア化粧品・ストッキング

・アウターウェアなど）の売上げが含まれていても何ら問題はない。

したがって，原告の上記主張は理由がない。

ＨＭＳ商品（ガードル）の販売開始時期に誤りがあるとの主張につい(カ)

て

原告は，乙第１１８号証のグラフ上，ＨＭＳ商品（ガードル）の「あこ

」 「 」 ，がれ と ミーチュー が発売されたのは平成１４年２月とされているが

これは３月の誤りであり，＜中略＞プレゼントのキャンペーン費用の増減

と売上げの増減との間には関連性はない旨主張する。

確かに，ＨＭＳ商品（ガードル）の「あこがれ」と「ミーチュー」が発

売されたのは，平成１４年２月ではなく，同年３月である（当事者間に争

いがない 。＜中略＞。）

しかし，ＨＭＳ商品（ガードル）の「あこがれ」と「ミーチュー」は，

平成１４年３月にＨＭＳ商品（ガードル）の新商品として投入されたもの

であるから，もともと多額の費用を投じて販促活動を行わなくても売上高

の増加要因となり得るともいえる。

したがって，平成１４年３月にプレゼント費用が半減したにもかかわら

ず，ＨＭＳ商品の売上げが増加したという事実から直ちに，プレゼント費

用の増減と売上げの増減との間に関連性がないと結論付けることはできな

い。
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営業関連経費の発生時期と金額の誤り等があるとの主張について(キ)

原告は，乙第１１６号証ないし乙第１１８号証の営業関連経費の発生時

期や金額が被告の主張に平仄を合わせて設定入力されていたり，誤って記

載されているおそれが多分にある旨主張し，その例として，①平成１４年

８月に「ハイブリッドメジャー償却」としてＨＭＳメジャーの償却費が計

上されているのに，レディメイド商品のサンプルの償却費が計上されてい

ないこと，②第２４期から第２７期までの間，レディメイド商品も５割か

ら３割の売上げがあったにもかかわらず，レディメイド商品関連経費が極

， 「 」 ，端に少ないこと ③乙第１１９号証の売上原価 染め加工料 欄において

カラーフィットの染め加工料は計上されているのに，第２８期以降に販売

された多色展開商品である「リドル」や「デビュアランジェ」の染め加工

料が記載されていないことを指摘する。

しかし，上記①については，乙第１１９号証の「売上原価」欄において

「試着費償却（レディー関連 」としてレディメイド商品のサンプルの減価）

償却費が計上されている。

上記②については，原告が具体的にどの数字を指しているのか不明であ

り，レディメイド関連経費が極端に少ないとの判断はできない。

上記③については，被告は「リドル」や「デビュアランジェ」を染色さ

れた製品として商社経由で仕入れていること，したがって，これらの染め

加工料は製造原価の中に含まれていることが認められる（弁論の全趣旨 。）

したがって，原告指摘の例①ないし③はいずれも失当であり，乙第１１

６号証ないし乙第１１８号証の営業関連経費の発生時期や金額が被告の主

張に平仄を合わせて設定入力されていたり，誤って記載されているおそれ

が多分にある旨の原告の主張は理由がない。

以上のとおり，原告が，乙第１１６号証ないし乙第１１９号証は信用(ク)

できない理由として挙げた７点，すなわち，①営業関連経費に関する偽
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装があること，②販管費と営業利益率に関する偽装があること，③商品

券と値引券・ポイント付与制度に関する偽装があること，④プレゼント

商品と景品費に関する偽装があること，⑤売上高に関する偽装があるこ

と，⑥ＨＭＳ商品（ガードル）の販売開始時期に誤りがあること，⑦営

業関連経費の発生時期と金額の誤り等があることは，いずれも理由がな

いものであり，その他に乙第１１６号証ないし乙第１１９号証の信用性

を否定すべき事情は見当たらない。

エ ＨＭＳ商品の利益率について

証拠（乙１１６，１１７，１１９）及び弁論の全趣旨によれば，ＨＭＳ(ア)

商品とレディメイド商品の営業利益率は，次のとおりであったことが認め

られる。

ＨＭＳ商品 レディメイド商品 差

第２４期 ●●●●●●● ●●●●●● ●●●●●●

第２５期 ●●●●●●● ●●●●●● ●●●●●●

第２６期 ●●●●●●● ●●●●●● ●●●●●●

第２７期 ●●●●●●● ●●●●●● ●●●●●●

第２８期 ●●●●●●● ●●●●●● ●●●●●●

第２９期 ●●●●●●● ●●●●●● ●●●●●●

第３０期 ●●●●●●● ●●●●●● ●●●●●●

７期平均 ●●●●●●● ●●●●●● ●●●●●●

７期通期 ●●●●●●● ●●●●●● ●●●●●●

以上のとおり，いずれの期においても，レディメイド商品の方がＨＭＳ(イ)

商品よりも高い営業利益率を上げていることが明らかである。ＨＭＳ商品

が最大の営業利益率を上げた第２７期においても，レディメイド商品の営

業利益率の約半分にしぎない。＜中略＞

以上によれば，ＨＭＳ商品の利益率は，レディメイド商品の利益率に比(ウ)
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べて低いことから，被告がその販売方針の力点をＨＭＳ商品からレディメ

イド商品に移し，最終的にＨＭＳ商品の販売を中止したことは，経営判断

として，何ら不合理とはいえない。

被告に原告に対する相当の対価の支払を免れる目的があった否かについて( )4

以上のとおり，ＨＭＳ商品の販売抑制策をとり，最終的にその販売を中止

する措置をとった被告の経営判断は何ら不合理とはいえない。そして，その

経営判断の内容に照らせば，被告が，もっぱら原告に対する相当の対価の支

払を免れる目的をもって上記措置をとったとは認められず，他にこのことを

認めるに足りる証拠はない。

結論( )5

以上のとおりであるから，本件各発明の特許を受ける権利の承継に係る相

当の対価の額の算定に当たっては，被告がＨＭＳ商品の販売を抑制した後に

ついても，ＨＭＳ商品の実際の売上高をもとに算定すべきであり，被告がＨ

ＭＳ商品の販売を終了した平成２０年２月以降については，その売上げはな

いから，これを零として相当の対価の額を算定すべきことになる。

６ 争点( )（本件各特許の無効理由の存否とその相当の対価の額への影響の有6

無・程度）について

上記５で判示したとおり，被告がＨＭＳ商品について平成１６年９月ころに

販売政策を変更してその販売を抑制し，平成２０年２月をもってその販売を打

ち切ったところ，その販売政策は経営判断として不合理とはいえないから，相

当の対価の額の算定上，被告の受けるべき利益の額には平成２０年２月以降の

ＨＭＳ商品の販売による利益は考慮されないこととなる。ところで，無効審決

の確定により，特許権は初めから存在しなかったものとみなされる（特許法１

２５条本文 。しかし，無効審決が確定するまでは，たとえ当該特許に無効理）

由があるとしても特許権は一応有効なものであって，事実上の独占力を有する

ものとして取り扱われる。したがって，仮に，本件各特許について上記販売打
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切り後に無効審決が確定したとしても，そのことは，直ちに，それまでに被告

の得た利益の額に影響を及ぼすものではない。本件においては，口頭弁論終結

時点において本件各特許に係る無効審決は確定していない。

被告は，ライセンスの交渉を行う場合に無効理由の資料を収集することは一般

的に行われているから，明確な無効理由が存在する場合には，ライセンス契約を

行うのは，単にトラブルを避けるといった意味しかなく，また，無効理由が存在

するのではないかという資料が存在する場合にもライセンスを受ける側にその事

情は有利に働いてライセンス料が低廉化するというのは常識であるとして，本件

各特許には無効理由が存在しているから相当対価は存在しないか，極めて低廉な

ライセンス料率にしかなり得ないと主張する。

確かに，ライセンス交渉の対象特許に無効理由が存在することが同交渉の当事

者双方の共通の認識になっている場合には，このことが同交渉において特許権者

に不利に働き，ライセンス料が低率化することは考えられる。

しかし，本件各発明について被告が主張する無効理由は，いずれも進歩性欠如

（特許法２９条２項違反）を理由とするものであるところ，本件で被告が証拠と

して提出している引用例の内容，本件各発明との相違点等に照らし，進歩性の欠

如が一見して明らかであるとは認められない。このような場合，ライセンスを受

けようとする者が，ライセンス交渉を自己に有利に進めるべく，上記引用例を挙

げながら対象となる発明が進歩性を欠き特許無効理由が存在する旨を相手方に主

張したとしても，特許庁のした無効審決とか，侵害訴訟において裁判所が特許法

１０４条の３の抗弁を理由ありと認めて判決をした場合等の公権的な判断の裏付

けもない状況の下で（本件においては，本件口頭弁論終結日現在，いまだ本件各

特許の無効審決は確定していない ，ライセンス料を低廉化させられ得るとはに。）

わかに考え難い。

したがって，被告の上記主張は採用できない。

７ 争点( )（仮想実施料率）について7
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被告は，本件各特許には無効理由が存在すること，ＨＭＳ商品の利益率がレ

ディメイド商品の利益率より低いことから，本件各発明の仮想実施料率は超過

売上げの１％以下であると主張する。

しかし，まず，本件各特許については，本件口頭弁論終結時現在，いずれも

無効審決が確定しておらず，特許無効理由が存在するとの一方当事者の主張の

みによってライセンス料が低廉化するとは考え難いことは前記のとおりであ

る。

そして，本件各発明の内容，ＨＭＳ商品の売上実績，その他本件に顕れた一

切の事情を考慮し，仮想実施料率は超過売上額の３％をもって相当と認める。

８ 争点( )（被告の貢献）について8

本件各発明の完成に対する被告の貢献( )1

ア 本件各発明は，原告が単独で完成したものである。

そして，証拠（甲７９，Ｒ証人，原告本人）及び弁論の全趣旨によれば，

原告は，その開発に際し，個人的に購入した市販の下着類や，自宅の工業用

ミシンを用いたこと，本件各発明の完成のためにはＣＡＤの利用が重要な要

素となったものであるが，ＣＡＤに関する知識及び知見，本件各発明に至る

基本的な着想は被告会社における業務とは関係なく原告が得たものであるこ

とが認められる。

他方，被告が，本件各発明に至る基本的な着想，本件各発明の完成に至る

技術的思想の提供について何らかの有意な関与をしたとの事実が認められな

いことは前示のとおりである。また，原告は被告のＣＡＤを用いて本件各発

明の開発を進めたが，これは本来研究用の機器ではなく，その他，被告が本

件各発明の完成に至る経過において研究開発費や研究設備費を出捐したこと

はないし，被告が原告に対して研究開発のために特別に時間を与えていたと

いうこともない。

イ 被告は，本件各発明の完成に至る経過における被告の貢献として，①被告
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がワコールのデューブルベ試着に基づき計測器具開発という目標を設定した

こと，②被告がフルオーダーの納期遅延及び採寸ミスの解消という解決課題

を付与したこと，③被告がフルオーダー事業によるノウハウやデータを蓄積

しておりこれを利用することを容認したことを主張する。

しかし，上記①については，被告は，平成１１年９月に本件各発明は原告

が独自に着想し開発を進めたものであり，証拠（甲７９，原告本人）及び弁

論の全趣旨によれば，原告は独自に平成１２年４月にワコールのデューブル

ベの試着を行ったこと，しかし，デューブルベで採用されていたバージスの

計測方法は，それ自体独立したバージスメジャーを使用するものであり，着

用感を確かめるために着用するゲージブラはカップと一体となって切り離せ

ないものであったことが認められ，デューブルベの試着が本件各発明の技術

的思想に何らかの寄与をしたとは認められない。

上記②については，被告がフルオーダーの納期遅延及び採寸ミスの解消と

いう課題を付与したということがあったとしても，このような「課題」は，

本件各発明の課題とは異なる。すなわち，本件発明１の課題は 「カップ部，

を有する衣類において，着用者の体型に対応したカスタムサイズのカップ

部を有し，着用時にフィット感のある衣類を提供し得るオーダーメイド用

計測サンプル及びオーダーメイド方式を提供する」こと，また「着用者が

カスタムサイズのカップ部を有する計測サンプルを試着することができ，

そのフィット感を確認した上で注文することができるカップ部を有する衣

類のオーダーメイド用計測サンプル及びオーダーメイド方式を提供するこ

」（ 【 】 【 】）と 本件明細書１の 発明が解決しようとする課題 の段落 ０００８

であり，本件発明２の課題は 「着用者の体型にフィットしたカスタムサ，

イズの衣類を提供し得るオーダーメイド用計測サンプル及びオーダーメイ

ド方式を提供する」こと，また「着用者がカスタムサイズと同様な計測サ

ンプルを試着することができ，そのフィット感を確認した上で注文するこ
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とができる衣類のオーダーメイド用計測サンプル及びオーダーメイド方式

を提供すること （本件明細書２の【発明が解決しようとする課題】の段」

落【０００８ ）にあるから，被告が原告に対してフルオーダーの納期遅延】

及び採寸ミスの解消という課題を与えたとしても，それをもって相当の対価

の算定に当たって考慮すべき被告の貢献とみることはできない。

上記③については，被告主張のノウハウやデータがどのように本件各発明

の完成に寄与したのか不明であり，主張自体失当である。

よって，被告主張の①ないし③は，いずれも本件各発明の完成に至る経過

における被告の貢献として考慮することはできない。

本件各発明の完成後の被告の貢献( )2

前記認定事実，証拠（Ｂ証人，Ｄ証人，Ｃ証人，Ｒ証人，原告本人）及び弁

論の全趣旨によれば，ＨＭＳメジャーの実用化ひいてはＨＭＳ商品の実用化に

当たって，被告は，そのための部署として第２生産部を設け，人員を配置し，

， 「 」協力工場の協力を仰ぎその費用負担をしたこと 被告内部に オーダー研究会

なる研究会を設けてＢの協力も得ながら，ＨＭＳ商品の実用化に向けて試着，

検討，改良を進めたこと，本件各発明の特許出願に当たり，被告の顧問弁理士

に協力を求め，審判請求及び補正手続を行い，その費用を負担したこと，ＨＭ

Ｓ商品の販売に当たって，ＨＭＳメジャーを全店舗に配置し，販売員にＨＭＳ

メジャーによる計測方法についての研修を行ったこと，ＨＭＳ商品の販売のた

めに多額の販売促進費用を投じたこと（ただしこの点は，前示のとおりＨＭＳ

商品の売上げに占める本件各発明の寄与度を算定する際に考慮した ，他方，。）

原告は，ＨＭＳ商品の実用化に当たって，ＨＭＳ商品のサイズの決定，資材選

び，製造工場との調整，マニュアルのたたき台作成，販売員の研修について主

導的な役割を果たしたこと，本件各発明の特許出願に当たり，弁理士に技術的

構成を説明したり，出願書類をチェックしたこと，以上の事実が認められる。

結論( )3
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上記( )及び( )認定の事実を総合考慮すると，本件各発明の実施により被1 2

告が得た利益に対する被告の貢献度は，８０％をもって相当と認める。

９ 争点( )（被告における原告の処遇）について9

被告は，本件各発明に対する報償として原告を取締役に昇進させたのであるか

ら，昇進後の報酬額と昇進前の給与との差額は本件各発明の対価に当たる旨主張

する。

しかし，取締役の報酬は取締役の職務執行の対価であるから，その中に職務発

明の対価を観念することはできない。

したがって，被告の上記主張は採用できない。

１０ 相当の対価の額について

ＨＭＳ商品の売上高( )1

本件発明１の特許登録日は平成１７年３月４日であり，本件発明２の特許

登録日は同年６月２４日である。証拠（甲５，６，乙１１６）及び弁論の全

趣旨によれば，ＨＭＳ商品の売上高は次のとおりと認められる。

ア 平成１７年３月３日までのＨＭＳ商品全体の売上高

平成１３年９月から平成１４年８月まで(ア)

１０７億円（甲５）

平成１４年９月から平成１５年８月まで(イ)

１２７億３１９２万５０００円（甲６・８頁の２( )）2

平成１５年９月から平成１６年８月まで(ウ)

１７０億５６５７万０４３５円

合計 ４０４億８８４９万５４３５円(エ)

イ 平成１７年３月４日以降のＨＭＳ商品（ブラジャー）の売上高

平成１７年３月から同年８月まで ７億３６０５万５０００円(ア)

平成１７年９月から平成１８年８月まで ６億３３２９万８０００円(イ)

平成１８年９月から平成１９年８月まで ４億１８１７万円(ウ)
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平成１９年９月から平成２０年２月まで ９７１８万５０００円(エ)

合計 １８億８４７０万８０００円(オ)

ウ 平成１７年３月４日から同年６月２３日までのＨＭＳ商品（ガードル及

びボディスーツ）

平成１７年３月から同年８月までのＨＭＳ商品全体の売上げ

－平成１７年３月から同年８月までのＨＭＳ商品（ブラジャー）の売上げ

－平成１７年６月２４日から同月３０日までのＨＭＳ商品（ガードル及び

ボディスーツ）の売上げ

－平成１７年７月から同年８月までのＨＭＳ商品（ガードル及びボディス

ーツ）の売上げ

＜中略＞

エ 平成１７年６月２４日以降のＨＭＳ商品（ガードル及びボディスーツ）

の売上高

平成１７年６月（６月分÷３０×７） ２８７３万７０００円(ア)

平成１７年７月から同年８月まで ２億３７５６万８０００円(イ)

平成１７年９月から平成１８年８月まで ６億９３１０万９０００円(ウ)

平成１８年９月から平成１９年８月まで ４億５６３５万１０００円(エ)

平成１９年９月から平成２０年８月まで １億００７９万２０００円(オ)

合計 １５億１６５５万７０００円(カ)

相当の対価の額( )2

相当の対価の額

＝〔 平成１７年３月３日までのＨＭＳ商品全体の売上高｛

＋平成１７年３月４日から同年６月２３日までのＨＭＳ商品（ガードル

及びボディスーツ）の売上高｝

（ ）×ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与割合 ５０％×１０％

＋｛平成１７年３月４日以降のＨＭＳ商品（ブラジャー）の売上高
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（ ）＋平成１７年６月２４日以降のＨＭＳ商品 ガードル及びボディスーツ

の売上高｝

×ＨＭＳ商品の売上げに対する本件各発明の寄与割合（５０％ 〕）

×仮想実施料率（３％）×原告の貢献度（２０％）÷発明者の数（１人）

＜中略＞

＝２２５３万０１４２円

以上のとおり，本件各発明に係る相当の対価の額は，２２５３万０１４２

円と認められる。

なお，原告の被告に対する相当の対価の請求権は，債務の履行について期

限の定めのないものであるから，遅延損害金の起算日は，被告が履行の請求

を受けたことが明らかな訴状送達の日の翌日である平成１８年８月２日とな

る。

第５ 結論

以上によれば，原告の本件請求は，主文掲記の限度で理由があるからこれを

認容し，その余は理由がないからこれを棄却することとして，主文のとおり判

決する。

大阪地方裁判所第２１民事部

裁判長裁判官 田 中 俊 次

裁判官 西 理 香

裁判官 北 岡 裕 章


